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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ｉ.1.(1) 地球環境観測プログラム 

■中期計画の記載事項 

「気候変動に関する国際連合枠組条約の京都議定書」、「気候変動に関する政府間パネル（IPCC）報告書」等を踏まえ、「第 3 期科学技術基本

計画」（平成18年3月28日閣議決定）における国家基幹技術である「海洋地球観測探査システム」の構築を通じ、「全球地球観測システム（GEOSS）
10 年実施計画」の実現に貢献する。 
具体的には、継続的なデータ取得により、気候変動・水循環変動・生態系等の地球規模の環境問題の解明に資することを目的に、 
 
（ａ）熱帯降雨観測衛星（TRMM/PR） 
（ｂ）地球観測衛星（AQUA/AMSR-E） 
（ｃ）陸域観測技術衛星（ALOS） 
（ｄ）温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT） 
（ｅ）水循環変動観測衛星（GCOM-W） 
（ｆ）雲エアロゾル放射ミッション／雲プロファイリングレーダ（EarthCARE/CPR） 
（ｇ）全球降水観測計画／二周波降水レーダ（GPM/DPR） 
（ｈ）気候変動観測衛星（GCOM-C） 
（ｉ）陸域観測技術衛星２号（ALOS-2） 
 

及び将来の衛星・観測センサに係る研究開発・運用を行う。これらのうち、温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）及び水循環変動観測衛星

（GCOM-W）については、本中期目標期間中に打上げを行う。 
上記研究開発及び運用が開始されている衛星により得られたデータを国内外に広く提供するとともに、地上系・海洋系観測のデータとの統合

等について国内外の環境機関等のユーザと連携し、地球環境のモニタリング、モデリング及び予測の精度向上に貢献する。 
また、国際社会への貢献を目的に、欧米・アジア各国の関係機関・国際機関等との協力を推進するとともに、国際的な枠組み（GEO、CEOS）

の下で主要な役割を果たす。 
なお、平成 23 年度補正予算(第 4 号)により追加的に措置された交付金については、我が国の衛星による公共の安全確保等の一層の推進を図る

ために措置されたことを認識し、陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）の開発に充てるものとする。 
 
担当本部、担当部 宇宙利用ミッション本部 担当責任者 宇宙利用ミッション本部長 
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■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

(a) 地球環境観測衛星の研究開発 

本プログラムに関する衛星の研究開発として以下を実施する。 

・全球降水観測計画／二周波降水レーダ（GPM/DPR）の維持設計、プロトフライトモデルの製作試験（米国航空宇宙局（NASA）ゴダード宇宙飛行

センター（GSFC）での衛星インテグレーション・試験）及び地上システムの開発 

・第１期水循環変動観測衛星（GCOM-W1）の射場作業、打上げ及び初期機能確認 

・第１期気候変動観測衛星（GCOM-C1）の詳細・維持設計、エンジニアリングモデルの製作試験、プロトフライトモデルの製作試験、及び地上シ

ステムの開発 

・雲エアロゾル放射ミッション／雲プロファイリングレーダ（EarthCARE/CPR）の維持設計、エンジニアリングモデルの試験、プロトフライトモ

デルの製作試験、及び地上システムの開発 

・陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）の維持設計、プロトフライトモデルの製作試験、及び地上システムの開発 

・陸域観測技術衛星３号（ALOS-3）の研究 

・将来の地球環境観測ミッションに向けた観測センサの研究、国際宇宙ステーション搭載に向けた観測センサの研究 

(b) 衛星による地球環境観測の実施 

・NASAとの連携により、熱帯降雨観測衛星（TRMM）の後期運用を実施し、降雨に関する観測データを取得する。 

・温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）の定常運用を継続し、温室効果ガス（二酸化炭素、メタン）に関する観測データを取得する。 

・GCOM-W1の定常運用を開始し、水蒸気量・海面水温・海氷分布等に関する観測データを取得する。 

これらの観測データについて、品質保証を継続的に実施し、国内外の利用者に提供するとともに、関係機関と連携して、主に気候変動、温暖化

及び水循環に係る衛星データの利用研究を実施する。これらの活動を通じ地球環境のモニタリング、モデリング及び予測の精度向上に貢献す

る。 

アジア太平洋各国の関係機関と連携して宇宙技術を用いた環境監視（SAFE）の取り組みを進める。 

また、東京大学、海洋研究開発機構等との協力によるデータ統合利用研究を継続する。 

開発段階の衛星についても、国内外の研究者に対する公募研究の実施や、国内外の関係機関との協力を進めることで、利用研究、利用促進に向

けた準備を行う。 

(c) 全球地球観測システム（GEOSS）への貢献 

衛星による地球環境観測を活用した国際的な取り組みについて、欧米・アジア各国の関係機関、国際機関等との協力を推進する。特に、地球観

測衛星委員会（CEOS）の実施計画に基づき、宇宙からの温室効果ガス観測国際委員会及び森林炭素観測の活動を主導する等、GEOSS 10年実施

計画における主要な役割を果たす。 

また、国連持続可能な開発会議（UNCSD：Rio+20）、気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC/COP)、地球観測に関する政府間会合（GEO）閣僚級会
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合等において ALOS、GOSAT、GCOM-W1等による我が国の地球観測の成果を報告する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

（ａ） 地球

環境観測

衛星の研

究開発 

１）全球降水観測計

画／二周波降水

レーダ（GPM/DPR）

の維持設計、プロ

トフライトモデ

ルの製作試験（米

国 航空 宇宙局

（NASA）ゴダード

宇宙飛行センタ

ー（GSFC）での衛

星インテグレー

ション・試験）及

び地上システム

の開発 

実績： 

• 日米共同ミッションである全球降水観測計画（GPM）において JAXAが担

当する二周波降水レーダ（DPR）について、平成 24年 3月に衛星を担当

する NASA/GSFCに引き渡しを行い、平成 25年度の打上げに向けた作業

を計画通り実施している。 

 

 ２）第１期水循環変

動 観 測 衛 星

（GCOM-W1）の射

場作業、打上げ及

び初期機能確認 

（Ⅰ.1(1)(b) 衛星による地球環境観測に記載） 
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 ３）第１期気候変動

観 測 衛 星

（GCOM-C1）の詳

細・維持設計、エ

ンジニアリング

モデルの製作試

験、プロトフライ

トモデルの製作

試験、及び地上シ

ステムの開発 

実績： 

• 衛星システム及び搭載機器である多波長光学放射計（SGLI）の詳細

設計、エンジニアリングモデル製作試験を実施し、所要の結果を得

た後、プロトフライトモデル製作試験を開始した。また、地上シス

テムの基本設計を完了し、詳細設計を開始した。 

 

 ４）雲エアロゾル放

射ミッション／

雲プロファイリ

ン グ レ ー ダ

（EarthCARE/CPR

）の維持設計、エ

ンジニアリング

モデルの試験、プ

ロトフライトモ

デルの製作試験、

及び地上システ

ムの開発 

実績： 

• 日欧共同ミッションである雲エアロゾル放射ミッション

（EarthCARE）において JAXAが担当する雲プロファイリングレーダ

（CPR）について、エンジニアリングモデル試験、システム試験、

プロトフライトモデルの製作試験を実施し、所要の結果を得た。ま

た、地上システムの基本設計を完了し、詳細設計を開始した。 

 

 ５）陸域観測技術衛

星２号（ALOS-2）

の維持設計、プロ

トフライトモデ

ルの製作試験、及

び地上システム

の開発 

（Ⅰ.1(2) 災害監視・通信プログラムに記載） 
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 ６）陸域観測技術衛

星３号（ALOS-3）

の研究 

（Ⅰ.1(2) 災害監視・通信プログラムに記載） 

 ７）将来の地球環境

観測ミッション

に向けた観測セ

ンサの研究、国際

宇宙ステーショ

ン搭載に向けた

観測センサの研

究 

実績： 

• ミッションロードマップ及び技術ロードマップに則り、新規 2 件を含む 11 件の地球観測センサ研究を実

施。外部評価委員を含めた研究評価で S評価が 1件、A評価が 7件等、良好な成果をあげた。特に宇宙用

赤外検出器の戦略研究では、チャレンジングな目標（冷却型検出器の分光感度特性の大幅な向上（カット

オフ波長 12μm）、非冷却検出器の大フォーマット化）を達成する等、大きな成果をあげた。 

（b） 衛星

による地

球環境観

測の実施 

１）NASA との連携

により、熱帯降雨

観測衛星（TRMM）

の後期運用を実

施し、降雨に関す

る観測データを

取得する。 

実績： 

• 米国科学アカデミー、米国海洋大気庁、気象庁、日本気象学会等の多くの利用者からの長期運用要請に応

え、ミッション期間（5年間）を大きく上回る 15年間の運用を達成した。これによって、気象予報や、特

にアジア地域における洪水予警報、農業分野にも利用が拡大した。具体的には、TRMM搭載降雨レーダ（PR）

の標準データ、準リアルタイム（観測から約 4 時間遅れ）での「世界の雨分布速報（GSMaP）」、長期再解

析データ（1998年まで遡って世界の雨分布を再解析したデータ）等の提供を継続した。 

 ２）温室効果ガス観

測 技 術 衛 星

（GOSAT）の定常

運用を継続し、温

室効果ガス（二酸

化炭素、メタン）

に関する観測デ

ータを取得する。 

実績： 

• これまでの地上観測では世界で約 300 点の観測しかできなかったところ、GOSAT 打上げ以降、全球を均一

に 56,000点の観測データを取得している。 

• 二酸化炭素、メタンの全球濃度データに加えて、二酸化炭素吸収排出量（L4）データについても、国立環

境研究所と協力して、WEBベースでの一般配布を開始した。 

• 打上げ後 4年でエクストラサクセスをほぼ達成した。 
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 ３）GCOM-W1の定常

運用を開始し、水

蒸気量・海面水

温・海氷分布等に

関する観測デー

タを取得する。 

実績： 

• 平成 24年 5月 18日に GCOM-W1を打上げ、運用は極めて順調（衛星の軌道上不具合は 0件）。 

• 平成 24 年 9 月に北極海海氷面積が衛星観測史上最小になったことや、グリーンランド氷床全面融解現象

が観測されたこと等により、気候変動分野、地球環境変動分野での有用性が確認されるとともに、米国衛

星搭載 MODIS との同時観測によるオホーツク海の海氷分布データが、平成 25 年 1 月以降、海上保安庁の

海氷速報図に定常的に使用されている。 

• 平成 25年 1月に輝度温度プロダクト（*1）の一般提供や気象庁への準リアルタイム提供を開始した。 

*1：海面水温、海上風等の地球物理量と呼ばれるプロダクトを算出する元となるデータ 
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 ４）これらの観測デ

ータについて、品

質保証を継続的

に実施し、国内外

の利用者に提供

するとともに、関

係機関と連携し

て、主に気候変

動、温暖化及び水

循環に係る衛星

データの利用研

究を実施する。こ

れらの活動を通

じ地球環境のモ

ニタリング、モデ

リング及び予測

の精度向上に貢

献する。 

実績： 

• アラスカ大学国際北極圏研究センター（IARC）と協力し、海氷分野及び林野火災分野における北極圏研究

を実施した。海氷分野では、AMSRデータによる厚氷検出手法や、ALOS/PALSARデータによる薄氷検出手法

を開発した。 

• これらの成果を活用して、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構と「北極域の科学研究・事業に係るマ

イクロ波放射計データ利用及び海氷観測データ利用に関する覚書」を結び、北極海の資源探査の補助情報

として、北極海海氷情報の提供を開始した。 

 

 ５）アジア太平洋各

国の関係機関と

連携して宇宙技

術を用いた環境

監視（SAFE）の取

り組みを進める。 

実績： 

• SAFE試験的実証プロジェクトとして、タイ、スリランカにおける水産管理、ベトナムにおけるマングロー

ブ林管理、パキスタンにおける統合水資源管理の 4 件を完了した。平成 23 年度に実施したインドネシア

干ばつモニタリングシステム（GSMaPデータを利用）がアジア開発銀行（ADB）の技術支援プログラムに採

用され、ADB 資金（外部資金）でベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス、タイ、フィリピンの 6 カ

国に展開されることになった。 

 ６）また、東京大学、

海洋研究開発機

構等との協力に

よるデータ統合

利用研究を継続

実績： 

• 東京大学、海洋研究開発機構が中心となって進められている「地球環境情報統融合プログラム（DIAS）」

に JAXA も参加協力し、衛星データ、現場観測データ、数値モデルを組み合わせた統合利用研究を継続し

ている。 

• JAXAは TRMMや ALOS等の複数の衛星観測データからデータセットを作成・提供し、水循環、水産資源、農
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する。 業分野等の研究で活用されている。 

 ７）開発段階の衛星

についても、国内

外の研究者に対

する公募研究の

実施や、国内外の

関係機関との協

力を進めること

で、利用研究、利

用促進に向けた

準備を行う。 

実績： 

• 開発段階の衛星（GCOM-C1、GPM、EarthCARE）について、研

究公募等による共同研究を継続した。 

• GCOM-C1 については、標準プロダクトを生成するための初版

のアルゴリズムの精度評価と処理性能評価 

を完了した。また、EarthCARE についてはアルゴリズム開発の基盤ツールとして観測センサ信号シミュレ

ータ（Joint-Simulator）を開発・公開した。 

 

（ｃ） 全球

地球観測

システム

（ＧＥＯ

ＳＳ）へ

の貢献   

１）衛星による地球

環境観測を活用

した国際的な取

り組みについて、

欧米・アジア各国

の関係機関、国際

機関等との協力

を推進する。 

   特に、地球観測

衛 星 委 員 会

（CEOS）の実施計

画に基づき、宇宙

からの温室効果

ガス観測国際委

員会及び森林炭

素観測の活動を

主 導す る等、

GEOSS 10 年実施

実績： 

• 各国宇宙機関との協力として、ドイツ航空宇宙センター（DLR）と将来 L バンド合成開口レーダ協力ミッ

ションの可能性を検討する MOA を締結した。また、NASA（GPM 開発協力等）、NOAA（GCOM データ受信協力

等）、ESA（EarthCARE開発協力）等との間で地球観測分野での協力を継続した。 

• 「GEO炭素戦略」に基づいて、宇宙からの観測シナリオをまとめた CEOS炭素観測戦略文書を NASAと協力

して作成し、衛星計画と GEOの戦略との整合性を整理した。 

• 平成 24年 6月に開催された Rio+20において JAXAの地球観測の活動成果を報告した他、平成 24年 7月に

開催された UNFCCC/COP18、11月に開催された GEO本会合等において、ALOS、GOSAT、GCOM-W1等の JAXA地

球観測衛星による地球環境監視の成果を報告した。 
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計画における主

要な役割を果た

す。 

また、国連持続可

能 な開 発会議

（ UNCSD ：

Rio+20）、気候変

動枠組条約締約

国 会 議

（UNFCCC/COP）、

地球観測に関す

る 政府 間会合

（GEO）閣僚級会

合 等に おいて

ALOS 、 GOSAT 、

GCOM-W1等による

我が国の地球観

測の成果を報告

する。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
13,168(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 150 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 地球観測衛星の研究開発では、1)全球および降水観測計画/二周波降水レーダ（GPM/DPR）の維持設計、米国航空宇宙局（NASA）ゴダード宇宙飛行

センターでのプロトフライトモデルの製作試験、及び地上システムの開発、2)第一期気候変動観測衛星（GCOM-W1）の射場作業、打ち上げ及び初

期機能確認、 3)第一期気候変動観測衛星（GCOM-C1）の詳細設計、エンジニアリングモデルの製作試験、プロトフライトモデルの製作試験及び、

地上システムの開発、4)雲エアロゾル放射ミッション/雲プロファイリングレーダ（EarthCARE/CPR）の維持設計、エンジニアリングモデルの製作

試験、プロトフライトモデルの製作試験、および地上システムの開発、5)陸域観測技術衛星 2号（ALOS-2）の維持設計、プロトフライトモデルの

製作試験、および地上システムの開発、6) 陸域観測技術衛星 3 号（ALOS-3）の研究、7)将来の地球環境観測ミッションに向けた観測センサの研

究、国際宇宙ステーション搭載にむけた観測センサの研究、がなされ、年度計画通りの進捗・達成状況となっている。 

2. 衛星による地球環境観測の実施では、1)NASAとの連携による熱帯降雨観測衛星（TRMM）の後期運用実施、降雨に関する観測データ取得、2)温室効
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果ガス観測技術衛星（GOSAT）の定常運用継続、温室効果ガス（二酸化炭素、メタン）に関する観測データ取得、3) GCOM-W1 の定常運用開始、水

蒸気量・海面水温・海氷分布等に関する観測データ取得、4)1)〜3)の観測データを国内外の利用者に品質保証を継続的に実施して提供するととも

に、関係機関との連携による気候変動、温暖化および水循環に関する衛星データの利用研究、5)アジア太平洋各国の関係機関との連携による環境

監視（SAFE）の取組み、6)東京大学、海洋研究開発機構等とのデータ統合利用研究、7) 開発段階の衛生の国内外の研究者に対する公募研究の実

施、国内外の関係機関との協力の推進、利用研究・利用促進に向けた準備、がなされ、年度計画通りの進捗・達成状況となっている。 

3. 全球地球観測システム（GEOSS）への貢献では、 衛星による地球環境観測を活用した国際的な取組みについて、欧米・アジア各国の関係機関、国

際機関等との協力を推進、特に地球観測衛星委員会（CEOS）の実施計画に基づく宇宙からの温室効果ガス観測国際委員会及び森林炭素観測の活動

を主導するなど GEOSS 10 年実施計画における主要な役割を果たした。また、国連持続可能な開発会議（UNCSD:Rio+20）、気候変動枠組条約締約

国際会議（UNFCCC/COP）・地球観測に関する政府間会合（GEO）閣僚級会合等において ALOS、GOSAT、GCOM-W1等による地球観測の成果報告を行い、

年度計画を達成した。 

 

以上において、本プロジェクトは年度計画の全項目を順調に達成しており、達成度は 100％であり、評価は Aとする。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ｉ.1.(2) 災害監視・通信プログラム 

■中期計画の記載事項 

「第 3 期科学技術基本計画」における国家基幹技術である「海洋地球観測探査システム」の構築等に向けて、災害発生時の被害状況の把握、

災害時の緊急通信手段の確保等を目的として、衛星による災害監視及び災害情報通信技術を実証し、衛星利用を一層促進する。具体的には、 
 
（ａ）データ中継技術衛星（DRTS） 
（ｂ）陸域観測技術衛星（ALOS） 
（ｃ）技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ） 
（ｄ）超高速インターネット衛星（WINDS） 
（ｅ）陸域観測技術衛星２号（ALOS-2） 
 

及び、合成開口レーダや光学センサによる災害時の情報把握等への継続的な貢献を目指した陸域・海域観測衛星システム等の研究開発・運用を

行う。 
上記研究開発及び運用が開始されている衛星の活用により、国内外の防災機関等のユーザへのデータ又は通信手段の提供及び利用技術の実証

実験を行い、関係の行政機関・民間による現業利用を促進する。 
さらに、国際的な災害対応への貢献を目的に、国際災害チャータの活用を含め海外の衛星と連携してデータの提供を行うとともに、アジア各

国・国際機関と共同で、アジア・太平洋地域を中心とした災害関連情報を共有するためのプラットフォームを整備する。 
なお、平成 23 年度補正予算(第 4 号)により追加的に措置された交付金については、我が国の衛星による公共の安全確保等の一層の推進を図る

ために措置されたことを認識し、陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）の開発に充てるものとする。 
担当本部、担当部 宇宙利用ミッション本部 担当責任者 宇宙利用ミッション本部長 
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■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

(a) 陸域・海域観測衛星の研究開発 

本プログラムに関する衛星の研究開発として以下を実施する。 

・陸域観測技術衛星２号（ALOS-2）の維持設計、プロトフライトモデルの製作試験、及び地上システムの開発 

・陸域観測技術衛星３号（ALOS-3）の研究 
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・超低高度衛星技術試験機（SLATS）の研究 

・将来の災害監視・通信ミッションに向けたミッション機器等の研究及び小型実証衛星 4 型（SDS-4）に搭載する、船舶自動識別装置（AIS）受

信システムの軌道上技術実証 

(b) 陸域・海域観測衛星による災害状況把握の実施 

大規模災害が発生した場合に国際災害チャータ及びセンチネル・アジアに緊急観測要請を行い、国内の防災機関等のユーザに情報を提供する。 

防災利用を促進するために、関係機関及び地方自治体等のユーザと連携して、ALOSのアーカイブデータや航空機センサ等を使った防災利用実証

実験を実施し、水害の被害状況や土砂災害に関する情報の取得・評価等を行い、ALOS-2、ALOS-3等の研究・開発中の衛星の利用研究、利用促進に

向けた準備を行う。 

また、国際災害チャータの要請に対し、ALOSのアーカイブデータを提供する。平成２４年度前期に幹事機関として国際的な災害対応の推進を図

る。 

センチネル･アジアの活動については、センチネル・アジア STEP2システムの運用により、アジア太平洋地域の災害情報の共有化をより一層進め

る。 

(c) 通信衛星による災害通信実験等の実施 

センチネル・アジアの活動として、超高速インターネット衛星（WINDS）を用い、大規模災害が発生した場合を想定した、災害状況に関する地球

観測データを提供する通信実験を行う。国内では、地方自治体や防災機関等と共同で、通信衛星による災害通信実験を行う。 

さらに、データ中継技術衛星（DRTS）の衛星運用を実施する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

(a) 陸域・

海域観測

衛星の研

究開発  

１）陸域観測技術衛

星２号（ALOS-2）

の維持設計、プロ

トフライトモデ

ルの製作試験、及

び地上システム

の開発 

実績： 

• 衛星バス及び SARプロトフライトモデル（PFM）

の製作試験等を計画通り実施した。 

• 地上局との適合性試験を実施し、多値変調方式

による 800Mbpsデータ伝送を確認した。 

（ALOSの伝送速度：138Mbps（QPSK）の約 6倍） 

 ２）陸域観測技術衛

星３号（ALOS-3）

の研究 

実績： 

• ALOSの性能（分解能 2.5m、観測幅 70km）を更に向上させた直下視センサ（分解能 0.8m、50km観測幅）軸

外し大型鏡の設計を完了した。 
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• 広域・高分解能観測による高

速・大容量データに対応した

半導体レコーダの部分試作モ

デルを製作・評価し、Gbps級

の高速入出力とテラバイト級

の大容量に関する実現性の目

途を得た。 

 ３）超低高度衛星技

術試験機（SLATS）

の研究 

実績： 

• 防災等での利用に向け、超低高度軌道による新たな観測技術

を獲得するために進めている SLATS 計画について、主要なコ

ンポーネント及びミッション機器である光学センサ等のフラ

イトモデルを完成させた。 

• ロケットインタフェース解析を実施し、アダプタ設計を含め

た搭載性確認、飛行解析等を実施した。 

• 実運用状態に合わせた大気抵抗推定解析を実施し、目標精度

（高度 250km以下）を達成できる見込みを得た。 

世界標準： 

• 低高度で定常的に運用する衛星は、ESAの GODE（定常運用中：

高度 270km、定常運用後（現在）：高度 235km）のみ。 
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 ４）将来の災害監

視・通信ミッショ

ンに向けたミッ

ション機器等の

研究及び小型実

証 衛 星 4 型

（SDS-4）に搭載

する、船舶自動識

別装置（AIS）受

信システムの軌

道上技術実証 

実績： 

• 船舶自動識別装置（AIS）受信システム（SPAISE）を搭載し

た、小型実証衛星 4型（SDS-4）を 5月 18日に打上げ、衛星

AIS システムが正常に動作し、所要のデータが得られること

を確認した。 

• 海上保安庁、国土交通省関東地方整備局等と協力して、船舶

等の状況管理や海上物流の効率化におけるAISデータの利用

可能性を検証した。 

• 第 2世代衛星搭載 AIS受信システム（SPAISE2）の ALOS-2へ

の引き渡しを完了した。 

• また、森林火災検知等での利用を目指し、ALOS-2 及び

JEM-CALET搭載用小型赤外カメラ（CIRC）の開発を完了した。

本カメラは非冷却型赤外検出器を採用することで、小型軽

量、小電力（3kg, 20W）を実現した。 

効果： 

• AISについては、国土技術政策総合研究所より、「北極圏の船

舶については約 400隻の貨物船の航行が確認できた。これま

ではデータが少なかったため、貴重なデータとなっている。」との評価を得た。 

(b) 陸域・

海域観測

衛星によ

る災害状

況把握の

実施 

１）大規模災害が発

生した場合に国

際災害チャータ

及 びセ ンチネ

ル・アジアに緊急

観測要請を行い、

国内の防災機関

等のユーザに情

報を提供する。 

実績： 

• 7 月の九州北部豪雨にお

いて、センチネルアジア、

並びにイタリア宇宙機関

（ASI）、ドイツ宇宙庁

（DLR）との機関間協力に

基づく緊急観測を実施、得

られた衛星データをもと

にマップ化プロダクトを

作成。 

国交省における洪水被害
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状況把握や農水省における農地被害把握に活用された。 

• ALOS-2事前実証として航空機 SARによる緊急観測を実施し、土砂災害の状況を把握するための画像を国土

交通省に提供した。 

 ２）防災利用を促進

するために、関係

機関及び地方自

治体等のユーザ

と連携して、ALOS

のアーカイブデ

ータや航空機セ

ンサ等を使った

防災利用実証実

験を実施し、水害

の被害状況や土

砂災害に関する

情報の取得・評価

等 を 行 い 、

ALOS-2 、 ALOS-3

等の研究・開発中

の衛星の利用研

究、利用促進に向

けた準備を行う。 

実績： 

• 予防減災に対する取組として、霧島新燃岳及び桜島について、イタリア宇宙機関（ASI）、ドイツ航空宇宙

センター（DLR）との協力による定期的な観測を継続して実施し、噴火警報の発表や噴火警戒レベルの判

断に活用するため解析結果を火山噴火予知連に提供した。 

• 東日本大震災における洋上漂流物モニタリングについて、平成 23 年度に引き続き環境省が事業化。JAXA

は詳細漂流シミュレーションのための発災当初の ALOS画像を提供した。 

• 災害時の迅速、かつ確実な情報提供のための訓練として、国や地方自治体が実施する防災訓練や国民保護

訓練に ALOSアーカイブ画像やだいち防災マップを提供した（平成 24年度 23件）。 

• 地方自治体（岐阜県、和歌山県、新潟県、徳島県、三重県、高知県）との防災利用実証を継続して実施す

るとともに、東日本大震災後の連携を発展させて岩手県と新たに協定を締結した。また、地域連携拠点構

築の一環として、和歌山大と協定を締結し、和歌山県と地域拠点（大学）、JAXA 間の連携・支援体制を構

築した。 

効果： 

• 国総研では、平成 25 年度から、定常的に SAR 画像による土砂崩壊地判読を各地方整備局で実施すること

になった。 

• 地方自治体が実施する地盤沈下調査で衛星データを活用できるよう、国土地理院が干渉 SARを利用した地

盤変動監視マニュアルを作成中。 

 ３）国際災害チャー

タの要請に対し、

ALOS のアーカイ

ブデータを提供

する。平成２４年

度前期に幹事機

関として国際的

実績： 

• 国際災害チャータからの 6件の要請に対して ALOSアーカイブデータを提供し、海外の災害対応で ALOSデ

ータが活用された。 

• 例として、5月のグアテマラ火山噴火や 10月のチャド洪水では、災害発生前のベースデータとして、ALOS

アーカイブ画像が有効活用された。 

• 平成 24年 4月からの半年間、国際災害チャータの幹事機関を担当した。 
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な災害対応の推

進を図る。 

 
 ４）センチネル･ア

ジアの活動につ

いては、センチネ

ル・アジア STEP2

システムの運用

により、アジア太

平洋地域の災害

情報の共有化を

より一層進める。 

実績： 

• アジア太平洋地域における衛星を活用し

た防災活動であるセンチネルアジアを

JAXA主導で推進（Step2：平成 20から平

成 24年まで）。 

• Step2 期間における活動の一例として、

フィリピン・アルバイ州で衛星の降雨情

報を用いた土砂災害警報プロトタイプシ

ステムを運用した。 

• センチネルアジア Step2を更に発展させ

るため、平成25年1月よりStep3に移行。

発災前後のフェーズにおける衛星利用、

具体的なサクセス事例の創出、そのため

のデータ解析機能の強化活動等を開始し

た。 

• Step1及び Step2の 7年間の防災活動を通じて、アジアの約半数の国・地域（25ヶ国・地域）が参加する
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国際的活動となっている（参加機関数は 88機関（内 14国際機関））。 

 

(c) 通信衛

星による

災害通信

実験等の

実施 

１）センチネル・ア

ジアの活動とし

て、超高速インタ

ー ネッ ト衛星

（WINDS）を用い、

大規模災害が発

生した場合を想

定した、災害状況

に関する地球観

測データを提供

する通信実験を

行う。 

実績： 

• センチネルアジア Step2 で構築した WINDS ネ

ットワークを用いて、各国（フィリピン、タ

イ、モンゴル、ベトナム、ネパール、スリラ

ンカ、インドネシア、フィジー、キルギス、

カザフスタン、バングラデッシュ、マレーシ

ア）の防災機関に防災関係データを提供した。 

• 特に、実災害については、相手機関からの要

請に基づき、キルギス共和国（洪水：４月）、

カザフスタン（森林火災：8 月）、インドネシ

ア（洪水：9 月（2 回））の災害発生に対応し

た ALOSアーカイブデータを伝送した。 

• 地上回線では各国平均して 85分以上の時間を要するところ、WINDSでは約 1/5の 17分での伝送が可能と

なり、被災地状況の早期把握に活用されている。 

 ２）国内では、地方

自治体や防災機

関等と共同で、通

信衛星による災

害通信実験を行

う。 

実績： 

• 高知県、徳島県、和歌山県、相模原市、日本医師会、災害時派遣医療チ

ーム（DMAT）を擁する災害医療センター、国土地理院と実災害を想定し

た防災実証実験を実施し、防災業務に WINDS回線が適用可能であること

を実証した。 

• 特に、日本医師会、災害医療センターとの実証実験では、広域医療搬送

等の緊急災害医療や電子カルテ共有等で被災地医療に貢献できる事を

検証した。また、徳島県総合防災訓練ではヘリコプターを使用して要員

及び WINDS 地球局機材を輸送する等、実災害時の対応能力を向上させ

た。 

• JAXAのみでは困難な長期間にわたる被災地支援を可能とするため、防災 NPOとの協力による自律的な地球

局運用体制を確立した。 

 ３）さらに、データ 実績： 
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中 継技 術衛星

（DRTS）の衛星運

用を実施する。 

• 後期利用段階においても安定した運用を継続し、ミッション期間 7 年を大きく上回る軌道上運用 10 年を

達成した。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
6,262(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 50 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 平成25年度に打ち上げ予定の陸域観測技術衛星2号（ALOS-2）のプロトフライトモデル製作試験を計画通りに実施した。また、開発した地上局と

の適合試験を実施し、現行ALOSの伝送速度138Mbpsの6倍の800Mbpsを多値変調方式の採用により実現した。 

2. ALOSの更なる性能向上を目指したALOS-3衛星用として、分解能0.8m、50km観測幅の直下視センサの設計を完了した。 

3. 防災等での利用を目的としたSLATS計画に対して、主要コンポーネント及びミッション機器である光学センサ等のフライトモデルを完成させた。 

4. 船舶自動識別装置（AIS）受信システム（SPAISE）を搭載した、小型実証衛星4型（SDS-4）を5月18日に打上げ、衛星AISシステムが正常に動作す

ることを確認し、利用機関と協力して船舶等の状況管理や海上物流の効率化におけるAISデータの利用可能性を検証したことは高く評価できる。 

5. アジア太平洋地域における衛星を活用した防災活動であるセンチネルアジアをJAXA主導で推進し、センチネルアジアStep2で構築したWINDSネット

ワークへアジアの約半数（25か国）の国・地域が参加する国際的活動として定着させたことは高く評価できる。 

6. 国際災害チャータからの6件の要請に対してALOSアーカイブデータを提供し、海外の災害対応においてALOSデータが活用された。 

7. 日本医師会、災害医療センターとWINDSを利用した災害通信実験を行い、広域医療搬送等の緊急災害医療や電子カルテ共有等で被災地医療に貢献

できる事を検証した。 また、JAXAのみでは困難な長期間にわたる被災地支援を可能とするため、防災NPOとの協力による自律的な地球局運用体制

を確立した。 

 

以上を総合して、中期計画に従って順調に実績を上げていることが認められる。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ｉ.1.(3) 衛星測位プログラム 

■中期計画の記載事項 

「地理空間情報活用推進基本法」（平成 19 年法律第 63 号）及び同法に基づいて策定される「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、衛

星測位システムの構築に不可欠な衛星測位技術の高度化を実現する。具体的には、 
（ａ）技術試験衛星Ⅷ型（ETS-Ⅷ） 
（ｂ）準天頂衛星初号機 
等に係る研究開発・運用を行う。 
これらのうち、準天頂衛星システム計画の第一段階である、準天頂衛星初号機及び地上設備の開発については、総務省、経済産業省及び国土

交通省と共同で行い、同衛星の打上げを本中期目標期間中に行う。また、関係機関と連携し、全地球測位システム（GPS）の補完に向けた技術

実証及び次世代衛星測位システムの基盤技術の確立に向けた軌道上実験を行う。 
さらに、本プログラムの研究開発成果については、民間等による衛星測位技術の利用が推進されるよう、外部への公開及び民間等に対する適

切な情報の提供等を行う。 
なお、平成 21年度補正予算(第 1号)により追加的に措置された交付金については、「経済危機対策」の底力発揮・21世紀型インフラ整備のために

措置されたことを認識し、準天頂衛星初号機の開発に充てるものとする。 

担当本部、担当部 宇宙利用ミッション本部 担当責任者 宇宙利用ミッション本部長 
■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

準天頂衛星システム計画の第一段階である準天頂衛星初号機の運用、及び技術実証を行うとともに、成果を取りまとめる。 

技術実証結果等を踏まえ、必要に応じ、準天頂衛星システムユーザインタフェース仕様書の維持改定を行う。さらに、民間等による衛星測位技術

の利用が推進されるよう、準天頂衛星初号機の運用状況、衛星評価データ等の外部への公開及び民間等に対する適切な情報の提供等を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）準天頂衛星シス

テム計画の第一

段階である準天

頂衛星初号機の

運用、及び技術実

証を行うととも

に、成果を取りま

とめる。 

実績： 

• 「みちびき」が送信する測位信号の精度について、平成 23年 6月の測位信号提供開始から、約 2年間に

わたって継続的に GPS全体の平均値を大きく上回り、近代化 GPSと同等の精度：80cm（95%）を達成した。 

（米国 GPS全衛星の平均は約 1.8m、ロシア GLONASSは約 4～6m程度） 

• 健全な測位信号の提供を継続し、仕様（0.95）を上回るシステム稼働率：0.9867を達成した。 

• さらに、GPS の精度を向上させる精密な補正信号（GPS 補強信号）である LEX 信号を利用した、電子基準

点に依存しない単独搬送波位相測位（PPP: Precise Point Positioning）について、目標精度（水平方向

±30cm 以下、垂直方向±60cm 以下）を上回る精度（水平方向：20～25cm、垂直方向：30～40cm）を達成

した。 ⇒エクストラサクセスを達成。 

• PPP等の精密測位を行う際に必要となる、測位衛星の軌道・クロックを高精度に推定するツールとして、

複数 GNSS（「みちびき」の他、米国 GPS、欧州 GALILEO、ロシア GLONASS等）に対応した軌道・クロック推

定ツール（MADOCA：Multi-GNSS Demonstration tool for Orbit and Clock offset Analysis）を開発し

た。⇒エクストラサクセスを超える目標を達成。 

 国際 GNSS事業（IGS：International GNSS Service）に参画する各機関の中で、欧州宇宙機関宇宙

運用センターによる最も良い軌道・クロック推定精度（1.98cm）に対して、今回 JAXAの開発した

ツール（MADOCA）によって、欧州宇宙機関運用センターを超える最高の精度 1.81cm*を達成した。    

*：GPSの後処理軌道推定精度（RMS） 

 MADOCAで推定した軌道・クロックを用いた後処理 PPPの測位精度は、水平、垂直方向とも 10cm（RMS）

以下を達成した。 

効果： 

• JAXAが実施してきた「みちびき」技術実証の成果を活用して、内閣府により実用準天頂衛星システムの整

備が開始された。また、内閣府から実用準天頂衛星システム構築に関する技術支援契約を受託し、仕様設

定支援を行い、準天頂衛星システムの整備に貢献した。 
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• 商用の PPP サービス（Trimble® CenterPoint™ RTX™）に 「みちびき」が利用され、アジア地域でのサー

ビスが開始された。 

• PPP方式により、海上や電子基準点のないアジア地域においても、これまでのメートル級の精度に対して、

１メートルを切る測位サービスが可能となる目途を示すことができ、農機の自動制御や、自動車の安全運

転支援での利用に向けた実験が可能となった。 

世界標準： 

• L1C信号（近代化 GPS民生信号の一つ）の信号提供は「みちびき」が世界初（米国 GPSは、2015年度に提

供開始予定）。 

  実績： 

• 精密測位の利用実験として、新たに 4件（自動車安全運転支援への応用検討、津波検知、都市部における

低速移動体利用、農機自動制御）の共同研究を実施した。特に、農機自動制御の実験では、JAXAが開発し

た単独搬送波位相測位（PPP）技術を活用することで、cm級の測位精度が求められるトラクターの自動制

御を実現した。 

• JAXAが中心となって、アジア・オセアニア地域における「みちびき」を含む複数衛星測位システム（GNSS） 

を利用する取り組み（「複数 GNSS アジア」（MGA））を立上げ、「複数 GNSS 実証実験」を推進し、当該地域

での準天頂衛星の利用促進を進めている。 

 GNSS衛星群に対し正確な軌道や時刻補正情報を生成するために、国際協力による GNSS受信局ネットワ

ークを構築し、複数 GNSSによる精密測位実験を実施できる環境を整えた。 

 新たな利用を開拓・推進するため、8件の共同実験（タイ、中国、韓国、マレーシア、オーストラリア、

台湾、日本）を実施するとともに、新たに 6件の共同実験を選定した。 

効果： 

• 「複数 GNSS アジア」（MGA）については、国連の「衛星航法システムに関する国際委員会」（ICG）の第 6

回会合の共同声明文や ICGの上位会合である「国連宇宙平和利用会議」（UNISPACE-Ⅲ）の報告において、

活動を支援する旨の記述がされるなど、ICG の主要な活動のひとつに位置付けられている。また、MGA の

活動を主導することにより、衛星測位保有国における我が国のプレゼンスが大きく向上した。 

 ２）技術実証結果等

を踏まえ、必要に

応じ、準天頂衛星

システムユーザ

実績： 

• 「準天頂衛星システム」の性能、並びに「みちびき」の信号仕様を記載した「準天頂衛星システムユーザ

インタフェース仕様書」(IS-QZSS)について、適宜改訂を加えて、公開している。 

• 「みちびき」の運用状況、実験実施スケジュール、測位信号の精度、GPS及びみちびきの精密軌道暦等を
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インタフェース

仕様書の維持改

定を行う。さら

に、民間等による

衛星測位技術の

利用が推進され

るよう、準天頂衛

星初号機の運用

状況、衛星評価デ

ータ等の外部へ

の公開及び民間

等に対する適切

な情報の提供等

を行う。 

ウェブサイト（QZ-VISION）で公開し、「みちびき」利用者へ情報を提供した。 

効果： 

• 技術実証結果を適切に反映したユーザインタフェース仕様書を公開することにより、カーナビ等のコンシ

ューマ向け「みちびき」対応受信機が一般に市販化され、24年度には「みちびき」対応の GNSSチップを

採用したタブレット（Google Nexus 7)も発売された。  

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
1,243(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 10 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ｓ  

1. 準天頂衛星（みちびき）打上げ後 2年半で全ての技術実証の目標を上回る性能を達成し、中期目標である「衛星測位基盤技術、GPS補完技術」を

確立したことは、特に優れた成果と評価できる。 

2. GPSの精度を向上させる精密な補正信号である LEX信号を利用した、電子基準点に依存しない単独搬送波位相測位（PPP）について、目標精度（水

平方向±30cm以下、垂直方向±60cm以下）を上回る精度（水平方向：20～25cm、垂直方向：30～40cm）を達成したことは高く評価できる。 

3. PPP 等の精密測位を行う際に必要となる、測位衛星の軌道・クロックを高精度に推定するツールとして、複数 GNSS に対応した軌道・クロック推

定ツール（MADOCA）を開発し、世界最高の軌道・クロック精度 1.81cmを達成したことは、特に優れた成果と評価できる。 

4. MADOCA を利用した単独搬送波位相測位（PPP）の測位精度は、水平、垂直方向とも 10cm（RMS）以下を達成しており、特に優れた成果と評価でき

る。 
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5. JAXA が中心となって、アジア・オセアニア地域における「みちびき」を含む複数衛星測位システム（GNSS） を利用する取り組み（「複数 GNSS

アジア」（MGA））を立上げ、「複数 GNSS実証実験」を推進し、当該地域での準天頂衛星の利用促進を進めたことは高く評価できる。 

 

中期目標である「衛星測位基盤技術、GPS 補完技術」を実現するための中期計画事業に対して、特に優れた実績を上げていると評価できる。さら

に、当初計画には無かった世界最高の cm 級の軌道・クロック精度を達成可能な軌道・クロック推定ツールを開発し、これを利用した単独搬送波位

相測位（PPP）技術は、10cm 級の高精度測位を可能としており、これら成果は新たな産業分野での衛星測位サービスの展開に繋がるものであり、特

に優れた成果と認められる。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ｉ.1.(4) 衛星の利用促進 

■中期計画の記載事項 

地球環境観測プログラム、災害監視・通信プログラム及び衛星測位プログラムの研究開発の成果を最大限活用し、より広く社会・経済へ還元

することを目的として、気象分野、農林水産分野、地理情報分野及び教育・医療分野等における国内外のユーザへのデータの提供ないし通信手

段の提供を行う。また、関係機関等と連携した利用研究・実証を通じて、衛星及びデータの利用を一層促進するとともに新たな利用の創出を目

指す。 
担当本部、担当部 宇宙利用ミッション本部 担当責任者 宇宙利用ミッション本部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

GOSAT、ALOS、AMSR-E、TRMM、GCOM-W1等の地球観測データについて、気象分野、農林水産分野、地理情報分野、温暖化分野等へのデータ提供を行

うとともに、利用関係機関等と連携した利用研究・実証を通じ、観測データの利用の拡大を行う。 

WINDS について、総務省がとりまとめる教育・医療分野等の利用実験を支援する。また、民間等による実利用を目指した実験の枠組み（「社会化

実験」）を新たに構築し、離島等での通信利用実証、船舶からの通信実験を行うなど、利用関係機関等と連携し、衛星通信の利用の拡大を行う。 

準天頂衛星システムを利用し、国内、及びアジア・オセアニア地域における衛星測位技術の利用拡大に取り組む。 

また、技術試験衛星Ⅷ型（ETS-VIII）を後期利用に供する。 

引き続き、新たな利用ミッションの候補の検討を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）GOSAT、ALOS、

AMSR-E、TRMM、

GCOM-W1等の地球

観測データにつ

いて、気象分野、

農林水産分野、地

理情報分野、温暖

化分野等へのデ

ータ提供を行う

とともに、利用関

係機関等と連携

した利用研究・実

証を通じ、観測デ

ータの利用の拡

大を行う。 

実績： 

• 平成 24年度の地球観測データ(*)の提供実績は 6,516,237シーンとなった。 

 GOSATについて、国内外の研究機関等に加え、平成 24年度からフランス国立宇宙研究センター（CNES）

へデータ提供を開始。 

 GCOM-W1は、平成 25年 1月 24日より一般利用者への輝度温度標準プロダクトの提供を開始。 

• 海上保安庁と ALOS-2、GCOM-W1や将来の GCOM-C1の利用に向け、オホーツク海及び北海道周辺における海

氷監視、内湾域における赤潮、青潮等、水環境の監視等の協定を締結。海氷監視に GCOM-W1等のデータが

利用され海難防止等に役立てられている。 

• 水産庁における全国藻場分布図の作成のため、ALOSアーカイブデータの提供を継続した。 

• 国際連合教育科学文化機関（UNESCO）から「パキスタンにおける洪水警報及び管理の戦略化プロジェクト」、

アジア開発銀行（ADB）から「河川流域管理におけるリモートセンシング技術の提供」を受託し、GSMaPデ

ータ等の衛星観測雨量データの提供を行った。 

• タイ地理情報宇宙開発機構（GISTDA）と協力して、ALOSデータ等を用いた稲作作付面積及び収量予測を行

うシステムを試作。この成果を用いて、アジア開発銀行による稲作収量統計情報の改善プロジェクトが、

平成 25年度からタイ、ベトナム、ラオス、フィリピンで実施されることになった。 
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 ２）WINDSについて、

総務省がとりま

とめる教育・医療

分野等の利用実

験を支援する。ま

た、民間等による

実利用を目指し

た実験の枠組み

（「社会化実験」）

を新たに構築し、

離島等での通信

利用実証、船舶か

らの通信実験を

行うなど、利用関

係機関等と連携

し、衛星通信の利

用の拡大を行う。 

実績： 

• 総務省がとりまとめる利用実験支援を 9件（遠隔教育 3件、遠隔医療 2件、伝送実験 2件、伝送方式実験

2件）実施した。 

• 社会化実験計画（民間企業の知見及び創意を活用して通信実験を推進する枠組み）に対し、32件の実験提

案があり、うち 6件の提案を採用し順次実験を開始している。 

 海上ブロードバンド通信の実証実験（フェリーさんふらわあ社と共同） 

 離島向け衛星通信システムの検証実験（国土交通省と共同） 

 超高速インターネット経由でのクラウド型 Web会議システム実証実験（ｉDｅｅｐソリューションズ社と

共同） 

• これまでの WINDSの成果が評価され、以下の表彰を受けた。 

 WINDS 利用実験実施協議会（事務局：（社）電波産業会）に対する、第 62 回「電波の日」総務大臣表彰

（平成 24年 6月） 

 JAXA中村特任参与に対する、第 26回電波技術協会賞（平成 24年 11月、一般財団法人電波技術協会） 

 NICT 門脇ワイヤレスネットワーク 研究センター長に対する、 2012 Satellite Communications 

Distinguished Service  Award（平成 24年 12月、IEEE Communications Society） 
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 ３）準天頂衛星シス

テムを利用し、国

内、及びアジア・

オセアニア地域

における衛星測

位技術の利用拡

大に取り組む。 

実績： 

• シームレス測位（Indoor Messaging System：IMES）に関する実証実験として、

宇宙オープンラボ共同研究（2件）を実施した。 

 「位置連携広告配信プラットフォーム構築」を電通国際情報サービスと協力

して実施。二子玉川の複合商業施設（RISE）で位置情報に基づく広告配信の

デモンストレーションを行った。 

（全 8フロアに、約 100台の IMES送信機を設置） 

 「駅等大型公共施設や商業施設における屋内外シームレス測位の技術実証及び LBS利用コンテンツの事

業化」を、北海道ジェイアールサイバネットと協力して実施。鉄道博物館コンテンツと位置情報を利用

したアプリケーションのデモンストレーションを行った。 

 

 ４）また、技術試験

衛 星 Ⅷ 型

（ETS-VIII）を後

期利用に供する。 

実績： 

• 情報通信研究機構（NICT）、日立造船株式会社、東京大学および高知工業高等専門学校と共同で、洋上（電

力供給が困難、地上回線が使用不可能）の GPS津波計データを ETS-Ⅷ回線で伝送する実証実験を実施した。 

• YRP ユビキタス・ネットワーキング研究所と共同で、衛星通信を活用した災害発生時の通信手段の確保に

関する実証実験を実施。安否確認機能を提供する端末装置「街角情報ステーション」と ETS-Ⅷポータブル

端末を接続し、災害発生時のインフラを市民に提供できることを実証した。 

 ５）引き続き、新た

な利用ミッショ

ンの候補の検討

実績： 

• 海洋・宇宙連携委員会を総合海洋政策本部の参加を得て実施し、海洋と宇宙の連携の在り方の検討を行っ

た。また、科学技術・学術審議会 海洋開発分科会による「次期海洋基本計画の策定に向けた検討」に協
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を行う。 力した。その結果、国の政策文書である新たな「海洋基本計画」に、「海洋と宇宙の連携」や「海洋のた

めの宇宙の利用」に関する記述が盛り込まれた。 

• 新たなミッションの候補として、海洋にかかわる外部有識者の意見を踏まえて、干渉型海面高度計の技術

検討を実施した。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
3,753(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 30 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. GOSAT、 ALOS、 AMSR-E、TRMM、GCOM-W1等の地球観測データについて、気象分野・農林水産分野・地理情報分野・温暖化分野等へのデータ提供に

関して、提供実績が H23年度から約 3倍に増加するなど、多くの国内外の研究者・民間機関で利用されている。 

2. WINDSについて総務省がとりまとめる遠隔医療・被災情報収集などの利用実験支援を 9件実施した。また、民間等による実利用を目指した社会化

実験を新たに構築し、32 件の実験提案のうち 6 件の提案を採択し、離島等での通信利用実証、船舶からの通信実験などを開始するなど、利用関

係機関との連携による衛星通信の利用の拡大が行われた。 

3. 技術試験衛星 VIII 型（ETS-VIII）の後期利用に関して、情報通信研究機構、（株）日立造船、東京大学等と共同で災害発生の想定での洋上津波

計データ伝送や通信インフラ提供の実証実験を実施した。 

4. 海洋・宇宙連携委員会を総合海洋政策本部の参加を得て実施し、海洋と宇宙との連携のあり方の検討を行うなど、あらたな利用ミッションの候補

の検討を行った結果、干渉型海面高度計測の技術検討が行われた。 

 

これらの実績は年度計画の要点を順調に達成しており、達成度は 100％であり、評価を Aとするのが妥当である。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．３ 宇宙探査 

■中期計画の記載事項 

人類の知的要求に応え、活動領域を拡大するとともに、国際的な影響力の維持・強化、我が国の宇宙開発技術の牽引、技術革新の創出促進を目

的として、国際協力を主軸とする月・惑星探査計画の策定及び国際協働による宇宙探査システムの検討を着実に実施する。具体的には、 
 
（ａ）小惑星探査機（MUSES-C） 
（ｂ）月周回衛星（SELENE） 
 

を運用し、月周回衛星（SELENE）後継機や小惑星探査機（MUSES-C）後継機等の月、惑星、小惑星の探査機・観測実験装置に係る研究開発を

行う。これらのうち、小惑星探査機（MUSES-C）については、本中期目標期間中の地球への帰還に向け、所要の作業を行う。 
なお、取得データについては、宇宙科学研究等の発展に資するため、国内外に公開・配布するとともに、将来の月・惑星探査や宇宙科学研究等

の成果創出に有効に活用する。 
担当本部、担当部 月・惑星探査プログラムグループ 担当責任者 月・惑星探査プログラムグループ統括リーダ 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

小惑星探査機（MUSES-C（「はやぶさ」））のサンプル収納容器から回収した微粒子のキュレーション（試料の受入・処理・保管）及び試料分析に

ついての国際公募の作業を引き続き進める。 

月周回衛星「かぐや」（SELENE）の観測運用により得られたデータの解析を実施し、世界最高水準の宇宙科学、探査技術等に関する研究成果を得

る。 

小型ソーラ電力セイル実証機（IKAROS）の運用により得られたデータの解析評価を行い、航法誘導等に関して後継機の研究等に資する知見を獲得

する。 

小惑星探査機後継機（「はやぶさ２」）については、フライトモデル等の製作、地上システムの開発を行う。 

国際宇宙探査協働グループ（ISECG）の活動を通じて、国際協力を主軸とする将来の月・惑星探査計画及び宇宙探査システム及び技術開発計画の検

討を行う。また、これらにおける国際協働協議を進める。 

月面着陸・探査ミッションについては、機体や搭載観測機器・実験機器の研究を継続する。 

今後の月・惑星探査データの世界への普及を目的として、探査機の観測データ、調査・検討・解析データ等のデータベース上のデータの更新、理

学研究を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）小惑星探査機

（MUSES-C（「はや

ぶさ」））のサンプ

ル収納容器から

回収した微粒子

のキュレーショ

実績： 

① 平成 24年度はサンプル収納容器から約 170個の粒子を回収（累積個数約 430個）。 

② 「はやぶさ」運用で協力を得た NASAに対し、粒子 10個を分配実施（累積分配数 25個）。 

③ 世界一級の科学者が「はやぶさ」サンプル分析で最大の科学成果を上げられるよう、国際研究公募の枠組

みを設定した。これにより、平成 23年度末までに提案のあった 31件の研究提案の中から、国内外の有識

者からなる委員会において選考審査を実施し、17件（主研究提案者は日、英、仏、豪、米、独の 6か国）
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ン（試料の受入・

処理・保管）及び

試料分 析につ

いての国際公募

の作業を引き続

き進める。 

を選定し、研究提案に対する試料分配（粒子 64個）を実施。 

④  国際公募に際して、サンプル顕微鏡写真と鉱物組成を推定するためのスペクトル情報等を記載したサン

プルカタログを改訂・公表し、世界中の  研究者から同カタログへのアクセスが可能となるよう整備を

行った（データベースの登録数260→430）。 

 

① 上記国際研究公募に引き続き、第２回国際研究公募を平成 25 年１月より開始。申請を受理し、現在選考

審査中。 

② 第 75回国際隕石学会、地球惑星科学連合大会国際セッション 2012、第 44回国際月惑星科学会議等におい

て、計 10件以上のはやぶさサンプル分析に関する研究結果を JAXAキュレーションメンバーが主著者また

は共著者として発表した。 

③ 更なる研究等の促進のため、多数の外部有識者を含む JAXA キュレーション専門委員会を設置し、日本の

コンソーシアムによる粒子研究の枠組み等を設定した。 

  効果： 

① NASA ジョンソンスペースセンターに「はやぶさ」サンプル受入れ専用

の設備（Hayabusa Lab.）が作られた。 

② 国際公募に対して、英国としてコンソーシアムチームが結成され、科学

的に貴重なサンプルに対して総合的な分析が行われた。その成果は、2013

年 3月開催の第 44回国際月惑星科学会議において発表された。同会議を

含め等で、JAXA外の研究者により計 10件以上のはやぶさサンプル分析に

関する研究結果が発表がされた。  

③ 宇宙航空研究開発機構（JAXA）の施設がある 4市 2町で組織する「銀河

連邦」 （相模原市、能代市、大船渡市、佐久市、肝付町、大樹町）が、

はやぶさが地球 に帰還した月日である 6月 13日を「はやぶさの日」と制

定し、日本記念日協会が認定した。 

 ２）  月周回衛星

「 か ぐ や 」

（SELENE）の観測

運用により得ら

れたデータの解

実績： 

① 「かぐや」の観測データの補正処理を進めた後、これらのデータを使用して月地殻の形成過程、巨大衝突

を裏付ける痕跡を世界で初めて明らかにするなど、月の進化の解明に寄与した。いずれも「かぐや」の質

の高いデータに依るものである。これらの成果を含む 15編の査読論文を英科学誌「Nature Geoscience」

や Journal of Geophysical Research等著名な国際科学雑誌に公表するなど、研究成果を国内外のコミュ
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析を実施し、世界

最高水準の宇宙

科学、探査技術等

に関する研究成

果を得る。 

ニティに普及した。 

② 今後さらなる科学成果を出すことを目的として、複数の

観測データを組み合わせた研究である「統合解析」を行

うために必要なデータ配信システムのプロトタイプを

完成した。 

効果： 

① 「かぐや」の観測データを用いた研究により明らかにさ

れた月地殻の形成過程、巨大衝突の痕跡は地球、火星な

どの天体の進化の解明にもつながる成果であり、報道で

も取り上げられた（平成 24 年 4 月 30 日付 日本経済新

聞、平成 24年 10月 29日付 日本経済新聞、読売新聞、

他）。 

② JAXA 以外（東北大学、東京工業大学、カーティン大学

[豪]、中国地質大学[中]他）の研究者により Journal of 

Geophysical Research等著名な国際科学雑誌に一年間で

6編の査読論文を公表するとともに、第 44回国際月惑星

科学会議などの会議で発表し、「かぐや」の観測データ

による研究成果を国内外のコミュニティに発表した。 

 ３） 小型ソーラ電

力セイル実証機

（IKAROS）の運用

により得られた

データの解析評

価を行い、航法誘

導等に関して後

継機の研究等に

資する知見を獲

実績： ① 後期運用段階で平成 24年 1月から冬眠モード（搭載機器シャットダウン）に入っていた IKAROSに

対し、姿勢・軌道予測に基づいて探索運用を行った結果、9月に冬眠モードからの復旧を確認した。（11

月には再び冬眠モードに移行） 

② 上記冬眠モードから復旧している間、IKAROSの姿勢・軌道データを取得。予測値との差異を評価し

光学パラメータモデル精度を向上させた結果、ソーラーセイルのフリー挙動が予測可能となり、深宇

宙での長期間にわたるソーラーセイル宇宙航法技術を獲得。（エキストラ成功基準達成（表 1参照）） 

③ 膜面の波打ち、しわ、折り目、貼付部材の反りを考慮した力学モデルによる解析及び IKAROS 搭載

モニタカメラによる撮像での確認を踏まえ、膜面剛性が増大するメカニズムを解明。（エキストラ成功

基準達成（表 1参照）） 
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得する。 ④ 研究発表を多数実施。（査読付論文：27 件，国際学会：

10件，国内学会：37件，特許：1件） 

効果： ① 海外研究機関等からソーラセイルに関する共同研究の打

診が、4件（NASA2件、DLR1件、米国惑星協会 1件)届いて

いる。 

② 幅広い分野から高い評価（以下は主な受賞）を受けた。 

・技術賞（日本航空宇宙学会）、最優秀論文賞（米国航空宇

宙学会）、宇宙科学奨励賞（宇宙科学振興会） 

・IKAROS と IKAROS に搭載した分離カメラ（DCAM）がギネ

ス世界記録 TMに認定  

 

 

 

 ４） 小惑星探査機

後継機（「はやぶ

さ２」）について

は、フライトモデ

ル等の製作、地上

システムの開発

を行う。 

実績：① 平成 24年 4月には、探査機システムの詳細設計フェーズを完了した。サイエンスコミュニティの参画

も得ながら、探査機設計を固めるとともに、フライトモデルの製作試験フェーズへ移行することが出

来た。 

② 探査機主構造の打上げ時の振動等に対する耐性や、搭載機

器が晒される振動環境の評価を目的とする「機械環境サーベ

イ試験」を 12月より開始し、所定のデータ取得を完了した。 

③ 平成 25年 1月から、製作中のフライトモデル機器間ならび

に探査機システムとのインタフェース上の問題を事前検証す

ることを目的とした、「一次噛み合わせ試験」を開始した。 

④ 探査機を地上から追跡管制するための設備の開発に着手し

た。 

⑤ 国際協力・分担として、ドイツ航空宇宙センター（DLR）と

小型ランダ（MASCOT)のはやぶさ２搭載や欧州追跡管制網のは

やぶさ２運用への提供等を定めた了解覚書（MOU）を平成 24

年 10月に締結した。 

 また、11 月には米国航空宇宙局（NASA）との間で、はやぶさ２と NASA 小惑星探査ミッション
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（OSIRIS-REｘ）にかかる多角的協力の可能性検討のための書簡取決め（LOA)を締結した。 

 ５） 国際宇宙探査

協 働グ ループ

（ISECG）の活動

を通じて、国際協

力を主軸とする

将来の月・惑星探

査計画及び宇宙

探査システム及

び技術開発計画

の検討を行う。ま

た、これらにおけ

る国際協働協議

を進める。 

実績：① 「はやぶさ」・「かぐや」の成果、国際宇宙ステーション計画の有人技術

を背景に、平成 23年度に引き続き、JAXAは世界 14ヵ国・地域*の宇宙

機関からなる国際宇宙探査協働グループ（ISECG）の議長を務め、ISECG

の活動を主導している。有人宇宙探査の意義や月・惑星探査の技術シナ

リオ等を記述した“国際宇宙探査ロードマップ（GER)”の第 2版制定(平

成 25年 5月頃)に向けて、各国の現状や技術動向を踏まえながら議論集

約を実施している。 

*米国・ロシア・欧州（欧州宇宙機関）・カナダ・ドイツ・フランス・イタリア・イ

ギリス・ウクライナ・オーストラリア・インド・中国・韓国・日本 

② 国際協力を主軸とする月・惑星探査計画、宇宙探査システム、技術開

発計画の検討として、ISECG での議論の動向を踏まえつつ、我が国の主

体性確保に必要な宇宙システム、無人探査での技術獲得、ISS での探査

技術実証計画、有人月探査に向けた段階的な有人ミッションや全体シス

テム構成などの検討を行った。 

効果：① ISECG 議長を務めることにより、国際協働の取り組み・議論を主導し、日本のプレゼンスを高めた。

特に 5 月開催の「国際宇宙探査会議（GLEX）＠米ワシントン DC 」では ISECG 代表として宇宙機関長

セッションに参加し、AStec国際宇宙探査シンポジウム＠仏パリ（12月）でも基調講演の議長を務め

るなど、日本の宇宙外交における地位向上に寄与した。 

② 国際宇宙探査シンポジウム（＠東京（10 月））を実施し、一般市民や産業界のみならず政策責任者

にも国際宇宙探査の意義や世界の動向を伝えることにより、宇宙基本計画の議論に影響を与えること

ができた。 

 ６） 月面着陸・探

査ミッションに

ついては、機体や

搭載観測機器・実

験機器の研究を

継続する。 

実績： 月面着陸・探査ミッションについては、月周回衛星(SELENE)後継機 （SELENE-2）として、以下の研究を

実施した。 

① 着陸・探査ミッションを実施するために必須となる着陸、表面移動、越夜の各技術について重点的に

研究を実施した。着陸技術としては、着陸脚の落下試験を実施し、性能データを取得した。表面移動

技術としては、探査ローバ走行系にステアリング機能を追加し、斜面走行・段差乗越試験等を実施し

た。越夜技術としては、リチウムイオン電池のサイクル寿命試験を行い、ミッション寿命を達成でき

る目処をえた。 
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② 観測機器については、搭載優先度の高い分光計と広帯域地震計について、クリティカル技術の研究を

実施した。分光計については、岩石研磨機能の概念設計を行い、耐熱環境性、摩耗寿命などの技術的

成立性を確認した。国際協力で開発している広帯域地震計については、フランス、スイス、ドイツ製

作部分とのインターフェイス試験を実施し、問題点の抽出を行った。 

③ 大規模な国際協力の可能性を広げるため、NASAが提案する EML2（月・地球系ラグランジェ点）ステー

ションを利用する場合の探査機システムの変更点について検討を実施した。 

効果： これらの研究活動がテレビ番組等（「宇宙兄弟」、「コズミックフロント」等）で取り上げられ、国民の月

探査への興味と理解が深まった。 

 ７） 今後の月・惑

星探査データの

世界への普及を

目的として、探査

機の観測データ、

調査・検討・解析

データ等のデー

タベース上のデ

ータの更新、理学

研究を行う。  

実績： ① 全世界の研究者に高精度な観測データを提供するため、「かぐや」による観測データの解析処理を進

め、マルチバンドイメージャ、ガンマ線分光計、月磁場観測装置などの観測データの追加・更新を行

い、それらを用いて理学研究を実施した。 

② 平成 24年 4月より、ユーザからのアクセス向上とデータ普及促進のために、能力向上とユーザイン

ターフェイスの改善・更新したデータアーカイブシステム（開発は平成 23年度）の本格運用を開始し

た。同システムは、利便性の向上のための改良として、検索・ダウンロード制限の緩和（最大注文 3GB、

100ファイル→100GB、1000ファイル）とダウンロード方法の変更（グラフィカルユーザーインターフ

ェースによるファイルの選択等）を有しているため、大幅なダウンロード量の増加につながった。 

効果： ① 「かぐや」の観測データの高次処理を進めた結果、月の全球に亘る分光観測の反射率データ、3 次

元地形データの精度が改善された。これにより、海外からのアクセスはアジア（中国、韓国、インド）、

欧州（ドイツ、スペイン、ポーランド、ロシア、イギリス、ポルトガル）、北米（アメリカ）などの

83箇国におよび、「かぐや」のデータを使用した研究が世界中で進められている。 

② かぐやデータアーカイブの運用開始（平成 21年 11月）からの累計ダウンロード量は平成 24年度末

までの 3年 5ヶ月間で約 38Ｔbyte。特に平成 24年度は新たなデータの追加および利便性向上の効果

により 1年間で約 20Ｔbyteに達した。これは、運用開始から平成 23年度末までの 2年 5ヶ月間にお

けるダウンロード量とほぼ同じであり、1年間で倍増となった。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
3,536(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 40 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 小惑星探査機「はやぶさ」が回収した、小惑星「イトカワ」の微粒子の分析結果を学会などで発表した。国際研究公募によって選定した世界の科
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学者に、はやぶさサンプルを分配し、研究機会を与えた。NASAのジョンソンスペースセンターに「はやぶさ」サンプル受入れ専用の設備(Hayabusa 

Lab.)が作られるなど、宇宙探査での日本の存在感を発揮した。 

2. 月周回衛星「かぐや」の観測データの解析を行い、世界で初めて、月地殻の形成過程、巨大衝突を裏付ける痕跡を明らかにし、月の進化の解明に

寄与した。小型ソーラ電力セイル実証機「IKAROS」の運用では、冬眠モードからの復旧を確認した。冬眠モード中の姿勢・軌道データを取得し、

深宇宙でのソーラーセイル宇宙航行技術を獲得した。 

3. 「はやぶさ」「かぐや」などの成果を背景に、国際宇宙探査協働グループ(ISECG)の議長を務め、“国際宇宙探査ロードマップ(GER)”の第 2版制

定に向けて、リーダーシップを発揮、宇宙外交における日本の地位向上に貢献した。 

 

以上により、年度目標を着実に達成した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ｉ.4.(1) 日本実験棟（JEM）の運用・利用 

■中期計画の記載事項 

有人宇宙技術及び宇宙環境利用技術をはじめとする広範な技術の高度化の促進及び国際協力の推進を目的として、JEM の軌道上実証と運用及

び宇宙飛行士の搭乗を安全・確実に実施するとともに、将来有人宇宙活動を行う上で必要となる技術を実証し、その蓄積を進める。 
また、ISS/JEM という新たな活動の場を活かし、幅広い利用による社会・経済への還元を目指して、ISS/JEM の利用環境を整備・運用し、宇

宙環境を利用するための技術の実証・蓄積を行うとともに、産学官等の多様なユーザと連携して、物理・化学や生命現象における新たな発見、

産業への応用、文化・芸術における利用の拡大、アジア等との国際協力の拡大につながる利用を促進する。 
担当本部、担当部 有人宇宙環境利用ミッション本部 担当責任者 有人宇宙環境利用ミッション本部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

有人宇宙技術及び宇宙環境利用技術をはじめとする広範な技術の高度化の促進及び国際協力の推進を目的として、ISS/JEM という新たな活動の場

を活かし、幅広い利用による社会・経済への還元（健康長寿社会実現や創薬、環境やエネルギーなどの社会的課題解決に繋がる成果創出等）、科学

技術の発展、産業基盤強化及び教育への貢献を目指す。さらに、ISS 計画の運用継続に向け、新たな利用を創出し、人類共有資産としての利用成果

を最大化するために、以下を実施する。 

(a) JEMの運用 

・ JEMの保全補給を含む軌道上運用継続による技術蓄積及び ISS/JEMの利用環境の提供 

・ 日本人宇宙飛行士の ISS長期滞在の実施、ISS長期滞在に向けた訓練、及び健康管理の実施 

・ 日本人及び国際パートナーの ISS宇宙飛行士に対する JEM訓練の実施 

・ ISS運用継続を受けた JEM運用計画の策定 

(b) JEMの利用 

・ JEMの利用を通じた宇宙環境利用技術の実証・蓄積 

・ JEM利用実験の準備、軌道上実験の実施（平成２４年度分） 

・ JEM船内・船外搭載実験装置の開発、及び打上げ・初期検証の実施 

・ ISS運用継続を受けて策定した中長期利用シナリオに基づく、実験内容・実施時期等を規定した利用計画の立案・設定 

・ 多様なユーザと連携した、幅広い分野の利用の促進と成果の創出（科学利用、産業や社会課題への応用、地球観測利用、技術開発、教育及び

文化的利用） 

・ アジア諸国との国際協力による利用促進 
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■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

年度計画：  (a) JEMの運用   

有人宇宙

技術及び

宇宙環境

利用技術

をはじめ

とする広

範な技術

の高度化

の促進及

び国際協

力の推進

を目的と

し て 、

ISS/JEMと

いう新た

な活動の

場を活か

し、幅広い

利用によ

る社会・経

済への還

元（健康長

寿社会実

現や創薬、

環境やエ

ネルギー 

１） JEM の保全補

給を含む軌道上

運用継続による

技 術蓄 積及び

ISS/JEMの利用環

境の提供 

 

実績： 

JEMの利用環境を継続的に提供するとともに、新たな JEM利用創出につながる技術を実証・蓄積。 

① JEMロボットアームとエアロックを使用した、ISSから宇宙飛行士の

船外活動なしで簡易に超小型衛星を最大 6 個放出できる世界唯一の

システムを開発・実証。H24年度は海外衛星を含む 5つの超小型衛星

の放出に成功。今後放出する超小型衛星候補の通年公募を開始。 

② H23年度に実証したJEMロボットアームの地上からの遠隔操作技術を

用いて、HTV3 号機の曝露パレット操作や超小型衛星の放出を地上遠

隔操作で実施。また、ロボットアーム先端に取り付けた小型ロボット

アーム（子アーム）の地上遠隔操作技術の軌道上実証を完了。 

③ 以下の保全補給を確実に行い、JEMの安定した軌道上運用を継続。 

• 不具合で運用停止中の JEM 低温冷却水系循環ポンプを補用品と

交換し、復旧。 

• 不具合で運用停止中の JEM衛星間通信システムについて、原因を

電源系統の故障と特定し、交換機器の製作を完了、25 年度中に

復旧する目途を付けた。 

効果： 

(1) 超小型衛星放出システムの確立により、超小型衛星の打上げ環境（振動等）の劇的な緩和と多様な打上げ

（放出）機会の提供を実現。 

(2) 遠隔操作技術の確立により、将来のクルーの負担軽減（船外活動回数の削減等）に目途。 

世界水準： 

(1) 有人宇宙活動で最も重要な安全評価に関して、JAXAの安全評価技術（ISS搭載バッテリの安全評価や JEM

搭載装置の運用手順安全評価の技術）の高さが NASA に認められ、安全評価に係る権限が NASA から JAXA

に委譲。 

(2) 有人宇宙機の大型ロボットアームの地上遠隔操作技術を獲得しているのは、世界でカナダと日本のみ。 

(3) 超小型衛星放出等の JEM船外利用について、特に海外からの利用要望が飛躍的に増大。 
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などの社

会的課題

解決に繋

がる成果

創出等）、

科学技術

の発展、産

業基盤強

化及び教

育への貢

献を目指

す。さら

に、ISS計

画の運用

継続に向

け、新たな

利用を創

出し、人類

共有資産

としての

利用成果

を最大化

するため

に、以下を

実施する。 

２） 日本人宇宙飛

行士の ISS 長期

滞在の実施、ISS

長期滞在に向け

た訓練、及び健康

管理の実施 

実績： 

(1) H24年 7月から 11月まで、星出宇宙飛行士が ISSに長期滞在し、以下の任務を

完遂。 

① HTV3 号機の ISS への結合や、補給物資（超小型衛星、実験装置等）の移送を

完了。 

② 星出宇宙飛行士と地上運用管制チームの連携により、5機の超小型衛星の放出

に成功。 

③ 科学実験・技術実証ミッションなどの数々の JEM利用運用を実施。特にメダカ

を用いた水棲生物実験について、装置の組立・点検、ソユーズ宇宙船で輸送され

たメダカの移し替え等を行い、実験を開始。 

④ ISSに発生した不具合に対応するため、日本人として初めて ISS長期滞在中に

船外活動を計 3回にわたり実施。星出飛行士の船外活動の高い技量と安定性、作

業の確実性、迅速性及び協力して船外活動を行う NASA 飛行士とのチームワーク

を NASA から高く評価され、当初計画になかった追加の 3 回目の船外活動の実施

者に選ばれ任務を完遂。船外活動中、ボルトが回せない事象が発生するなどした

が、冷静に対応し全ての任務を完遂。 

⑤高いロボットアーム操作技量を活かし、米国ドラゴン補給船の把持・結合及び分

離作業を実施。 

(2) ISS長期滞在に向けた訓練及び健康管理の実施 

① ISS長期滞在が決まっている若田宇宙飛行士（H25 年 11月打上げ予定）、油井

宇宙飛行士（H27 年 6月頃打上げ予定）に対して、ISS 長期滞在に向けた訓練及

び健康管理を実施。 

② ISS長期滞在を完了した星出宇宙飛行士に対し、帰還後のリハビリテーション・飛行後健康管理を実施。 

効果： 

(1) 今回で 4回目となる日本人宇宙飛行士の ISS長期滞在により、宇宙飛行士運用技術（訓練・健康管理・搭乗

支援技術）を蓄積。さらに、船外活動による ISS 機器の修理作業により、船外で長期運用される機器の設計や

交換に係るノウハウ等、将来の有人宇宙活動に資する知見を蓄積。 

(2) 野口宇宙飛行士が、35ヶ国 375名の宇宙飛行士が参加する世界宇宙飛行士会議（ASE）におけるアジア地区

唯一の常任理事として、自己の ISS長期滞在の経験・知見を報告・共有した功績が評価され、11月に設立され
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た ASEアジア支局（10ヶ国 21名）の初代支局長に任命。 

  世界水準： 

(1) 星出宇宙飛行士の ISS長期滞在により、これまで宇宙滞在を行った日本人の宇宙滞在累積日数（ISS長期滞

在以外含む）が 740 日になり、世界第 3 位を継続。世界有数の長期宇宙滞在に関

する技術・知見を蓄積し、宇宙先進国としての位置づけを維持。 

(2) 星出飛行士の船外活動の高い技量と安定性、作業の確実性、迅速性及び協力し

て船外活動を行う NASA 飛行士とのチームワークを NASA から高く評価され、当初

計画になかった追加の 3 回目の船外活動の実施者に選ばれ任務を完遂。この星出

宇宙飛行士の船外活動実施により、日本人宇宙飛行士の ISS での船外活動時間は

計約 41時間となり、米露に次ぐ世界第 3位に上昇。 

 ３） 日本人及び国

際パートナーの

ISS宇宙飛行士に

対する JEM 訓練

の実施 

実績： 

日本人及び国際パートナーの ISS 宇宙飛行士 26 人（NASA、ロシア、欧州、カナ

ダ、JAXA）に対して、JEM及び HTVシステムの運用訓練及び実験装置運用訓練を実

施。 

① ソユーズ32～ソユーズ37までに搭乗するISS宇宙飛行士21人の訓練を実施

し、H24年度中に全ての訓練を完了した 16人については、ISS搭乗に向け JAXA

認定を実施。 

② 日本人宇宙飛行士 2人に対し、JEMスペシャリスト訓練を実施。 

③ JEM訓練インストラクタのインストラクション技術の高さは国際的にも評価されており、NASA及び ESAか

らの要請を受けて、搭乗が決定していない宇宙飛行士 3人についても、追加の訓練を合計 16日間実施。その

バータとして NASAの極限環境訓練に日本人宇宙飛行士が参加する機会を獲得。 

 ４） ISS 運用継続

を受けた JEM 運

用計画の策定 

 

実績： 

我が国の 2016年以降の ISS計画参加方針を踏まえ、JEM運用計画について以下を実施。 

① これまでの JEM及び HTVの運用実績と運用技術の蓄積を踏まえて、JEMと HTVの運用体制を統合・合理化。 

② ISS運用継続に向けた JEM寿命評価結果に基づき、JEM機器のスペア調達を継続。 

③ 2016年以降の ISS共通システム運用経費の日本の分担について、HTVの追加提供だけでなく別の方法によ

る分担についても NASAと協議を実施。 

 (b) JEMの利用   

 １） JEM の利用を 1. タンパク質結晶生成技術の高度化 
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通じた宇宙環境

利 用技 術の実

証・蓄積 

 

画期的な医薬品や廃棄物分解酵素等の探索・開発のさらなる迅速化、効率化に寄与することを目指し、これ

らにつながるタンパク質の内、地上では高品質な結晶を得難いものについて、宇宙での高品質結晶生成技術を

開発・適用することにより、地上生成結晶よりも詳細・精密な構造データの取得を可能とすることを目的とす

る。 

実績： 

宇宙での対流抑制等により、地上よりも分子配列の揃った単結晶が得られ易

いという特徴を最大限引き出すため、最適条件予測法、結晶生成技術、高圧凍

結による結晶保存技術等の高品質結晶生成技術の開発を行うと共に、企業や研

究機関と連携して、創薬等につながるタンパク質など、延べ 106 種に及ぶタン

パク質の宇宙実験を実施した（うち 58種は軌道上実験中）。 

その結果、高品質な結晶生成には、特に、タンパク質試料の均一化、粘性の高

い溶液の利用等による拡散抑制が極めて重要な因子であることを見出すと共

に、地上準備プロセスにてこれら条件の最適化が計れたタンパク質については、

７割以上の確率で、宇宙実験にて地上より高品質・高分解能な結晶を生成する

ことに成功した。 

効果： 

上記宇宙実験を実施したタンパク質の内から、以下のような効果が得られて

いる。 

・希少・難治性疾病であるデュシェンヌ型筋ジストロフィーに関するタンパ

ク質については、従前地上では取得できなかった精密な構造データに基づ

き、迅速に複数の薬剤候補化合物が抽出でき、さらに動物実験により治療

効果と安全性を確認できた。今後、製薬企業との提携、人に対する治験等を経て、オーファンドラッグ（希

少疾病治療）としての創薬を目指す予定。 

世界水準： 

宇宙先進国のロシアが日本のタンパク質結晶生成技術を高く評価し、日露間でタンパク質結晶生成実験協力

協定（※）を締結、24年度は第 5回実験の回収、第 6回実験の打上げを実施。ロシアとの協力の継続に向けた

協定の改訂作業が最終調整中。また、米国も本技術に関心を示している。 

※日本が結晶生成装置と SPring-8の利用機会提供、ロシアが試料の打上げ・回収を担当。 

日本の技術で結晶から得られるタンパク質構造データが世界最高レベルの分解能（0.69Å）を達成。 

0.69Åは水素原子が識別でき、タンパク質と化合物の結合状態が判別可能なレベルであり、薬剤であれば薬剤 
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化合物候補の探索が可能となる。 

  2. 水棲生物長期飼育技術の獲得 

実績： 

長年の地上研究を通じ、他国が達成できなかった閉鎖系での安定した水

質維持を 2種類のフィルタの組み合わせ等により解決することで、宇宙で

長期間（2 ヶ月）に亘り人と同じ脊椎動物であるメダカを健康な状態で飼

育することに成功（スペースシャトルでの約2週間の短期間飼育の約4倍）。

水棲生物長期飼育技術（水質維持、排泄物処理等）を世界で初めて獲得。 

効果： 

脊椎動物として宇宙で初めて世代交代が確認されたメダカ等の水棲生物

を長期に宇宙で飼育することが可能となった。これにより、宇宙環境で生じる筋・骨量の減少、長期低線量被

曝の生物影響評価等に加え、世界初となる地球環境を全く知らない 3 世代目の脊椎動物の創出が可能となり、

地上では予測困難な宇宙での長期的な継世代の影響評価や新たな現象の発見が期待される。 

 ２） JEM 利用実験

の準備、軌道上実

験の実施（平成

24年度分） 

３） JEM 船内・船

外搭載実験装置

の開発、及び打上

げ・初期検証の実

施 

1. JEM船内実験 

実績： 

ISS の不具合・復旧作業や輸送機の打上げ計画変更等に柔軟に対

応して実験を着実に進めるとともに、今後打上げ予定の実験装置の

開発を実施。 

① 船内実験室の 8 つの実験装置、3 つの実験ラックを年間通じ

て運用。温度勾配炉は H23年度の初期検証中に発生した不具

合対策を的確に行い、運用を開始。また、水棲生物実験装置

の初期検証を完了し、運用を開始。 

② 上記装置等の運用により、科学利用、応用利用、技術開発、文化・人文ミッション、有償利用の各分野

で、合計 31課題の軌道上実験を計画どおり実施。 

③ 今後実施する JEM利用実験（合計 20課題）の準備を実施。 

④ 静電浮遊炉、多目的実験ラック 2号機を開発中。 

⑤ 小動物飼育装置の開発着手に向けた概念検討を実施。 

世界水準：温度勾配炉は、ISS の材料実験装置の中で最高の温度勾配と加熱温度を実現可能かつ実験できる試料

の大きさも最大であり、幅広い実験条件に対応可能。 
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  2. JEM船外実験 

実績： 

① 全天 X 線監視装置（MAXI)・宇宙環境計測ミッション機器

（SEDA-AP）、ポート共有実験装置（MCE）を 24時間、365日間

絶え間なく運用し、観測データを連続的に取得。 

② 簡易宇宙曝露実験用取付機構の開発を完了。 

③ 高エネルギー電子・ガンマ線観測装置（CALET）を開発中。 

効果： 

① SEDA-APによる通常の人工衛星では実現できない高度の計測

結果により、衛星を設計 する際の放射線環境や太陽フレア発

生時の放射線量の予測に役立つ日本独自の新しい放放射線帯

モデルを国際標準規格（ISO）に提案中。 

 

世界水準： 全天の X線天体を 24時間連続監視しているのは世界で MAXIのみ（300個の天体を常時監視）。 

 ４） ISS 運用継続

を受けて策定し

た中長期利用シ

ナリオに基づく、

実験内容・実施時

期等を規定した

利 用計 画の立

案・設定 

実績： 

(1) 重点的に実施すべき領域を策定した「『きぼう』を利用した基礎研究シナリオ」に基づき、「生命科学分野」、

「宇宙医学分野」、「物質・物理科学分野」に係る研究テーマ 3件を選定。 

(2) 次期船外利用ミッションの募集方針を決定。H25年度から募集開始予定。 

(3) 国内利用要求の取りまとめと多国間調整を経て、H25 年度前半までの週単位での最適な運用利用計画及び

H26年度前半までの短期の 利用計画を設定。さらに、(1)(2)の中長期の利用方針を踏まえて、H28年まで

の中期利用計画を設定。 

 ５） 多様なユーザ

と連携した、幅広

い分野の利用の

促進と成果の創

出（科学利用、産

業や社会課題へ

の応用、地球観測

効果： 

理化学研究所、東京大学など、55にも及ぶ多様なユーザと連携し、以下の成果を創出。 

(1) 科学研究分野 

①全天 X線監視装置（MAXI）：天の川銀河で極超新星爆発の痕跡を発見（世界初） 

・天の川銀河内では世界初となる、通常の超新星爆発の 100倍もの規模である極超新星爆発（銀河の中で 10

万年から 100万年に一度しか起こらないと予測されている非常に珍しい現象）の痕跡を発見。 

・X線新星を新たに 3つ発見（従来の年 1個から年 2～3個という世界最短・最速ペースで累計 12個発見）
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利用、技術開発、

教育及び文化的

利用）  

するとともに、41件の位置情報等を世界の X線天文学者等に速報。 

世界水準： 

X線で宇宙を観測するためには大気の無い宇宙空間での実施が必要であり、

予測できない天体の変動を捉えるには絶えず全天を見張る観測が必要。通常、

観測視野を狭くしぼることでより感度をあげて観測する X 線天文衛星が主流

であるが、MAXIでは世界最大の広視野、且つ、高いスペクトル分解能を持つ

X線カメラを新規に開発、広域観測に特化し、超新星爆発等を広い視野で発見、

関係機関に迅速に通報することで、観測視野の狭い X 線天文衛星での詳細観

測を可能とするなど相補的な観測により X線天文学に貢献している。全天の X

線天体を 24時間連続観測しているのは世界で唯一 MAXIのみである。 

  ②宇宙環境計測ミッション機器：新たな地球外物質を発見 

・大気圏突入前の加熱されず組成が変わらない微小粒子の捕

獲及び回収   が可能な ISS ならではのシステムを確

立し、微小粒子の捕獲・回収に成功。結果、今までに見い

だされていない組織と鉱物組成を持つ微粒子（新種の地球

外物質）を世界で初めて発見。 

日本ははやぶさの成果により、小惑星イトカワの試料も保有

しており、複数の異なる試料の獲得により太陽系誕生の初

期の時代に何が起きたかを解明することにつながる。 

・科学誌「Earth and Planetary Science Letters」（インパクトファクター4.18） に成果が掲載。 

  ③老化を進める遺伝子が宇宙で不活性になることを発見、国内外で報道。 

・線虫を用いた実験の結果、老化を進める遺伝子が宇宙では不活性になることを発見。今後、更に ISSを利

用することで、老化をコントロールする新しい遺伝子を見出し、現在よくわかっていない老化のメカニズ

ムを明らかにすることにつながる。  

・世界的に権威のある英科学誌ネイチャーグループのオンライン誌「Scentific Reports」に成果が掲載。 

(2) 産業や社会課題への応用分野 

①宇宙での成果から骨粗しょう症の治療薬の開発に向けた産学の共同研究開始へ 

地上より数倍現象が加速される宇宙環境を用いて、人間の骨のモデルとしてキンギョのウロコを用いて骨量 

減少を抑制する薬剤（日米で特許を取得済み）の作用を調べる実験を行い、その効果が認められた。この結
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果をもとに、新しい骨粗しょう症治療薬の開発に向けた研究者と企業の共同研究が開始された。 

②「窒化物半導体マルチビジネス創成センター」の設立へ 

重力による歪みが発生しない宇宙環境を利用した新素材の創成とその応用に

関する名古屋工業大学との共同研究における地上での実験、及び 2010-2012

年に実施した宇宙実験の成果を受け、従来より省エネ・小型の次世代半導体の

実用化・事業化（家電や自動車のデバイス開発など）を多くの企業とともに目

指す「窒化物半導体マルチビジネス創成センター」の設立が名古屋工業大学で

進められている。 

(3) 技術開発分野 

ISS から宇宙飛行士の船外活動なしで簡易に超小型衛星が放出できる世界唯

一のシステムを確立し、大学、民間企業、アジア地域から 5機の超小型衛星の放

出に成功。 

 ６） アジア諸国と

の国際協力によ

る利用促進 

実績： 

ISS唯一のアジア参加国としての強みを活かし、ゲートウェイとしてアジア地域との国際協力を推進。 

① マレーシアとの協力でタンパク質結晶生成実験を継続実施。マレーシアが タンパク質結晶生成実験の成

果を高く評価し、今後も協力の継続を要望。 

② アジア・太平洋地域宇宙機関会議の下に、日本が中心となり、JEM 利用創出を目指す国際協力枠組みを設

置。アジアの子供向け JEM 簡易科学実験、JEMから持ち帰った植物種子栽培実験（アジアの学生千数百人

参加）等を実施。 

効果： 

マレーシア、ベトナムの各宇宙機関から、衛星放出、植物実験、学生航空機微小重力実験等への参加希望が出さ

れるなど、アジア各国が自主的に JEM利用の提案を行う環境の整備が進み、アジア地域における ISSへのゲート

ウェイとして日本の国際プレゼンスが向上。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
14,385(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 180 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価） Ａ  

中期計画に基づき、JEM の軌道上運用における技術蓄積及び利用環境の提供を継続的に実施し、宇宙環境利用技術の蓄積を、年度計画に従って着

実に進めた。24年度は、星出宇宙飛行士が ISSに 5ヶ月間滞在し、日本人として初めて長期滞在期間中に ISSからの船外活動を行うと共に、船内実

験室の実験装置・ラック、船外実験装置を運用し、多くの知見を得た。主な実績は具体的には下記の通りであり、中期目標に向けて順調に成果をあ
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げたと認められる。 

我が国は 2016年以降も ISS計画に継続して参画する予定であるが、JEM利用による社会・経済への還元は国民に見えにくいため、対外的なアピー

ルを期待したい。 

 

1. 星出宇宙飛行士の船外活動の結果、日本人宇宙飛行士の ISSでの船外活動時間は、計約 41時間で米露に次ぐ世界第 3位となった。 

2. 宇宙で 2ヶ月に亘り脊椎動物であるメダカの飼育に成功し、宇宙環境での筋・骨量の減少、長期低線量被曝の生物影響評価が可能となった。 

3. 全天 X線監視装置により地上で観測できない宇宙の姿を観測可能となり、天の川銀河内で世界初となる極超新星爆発の痕跡発見、X線新星を新た

に 3つ発見するなど、天体発見速報が従来に比べ 50％増加した。 

4. ISS唯一のロボットアームと、無人ペイロード運搬機能を活用し、超小型衛星を最大 6個同時放出する世界唯一のシステムを開発し、衛星放出に

成功した。これにより、ほぼ地上からの操作で簡易に衛星を軌道上へ投入する手法を確立した。 

5. 有人宇宙活動で最も重要な安全評価に関して、技術力が認められ、安全評価の権限が NASAから JAXAに委譲された。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．４．(2) 宇宙ステーション補給機（HTV）の開発・運用 

■中期計画の記載事項 

「第 3 期科学技術基本計画」における国家基幹技術「宇宙輸送システム」の構成技術である宇宙ステーション補給機（HTV）について、ISS
共通システム運用経費の我が国の分担義務に相応する物資及び JEM 運用・利用に必要な物資を輸送・補給するとともに、将来の軌道間輸送や有

人システムに関する基盤技術の修得を目的として、開発、実証及び運用を行う。 
 

担当本部、担当部 有人宇宙環境利用ミッション本部 担当責任者 有人宇宙環境利用ミッション本部長 
■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

ISS共通システム運用経費の我が国の分担義務に相応する物資及び JEM運用・利用に必要な物資の輸送・補給を目的として以下を実施する。 

・ HTV 3号機の打上げ及び運用 

・ HTV 4号機以降の機体の製作及び打上げ用 H-IIBロケットの準備並びに物資の搭載に向けた調整 

また、将来の軌道間輸送や有人システムに関する基盤技術の修得を目的として、以下を実施する。 

・ 回収機能付加型宇宙ステーション補給機（HTV-R）の研究 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 年度計画： ISS共

通システム運用

経費の我が国の

分担義務に相応

する物資及びJEM

運用・利用に必要

な物資の輸送・補

給を目的として

以下を実施する。 

１） HTV3号機の打

上げ及び運用 

実績： 

HTV3号機の打上げ及び運用を実施。 

(1) ISS計画に従い、計画された全ての物資の補給（船内物資 3.5トン，

船外物資 1.1トン）、並 びに ISS不要物資の廃棄（船内物資 2.1トン，

船外物資 0.3トン）を達成。 

(2) ISSから分離・離脱した HTVを再突入させ、予め設定した着水予定域

内に安全に洋上投棄。 

効果： 

(1) 柔軟な補給計画への対応 

① 計画通り貨物の打上げ直前搭載量を増加し、集荷を改善。 

（10日前に搭載可能な輸送バッグ 28個⇒80個)  

② 船外貨物の打上げ直前のアクセスを実現し、打上げ直前での最終調整・設定を可能に。 
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（打上げ 4ヵ月前⇒2日前：世界唯一） 

③ 計画外の ISS補修品（水触媒・ポンプ）の緊急搭載にも対応。 

④ 定刻通りに ISSに到着し、時間単位で管理される ISS作業スケジュールに支障を来すことなく円滑な補給

運用を実現。  

(2) 国産化機器の軌道上実証 

① 近傍通信用トランスポンダ及び衛星間通信用トランスポンダは所定

の性能で良好に動作し、後続号機での継続的使用の目途を得た。併せて、

米国輸出品に対する軌道上動作実証にもなり、米国輸出品の信頼性向上

に貢献。 

② メインエンジン用スラスタ及び姿勢制御用スラスタも所定の性能で

良好に動作し、後続号機での継続的使用の目途を得た。併せて、開発成果を衛星へ転用する見込みを得た。 

③ 上記の結果、HTV構成機器の国産化率が向上（コストベースで70%⇒80%）。 

(3) 追加データ取得 

① NASA・国内企業と協力して 2種類の再突入レコーダを搭載し、再突入データを取得。 

特に国産再突入レコーダにより、GPS データ、画像・加速度・角速度、温度の 5 種のデータを取得。これに

より破壊高度を精度良く推定（高度 70km)することや破壊メカニズムの解明が可能になり、再突入機の研究

開発に資する基礎データを蓄積。 

② 再突入カプセルの誘導制御技術に適用可能な基礎データ（再突入機分離姿勢移行、空力加速度印加時航法

演算）を取得。 

(4) 効率化 

①コスト対リスクバランスを十分に評価した上で、JAXAとして初めて、宇宙機レベルでの熱試験を省略して打

ち上げた。 

これにより高コストな熱試験を HTV後続号機でも省略する目途を得た。 

②HTV1, 2の実績を踏まえ、射場作業の効率化を図り射場作業期間を 1ヵ月短縮（6ヵ月⇒5ヵ月）。 

③2 度の運用経験を踏まえ、ISS 係留中の運用体制を縮小し、HTV2 号機係留中シフトに比べて 4 割の要員削減

を図り、運用管制業務の効率化を促進。 

(5) 表彰  

① H24年度日本機械学会宇宙工学部門一般表彰（スペースフロンティア）受賞。 

② HTV1～3号機での HTVの物資補給・廃棄対応に関し NASAの ISSプログラムマネージャから謝意の書簡。 
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世界水準： 

(1) 打上げ直前搭載について、欧州補給機（ATV）の打上げ 21日前に対し HTVは打上げ 10日前。 

(2) 再突入時の機体内部からの破壊画像取得は世界初。 

 ２） HTV4号機以降

の機体の製作及

び打上げ用H-IIB

ロケットの準備

並びに物資の搭

載に向けた調整 

 

実績： 

ISS計画て合意した打上げスケジュールに即し作業を実施。 

(1) H25年度夏期の打上げに向け、計画通り HTV4号機の製作を完了し射場作業に着手。 

(2) 打上げサービス契約に即し、HTV4号機、5号機用 H-IIBロケットの調達を継続。 

(3) 物資の搭載に向けた調整 

① 船内貨物の更なる搭載量向上（輸送バッグ 2 個分追加）、及び打上げ直前に搭載する船内貨物の大型化

（”M02バッグ”サイズ、最大 50kg）への対応を図った。 

② HTV4号機にて船外貨物を 3式輸送し、また今回初めて 1式廃棄する計画とした。 

③ 将来の再突入機に必須の要素である落下地点の予測精度向上に資するため、HTV4号機でも再突入レコーダ

を搭載しデータを取得する計画とした。 

効果： 

(1) 計画的な機体調達を継続することにより、宇宙開発関連機器製造企業の産業育成に貢献。 

(2) 民間への業務の移管を加速し、HTVの軌道上納入を当初計画（HTV5号機）から前倒して HTV4号機で実現。 

(3) ISS への安全な接近方式として、ISS 下方からの接近・ロボットアームによる捕獲方法を確立し、米国民間

ISS補給機に対する模範ともなった。また、米国民間 ISS補給機の ISS近傍運用支援の要請を受け、NASA運用

管制要員の養成等に対応。 

 また、将来の軌道間

輸送や有人シス

テムに関する基

盤技術の修得を

目的として、以下

を実施する。 

３） 回収機能付加

型宇宙ステーシ

ョ ン 補 給 機

（HTV-R）の研究 

実績： 

(1) HTV 本体機能を回収機側に統合することにより運用コスト低減を目

指した新形態 HTV-R、および、従来の与圧部置換型 HTV-Rの低コスト化

について概念検討を実施し、技術的な実現性の目処を得た。 

(2) HTV-R 開発に有用なデータを取得するため、以下の要素試作・試験

を実施。 

① 【熱防護】「はやぶさ」の熱防護材と比べ約 1/5重量の低密度アブ

レータにより、HTV-Rのサイズで数百キロオーダの軽量化が見込める

ところ、メーカ 2社との共同研究および JAXA内作の低密度アブレー

タを供試体として、継ぎ目部確認試験、大型ヒートシールド（TPS）構造要素確認試験を実施し、大型化に必
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要なデータを取得。 

② 【空力特性データ取得】遷音速風洞試験（動安定性）、極超音速風洞試験（熱計測）、バリスティックレン

ジ（自由飛行）試験を実施し、半径 5キロ程度の範囲に降下させる誘導制御等に必要な基礎データを取得。 

③ 【パラシュート】複数パラシュートによる減速時の空力的な影響を把握する要素研究計画を策定し、解析

準備作業に着手。また、風洞試験に用いる小型パラシュートの製作を実施。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
24,434(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 50 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

年度計画に基づき、HTV3 号機の打上げ及び運用を行い、宇宙ステーション（ISS）、JEM への物資補給ならびに不要物資の廃棄ミッションを完了し

た。運用の効率化と運用性向上のため、オンタイムでの物資補給を初号機、2号機に引き続き、3機連続で達成した。さらに、新規に国産開発した通

信装置、スラスタ等を搭載し、軌道上実証を行い、HTV の開発を完了した。具体的には下記の通りであり、中期目標に向かって順調に成果をあげた

と認められる。 

 

1. 貨物の搭載量向上や打ち上げ直前搭載量・時期の改善（10日前に搭載可能な輸送バッグ：28個→80個、船外貨物：4ヶ月前→2日前）による輸送

物資の選択や直前の変更など、集荷・搭載作業を改善した。また、対 HTV2号機比で、射場整備期間の短縮（6ヶ月→5ヶ月）や、運用体制要員の

4割削減により運用コストを削減し、HTV3号機のミッションを着実に完遂した。ミッション終了後には、NASA長官より謝意を表す書簡が送られて

いる。 

2. HTV3号機では新たな国産化機器（近傍通信用トランスポンダ、衛星間通信用トランスポンダ、メインエンジン用スラスタ、姿勢制御用スラスタ）

を搭載し、後続号機での継続使用の目途を得て、HTVの開発を完了した。これらの機器の軌道上実証を終え、輸出を実現した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．５．(1) 基幹ロケットの維持・発展 

■中期計画の記載事項 

基幹ロケット（Ｈ－ⅡＡロケット及びＨ－ⅡＢロケット）については、「第 3 期科学技術基本計画」における国家基幹技術「宇宙輸送システ

ム」を構成する技術であることを踏まえ、信頼性の向上を核としたシステムの改善・高度化を実施する。また、Ｈ－ⅡＢロケットについては官

民共同で開発を行い、宇宙ステーション補給機（HTV）の打上げ等に供する。さらに、国として自律性確保に必要な将来を見据えたキー技術（液

体ロケットエンジン、大型固体ロケット及び誘導制御システム）を維持・発展させる研究開発を行うとともに、自律性確保に不可欠な機器・部

品、打上げ関連施設・設備等の基盤の維持・向上を行う。以上により、我が国の基幹ロケットについて、20 機以上の打上げ実績において打上げ

成功率 90％以上を実現する。 
 

担当本部、担当部 宇宙輸送ミッション本部 担当責任者 宇宙輸送ミッション本部長 
■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 
■年度計画記載事項 

基幹ロケット（H-IIA ロケット及び H-IIB ロケット）について、部品枯渇に伴うアビオ二クス機器等の再開発を引き続き確実に進めるとともに、

開発した機器の飛行実証を実施して技術移転を行う。また、H-IIBロケットについては 4号機からの民間移管に向けた調整を進める。 
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さらに、国際競争力を強化し、かつ惑星探査ミッション等の打上げに、より柔軟に対応することを目的とした、基幹ロケット高度化について詳細

設計及び試作試験を実施する。 

また、今後 20 年を想定した衛星需要及び有人化などに柔軟に対応することを目的とした、次期基幹ロケットの構想を検討する。さらに、液体ロ

ケットエンジン等の要素技術やサブシステム等の研究開発、及び将来輸送系に向けた再使用輸送システムに必須となる宇宙輸送システムの共通基盤

技術、要素技術等の研究開発を行う。 

打上げ関連施設・設備については、効率的な維持・老朽化更新及び運用性改善を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）基幹ロケット

（H-IIAロケット

及び H-IIB ロケ

ット）について、

部品枯渇に伴う

アビオ二クス機

器等の再開発を

引き続き確実に

進めるとともに、

開発した機器の

飛行実証を実施

して技術移転を

行う。また、H-IIB

ロケットについ

ては 4 号機から

の民間移管に向

けた調整を進め

る。 

実績： 

（１）キー技術である誘導制御機器を含め H-IIAロケット運用開始以来はじめての大規模なアビオニクス機器の

再開発を完了した。これらをまとめて H-IIB３号機で飛行実証を行い技術移転した。 

（２）打上げ結果に基づき、さらに高い信頼性・確実性を確保するための改良・改善策を施し飛行実証を行うと

ともに、不適合ポテンシャルを網羅的に洗い出して対策・改善するアビオニクス不適合撲滅活動に着手した。 

例） H-IIB３号機の打上げにおいて第１段 NO.2 LE-7Aエンジン主点火器酸化剤圧力の低下事象が認められ

た。原因究明を行い、後続号機のエンジン製造に改善策を講じた。 

H-IIA２２号機の打上げ結果は良好。 

例）新たに始めたアビオニクス不適合撲滅活動により１００件以上の改善事項を抽出するとともに、今年度

の打上げに対して懸念事項を徹底払拭して確実な打上げに繋げた。 

（３） H-IIBロケットについては、HTVミッション特有のピンポイントの打上げ可能時間に対し、３号機を Ontime

で打上げ、成功させた。３機全ての打上げを成功させることにより、３号機での再開発アビオニクス機器の飛

行実証を含めシステムとして完成させた。これにより、 ４号機からの民間移管（打上げ輸送サービスへの移

行）を達成。 

（４） H-IIB３号機の他、国内初の商業衛星（KOMPSAT-3）打上げとなる H-IIA２１号機、及び２２号機を含めて

今年度の３機全てについて、OnTimeでの打上げ成功を達成した。この結果として、Ｈ－ＩＩＡ／Ｂの通算成功

率は９６％に達した。 

効果： 

・アビオニクス機器等の再開発及び飛行実証により、部品枯渇による打上げ計画への影響を与えることなく、今

後の我が国の自律した宇宙開発利用計画の推進に貢献した。 
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・組織に定着したＨ－ＩＩＡロケット６号機失敗以降のたゆまぬ信頼性向上への取り組みの結果、３機全てのＯ

ｎＴｉｍｅでの打上げに成功。 

世界水準： 

◎打上げ成功率世界水準は９６．７％（アリアンＶ９７．６％、アトラスＶ９７．３％、デルタⅣ９５．２％）、

過去５年の Ontime 打上げ率は５１％に対し、H-IIA/B ロケットの打上げ成功率は９６％、OnTime 打上げ率は

９１％ 

 ２）国際競争力を強

化し、かつ惑星探

査ミッション等

の打上げに、より

柔軟に対応する

ことを目的とし

た、基幹ロケット

高度化について

詳細設計及び試

作試験を実施す

る。 

実績：基幹ロケットの自律性を確保していくため、国際競争力を強化し、かつ惑星探査ミッション等の打上げに、

より柔軟に対応することを目的とした基幹ロケットの改良プロジェクト（高度化プロジェクト）の試作試験を

実施し、詳細設計を実施した．（補足説明資料 ①静止衛星打上能力向上、②衛星搭載環境の緩和、③地上追尾

レーダの不要化に向けた新型航法センサ開発）  

静止衛星打上能力の向上 サブシステムの試作試験（以下）を実施すると共に、試験結果を反映したシステム詳細設計を実施した。 

・エンジン認定試験：２段エンジンの低推力スロットリング試験（角田宇宙センター）を実施中． 

・２段熱真空試験：２段機器搭載部の実機大モデルを用いた熱真空試験（つくば）を実施し、熱数学モデル

の妥当性を確認． 

・LOX ﾀｰﾎﾞﾎﾝﾟﾌﾟ予冷試験：本試験にて２段エンジン用ターボポンプの予冷効率を最大限高めるための予冷

条件を確立． 

衛星搭載環境の緩和 低衝撃機構の認定試験（以下）を実施すると共に、試験結果を反映したシステム詳細設計を実施した。 

・低衝撃機構 認定試験：実機大モデルを用いた衝撃試験の実施．要求を満足できる目途を得た． 

地上追尾レーダ不要化 

（新型航法センサ開発） 

原型モデルを用いた試験を実施すると共に基本設計を実施し、基本性能評価に関する設計を完了した． 

効果：本改良への取組みにより商業衛星に対する活発な受注活動が展開できている。また開発を通じて、ＪＡＸ

Ａ及び関連メーカの技術伝承に貢献。 
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 ３）今後 20 年を想

定した衛星需要

及び有人化など

に柔軟に対応す

ることを目的と

した、次期基幹ロ

ケットの構想を

検討する。さら

に、液体ロケット

エンジン等の要

素技術やサブシ

ステム等の研究

開発、及び将来輸

送系に向けた再

使用輸送システ

ムに必須となる

宇宙輸送システ

ムの共通基盤技

術、要素技術等の

研究開発を行う。 

実績： 

①次期基幹ロケット：将来の衛星需要の調査・分析を行い、利用の拡大と自律性確保を実現する次期基幹ロケ

ット構想を立案した。また社内外での議論を積極的に実施し、次期基幹ロケット開発の必要性が文部科学省

推進方策に明記された。 

②液体ロケットエンジン：次期大型ロケットエンジン（LE-X）の研究開発の一環として、燃焼器単体試験につ

いて供試体製造を進め、信頼度検証も含めた実機大試験計画を策定した。液体水素ターボポンプ試験につい

ては供試体設計確認を実施して設計を確定し、製造に移行した。 

③再使用輸送システム：地上と低軌道を往復する再使用型輸送系の実現に向けた技術開発の目標として、有人

輸送をミッションとした二段式システムをリファレンスとして設定した。複数の大学と協働・競争的な共同

研究によるサブシステムの検討を開始した。要素技術研究は、世界で初めて実運用環境（高速回転、極低温）

での軸受剛性計測を可能とする装置の整備をはじめ計画通りに実施し、推進系、構造系等のサブシステム検

討に資する成果を得た。 
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 ４）打上げ関連施

設・設備について

は、効率的な維

持・老朽化更新及

び運用性改善を

行う。 

実績：①設備の老朽化による不適合の発生リスクや更新整備の必要性が高まる中、昨年度に引き続き、設備の維

持については使用頻度の低い設備の休廃止を含め真に必要な保全作業を精査して計画するとともに、契

約に当たっては競争方式を積極的に導入し、維持費を削減した。 

②維持費の削減を行う一方、地上設備装置の保全状況は良好。 今年度の H-IIA/B の３回の打上げにおい

て、地上設備装置の不具合による打上げ延期はなく、毎年更なる維持費の削減に努めつつ、打上げの連

続成功に寄与。 

効果：設備保全費を含めた年間維持費を前年度から更に約４千万円

削減したことにより、平成１９年度実績比では約１５．５％

（約７．１億）削減し、中期計画の目標（平成１９年度比５％

減）を大幅に上回る（３倍以上）削減を達成した。 

世界水準： 

◎世界の主要ロケットにおいて、過去５年間に設備要因による延

期実績がないのは H-IIA/Bのみ。（表２） 

(数字は、「地上設備装置の不具合で打上げ日を延期した回数／

打上げ回数」) 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
18,905(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 230 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

基幹ロケットの主力である H-IIA/Bロケットは成功率 96％と中期目標 90％を大幅に向上する優れた成果を上げた。また、打上げに際して On-Time

率の高さなど、中期目標に比較して優れた成果を上げている。 

 

1. 基幹ロケット（H-IIA/B）のアビオニクス系の改善事項を 100 件以上抽出し、懸念事項の払拭に努めた。これらの成果を踏まえ、打ち上げ成功率

96％、On Time打ち上げ率 91％を達成し、世界水準に比肩するレベルに達した。 

2. 基幹ロケットの高度化、次期基幹ロケットシステムの構想検討などを推進し、商業衛星に対する受注活動、などに反映することが出来た。 

3. 打ち上げ関連施設・設備について、設備更新、運用性改善などに努め、年間維持費を平成 19年度比で約 15.5％（約 7.1億円）削減し、中期目標

である平成 19年度比 5％を大幅に上回るコスト削減を達成した。 

 

以上より、計画通りの成果が得られたと判断し、Aと判定する。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．５．(2) ＬＮＧ推進系 

■中期計画の記載事項 

「GX ロケット及び LNG 推進系に係る対応について（平成 21 年 12 月 16 日 内閣官房長官、宇宙開発担当大臣、文部科学大臣、経済産業大

臣）」に基づき、これまでの研究開発の成果を活用しつつ、液化天然ガス（LNG）推進系に係る技術の完成に向け、高性能化・高信頼性化など

の基礎的・基盤的な研究開発を推進する。 
担当本部、担当部 宇宙輸送ミッション本部 担当責任者 宇宙輸送ミッション本部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

液化天然ガス（LNG）推進系について、これまでに得られた技術開発成果の適用先に関する検討を行うとともに、設計・解析技術の向上等の基礎

的な研究を実施する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 液化天然ガス（LNG）

推進系について、

これまでに得ら

れた技術開発成

果の適用先に関

する検討を行う

実績： 

昨年度までに得られた技術開発成果を基に、以下のような適用先に関する検討および基礎的な研究を着実に実

施した。なお、昨年７月の宇宙開発委員会に、平成２２年度以降の研究開発成果とともに今後の研究開発の方向

性についても報告した。 

・LNG 推進系と固体ロケットとの組み合わせ形態や軌道間輸送機への適用に関しての技術的実現性等の検討を

行い、推進系システムへの要求仕様案、重点検討事項等を 明らかにした。 
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とともに、設計・

解析技術の向上

等の基礎的な研

究を実施する。 

・設計技術の向上を目的として、これまで未実施であった高圧燃焼と高燃焼性能の両立を狙った小型高圧エン

ジンを設計した。昨年１２月に IA 相生にて大気圧燃焼試験を実施し、エンジン性能、アブレータ燃焼室耐

熱性等に関するデータを取得。安定して高い燃焼性能を有するエンジン噴射器が設計できることを実証する

と共に、更なる技術力向上に向け取り組むべき技術テーマを識別。 

・サブスケールエンジン燃焼試験やフィルム冷却に関する数値解析を実施し、燃焼特性や伝熱特性等に関する

現象・メカニズムの解明及び解析技術・予測精度の向上並びにこれらに必要な基礎データの拡充を進めた。  

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
430(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 10 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

「GXロケット及び LNG推進系に係る対応について（H21.12.16）」を踏まえ、LNG推進系に係わる技術の完成に向け、高性能化、高信頼化などの、

基礎的・基盤的研究を着実に進めた。 

 

1. H24.12 に小型高圧エンジンの大気圧燃焼試験を実施し、高い燃焼性能をもつエンジン噴射器を実証するとともに、更なる性能向上を目指した技

術テーマの識別を実施した。 

2. LNG推進系と個体ロケットとの組合せ形態や、軌道間輸送機への適用に向けた技術的実現性の検討を行い、推進系システムへの要求仕様、重点検

討事項等を明らかにした。 

 

以上より、計画通りの成果を挙げたと判断し、Aと判定する。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．５．(3) 固体ロケットシステム技術の維持・発展 

■中期計画の記載事項 

我が国が独自に培ってきた固体ロケットシステム技術及び基幹ロケットの開発・運用を通じて得た知見を継承・発展させるとともに、新たな

技術の適用や基幹ロケットとの技術基盤の共通化等により、小型衛星の打上げに柔軟かつ効率的に対応できる、低コストかつ革新的な運用性を

有する次期固体ロケットの研究開発を行う。 
 

担当本部、担当部 宇宙輸送ミッション本部 担当責任者 宇宙輸送ミッション本部長 
■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

固体ロケットシステム技術の維持・発展方策として、低コストかつ革新的な運用を可能とするイプシロンロケットの維持設計を実施するとともに、

試作試験を継続する。また、試験機の製作及び打上げ関連設備の整備を進め、射場作業の準備を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 固体ロケットシス

テ ム技 術の維

実績： 

以下の基本要求を満足するイプシロンロケットの詳細設計を完了し、維持設計へと移行した。 
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持・発展方策とし

て、低コストかつ

革新的な運用を

可能とするイプ

シロンロケット

の維持設計を実

施するとともに、

試作試験を継続

する。また、試験

機の製作及び打

上げ関連設備の

整備を進め、射場

作業の準備を行

う。 

 

（基本要求）・軌道投入能力： ＬＥＯ：１．２トン、ＳＳＯ遷移 ：０．６トン 

・射場作業期間（１段組立から打上げ翌日まで）  ： ７日 

・衛星最終アクセスから打上げまで        ： ３時間 

 

また、以下の試作試験を実施し設計に反映するとともに、試験機の製作および打上関連設備の整備が着実に進

行しており、平成２５年度打上げに向けて計画通り開発が進捗している。 

 
当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
5,610(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 10 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

中期計画にある我が国独自の固体ロケットシステムの継承・発展、基幹ロケットシステムとの技術基盤の共通化を図った次期固体ロケットの研究

開発を着実に進めた。 

 

1. 固体ロケットシステム技術の維持・発展、ならびに射場作業時間の大幅な短縮、衛星アクセスから打上げまでの時間短縮などを達成するイプシロ

ンロケットの詳細設計を完了し、維持設計へと移行した。 

2. 基本要求は、軌道投入能力（LEO、1.2t、SSO 遷移軌道、0.6t）、射場作業期間 7 日、衛星最終アクセスから打ち上げまで 3 時間、等であり、平

成 24年度はノズル伸展試験、アビオニクス試作試験などを実施した。 

3. 平成 25年度の初号機打ち上げに向け、着実に計画を推進した。 

 

以上より、計画通りの成果が得られたと判断し、Aと判定する。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．７．(1) 基盤的・先端的技術の強化及びマネジメント 

■中期計画の記載事項 

我が国の宇宙航空活動の自律性の確保、技術基盤の強化による開発の確実化・効率化、開発利用の継続的な発展及び我が国の宇宙産業基盤の

強化を目的として、宇宙開発利用、航空、並びにこれらの事業横断分野の先行･先端的技術及び基盤的技術の研究を推進する。この際、機構が担

うべき役割を明確にした上で、現在及び将来の機構内外のニーズや市場の動向を見据え、機構を横断した競争的な環境の下で行う。 
また、衛星の性能向上や信頼性向上、重要な機器・部品の確保、スペースデブリへの対応等を継続的に行う。 
さらに、機構の果たすべき将来の新たな役割の創造に発展し得る技術や知見の創出を目的として、宇宙航空科学技術の研究動向を見据えた萌

芽的な研究を行う。 
この他、機構内外の技術情報の収集・整理、成果の適切な権利化・規格化・データベース化等を行う体制を構築し、機構内における効果的・

効率的な技術マネジメントを行う。 
 

担当本部、担当部 
研究開発本部 システムエンジニアリング推進室 

宇宙利用ミッション本部 研究推進委員会 
担当責任者 

研究開発本部長 システムエンジニアリング推進室長 
宇宙利用ミッション本部長 統括チーフエンジニア 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

(a) 先端的技術に係わる研究 

関係機関や産業界と連携しつつ、将来ミッションの達成に向け、機構内外のニーズや市場の動向等を見据えた研究開発の戦略（総合技術ロード

マップ）を充実させる。 

また、これを踏まえ、宇宙航空分野における先行・先端的技術及び基盤的技術の研究を実施する。 

宇宙太陽光発電に関し、マイクロ波送電方向制御技術、レーザー伝送技術、大型構造物組立技術などの研究を行う。 

(b) 軌道上技術実証の推進 

衛星の性能向上、信頼性向上を目的とした宇宙機器・部品等の軌道上技術実証を、SDS-4の運用等により推進する。 

(c) 重要な機器・部品の確保 

我が国の宇宙活動の自律性を確保するため、宇宙機用機器・部品に関して以下の活動を実施する。 

・ 宇宙機の性能向上・信頼性向上に大きく影響する機器の研究開発 
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・ 戦略部品の国産化 

・ 欧州との相互補完体制の維持・確保 

・ 輸入機器・部品の入手性・品質問題への対応 

・ 宇宙用認定部品の供給体制の維持 

(d) スペースデブリへの対策 

デブリの分布状況把握、デブリ衝突被害の防止、デブリ除去措置等に関する研究を行う。また、デブリの観測、大型デブリの落下時期予測を行

うとともに、JAXA宇宙機の軌道上安全のために衝突回避解析を適時に実施し、海外機関等と必要な情報共有を図る。さらに、落下溶融解析ツール

の改善、デブリ問題対策に向けた標準書の整備・維持を進め、国連等における国際的なデブリ関連活動への貢献を支援する。 

(e) 萌芽的研究 

機構の果たすべき将来の新たな役割の創造に発展しうる世界最先端の宇宙航空科学技術の萌芽を目的とした研究を実施する。 

(f) 技術マネジメント 

効果的・効率的な研究の推進と、客観的かつ可視性の高い研究マネジメント（研究ガバナンスの向上）を目的として、研究推進委員会の場を活

用して以下の取組みを行う。 

・ 研究出口の明確化と研究出口のカテゴリ分けに対応した評価指標の整備 

・ ミッション創出に向けた研究活動を活性化させる技術実証の促進 

・ 新規研究の創出に向けた組織横断的な連携活動の仕組みの整備 

専門技術グループ間の連携の促進と、専門技術グループとプロジェクト間の協力関係を高めることにより、機構における効果的・効率的な技術

マネジメントを実施する。また、基盤技術開発の一環として、衛星部品のデータベース化の促進や、ISO提案等の規格作りに貢献する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

(a) 先端的

技術に係

わる研究 

1) 関係機関や産

業界と連携しつ

つ、将来ミッショ

ンの達成に向け、

機構内外のニー

ズや市場の動向

等を見据えた研

究開発の戦略（総

合技術ロードマ

【実績】産業界・大学から意見をいただいて（17社・3大学から 152件）、機構内外のニーズや市場動向等を調査

し、将来ミッションの達成に向けた研究開発の戦略（JAXA総合技術ロードマップ）に反映させた。また分野毎

の技術戦略と優先度付け方針を定め、それに基づく優先度を技術ロードマップ上に表した。 
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ップ）を充実させ

る。  

 2) また、これを踏

まえ、宇宙航空分

野 にお ける先

行・先端的技術及

び基盤的技術の

研究を実施する。  

【全体概要】 総合技術ロードマップを踏まえた研究を、「①重点研究」「②先行研究」「③先端研究」と整理して

実施した。これらの研究の一部として、基盤的技術の研究も実施した。各研究区分の、機構のミッション目標

との関係を模式した図を以下に示す。また活動実績を次頁以降に示す。 

• 総合技術ロードマップを踏まえた研究 

① 重点研究 

期間を定め、機構として研究リソース

の重点的投入を図りつつ取組むべき

研究 

その必要については、経営層が必要性

を直接判断する 

② 先行研究 

中長期的な方向性が示されたミッシ

ョンに対応した技術の研究 

③ 先端研究 

想定される将来ミッションの実現に

向けた技術の研究 

• 萌芽研究 

長期的な成果創出を目標に各本部等に

より奨励する研究 

  ①重点研究 

【総括】 重点研究として、本年度は下記カテゴリについて全 JAXAで 14件を実施し(うち平成 24年度での終了

テーマは 5件)、いずれも所期の成果が得られている。 
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②先行研究 

【総括】 先行研究として、全 JAXAで 106件を実施し（宇宙科学に関する学術研究は除く）、所期の成果が

得られている。特に研究開発本部においては 86 件の研究を実施し、JAXA 外部の有識者も含めた評価会により

24年度の成果評価を行った。各評価の結果は次の表のとおり。 

 
  【顕著な研究成果】 JAXAの先行研究において顕著な成果をあげ、S評価になったものは以下のとおり。 
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  ③先端研究 

【総括】 「想定される将来ミッションの実現に向けた技術の研究」として全 JAXAで 105件を実施し（宇宙科学

に関する学術研究は除く）、所期の成果が得られている。研究開発本部は 73件の研究を実施し、JAXA外部の有識

者も含めた評価会も含め 24年度成果評価を行った。各評価結果は下記の表の通り。 

 

Ⅰ．７．(1)－５ 

 
75



  
  【顕著な研究成果】 JAXAの先行研究において顕著な成果をあげ S評価になったものは以下のとおり． 

 

 3) 宇宙太陽光発

電に関し、マイク

ロ波送電方向制

御技術、レーザー

伝送技術、大型構

造物組立技術な

どの研究を行う。  

【実績】マイクロ波について、パイロット信号受信アンテナを取り付ける グラ

ンド板の端からの回折波の影響を直線 偏波化により軽減できることを放射パ

ターンの測定から確認。本知見をマイクロ波電力伝送地上実験におけるアンテ

ナ設計に反映予定。レーザーの 500m伝送試験では、日射環境下では大気擾乱の

影響のため伝送用レーザービームの方向制御精度は 数十μrad.程度。一方、

日射がなく大気擾乱が小さい場合、方向制御精度 1〜数 μrad (目標値:1μ

rad)を達成。本結果を 2013年度設計・製作着手する高出力伝送装置へ反映予定。

大型構造物では、展開トラス構造物が自動で展開・結合する技術（特許申請中）を地上実験により実証（世界

最先端）。  

【世界水準】 展開トラスが自動で展開・結合する技術は国内特許申請中であり、他に実用例は無い。 

【研究の出口】ユーザ（電力会社）など。宇宙基本計画において、将来の宇宙開発利用の可能性を追求する 3つ

のプログラムの中の 1つとして位置付けられている。 

(b) 軌道上

技術実証

の推進  

衛星の性能向上、信

頼性向上を目的

と した 宇宙機

器・部品等の軌道

上技術実証を、

SDS-4の運用等に

より推進する。 

【実績】 

○SDSプログラムの実績は下記の成果を得た。 

SDS-4について衛星の射場作業、打上げ（2012年 5月 18日）・初期運用、定常運用を完了させ、エクストラ

サクセスを達成。熱制御材実証実験(IST)については地上模擬試験及び他の宇宙曝露実験との比較より、JAXA

提案サンプルの軌道上における太陽光吸収率（αS）変化の要因を解明できることを達成。平板型ヒートパイ

プ(FHP)軌道上性能評価については、熱輸送を確認し、さらに理論モデルの構築が可能となった。日本機械学

会 宇宙工学部門賞を受賞。 

○SDS以外では、軌道上実証について、下記の成果を得た。 
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１）REX-Jについて、フルサクセスレベル（テザー制御によるロボットの空間移動技術）の実証に成功した。

さらにエクストラサクセスレベル（伸展アーム先端に搭載しているカメラにより ISS周辺モジュールや地

球方向の撮影）の実証を完了。 

２）SOI-FPGAの軌道上実証（ALOS-2搭載）を計画（SOFIE※）し、2013年 1月 31日に開発完了。 ※SOFIE:SOI 

FPGA Inorbit  Experiment 

３）高効率薄膜３接合太陽電池セルの軌道上技術実証のため、次世代小型衛星電源系要素技術実証システム

（NESSIE）の開発を完了。 

【効果】 機器・部品の軌道上実証を推進。若手技術者が熱制御材や平板型ヒートパイプの 軌道上実証を担当、

また H20～24年で 4名が衛星プロジェクトに即戦力として転出 した。 

【世界水準】 ISTについては、世界初実用化を目指して開発を進めている BSF-30フィルムの軌道上実証に成功

した。BSF-30フィルムは、原子状酸素耐性が低いポリイミドフィルムと同等以上の熱光学特性（太陽光吸収率

及び赤外放射率）を有しながら、自己修復する原子状酸素耐性膜を持つ新素材である。FHP については、宇宙

機への適用例はまだなく、世界初の FHP軌道上実証である。 

【研究の出口】小型実証衛星のペイロード比向上・信頼性向上による開発企業の小型衛星市場への参画促進 

(c) 重要な

機器・部品

の確保 

我が国の宇宙活動

の自律性を確保

するため、宇宙機

用機器・部品に関

して以下の活動

を実施する。 

・宇宙機の性能向

上・信頼性向上に

大きく影響する

機 器の 研究開

発、 ・戦略部品

の国産化、 ・欧

州との相互補完

体制の維持・確保 

・輸入機器・部品の

【実績】 

①戦略コンポーネントの開発推進： ユーザ、プログラム部門と合意した計画に基づき開発を進め、マルチモ

ード統合トランスポンダ、慣性基準装置、長寿命高信頼性 1N スラスタ、１５０Ah 宇宙用リチウムイオンに

ついて、開発が完了、また、新たに後継型４N スラスタの開発に着手。次世代型スタートラッカ、次世代衛

星搭載用 GPS-R は不具合の原因究明・対策を実施中であり、当初設定の今年度中の開発完了予定が達成出来

ない見込み。ユーザプロジェクトとは成果引き渡し時期に影響を与えないように開発を進めている。 

②部品施策の推進： 

宇宙用部品総合対策として、戦略部品の国産化、セカンドソースの確保等の施策を推進し、JAXAの自在な宇

宙活動を可能にする成果、また今後国際競争力ある活動を進める上での基礎となる成果が得られつつある。

また FPGA開発においては欧州との連携により、製造・評価を実施。 

○アナログ SOI-ASIC（Silicon on Insulatorプロセスによる集積回路）はアナログ素子評価用チップを搭

載したウェハ製造を完了。 

○仏 CNES/ATMEL社との共同開発を行っている FPGA（プログラミング可能なゲート アレイ）は、FY23に試

作したチップの評価を実施し、所定の機能が実現可能であることを示した。チップサーミスタ、ヒューズ

が新たに ESAの欧州推奨部品リストに登録された。 
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入手性・品質問題

への対応、 ・宇

宙用認定部品の

供給体制の維持 

○SOI-FPGAに関して、設計通りの放射線耐性、プログラム書き換え機能の総合実証を目的とした軌道上実証

評価装置(SOFIE)については、予定通りフライトモデ ルの製作を完了し、ALOS-2システムに引き渡した。 

【研究の出口】衛星システム。 

 
(d) スペー

スデブリ

への対策 

デブリの分布状況

把握、デブリ衝突

被害の防止、デブ

リ除去措置等に

関する研究を行

う。また、デブリ

の観測、大型デブ

リの落下時期予

測を行うととも

に、JAXA 宇宙機

の軌道上安全の

ために衝突回避

解析を適時に実

施し、海外機関等

と必要な情報共

有を図る。さら

に、落下溶融解析

ツールの改善、デ

【実績】  

①デブリの分布状況把握、デブリ衝突被害の防止、デブリ除去措置等に関する研究 

○静止軌道の小物体（18.5等級、25cm級）の検出・軌道同定を行う解析手法を確立。 

低軌道については、安価な光学観測手段を用いて、米国軌道情報の校正技術を確認し、誤差を 25%程度に向

上、２地点での観測で物体が 90％以上の確率で観測可能。 

1mm以下の微小デブリの軌道上検知器は BBMを製造・動作確認、HTV搭載に向け、FY25に FM製作。 

○衝突被害の防止について、衛星構体パネルに衝突した場合の損傷限界式を示した。また防護材としての発泡

アルミ等の効果を確認。アルミ材に比べ重量を 40%削減可能。 

○デブリ除去に向けた導電性テザー技術について、テザー伸展や電子源など各

要素技術の検討・試作を進めた。 

②デブリ観測、落下時期予測、衝突回避解析など 

○日本起源の総数 108個（昨年度は 103個）の衛星等のうち 106個の物体の軌

道を同定。軌道同定・追跡管理技術の確立に向け、月平均 36物体の軌道を

常時把握。 

○JAXA運用静止衛星に接近するデブリ (DRTS 34個、WINDS 16個、ETS-VIII 

6個）の衝突可能性評価、大型デブリの再突入時期を予測し、関係部署に情

報提供。 

③再突入溶融解析ツールの改善 
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ブリ問題対策に

向けた標準書の

整備・維持を進

め、国連等におけ

る国際的なデブ

リ関連活動への

貢献を支援する。 

○グラフ作成機能、傷害予測数自動計算機能、入力データ作成支援ツールを強化。利便性を高めた。 

④デブリ問題に向けた標準書の整備、国連等におけるデブリ関連活動への貢献 

○ISOのデブリ関連規格を調整。また、「宇宙機用デブリ対策設計・運用マニュアル」の作成を提案。 

○国連宇宙空間利用委員会（COPUOS）の「宇宙活動の長期持続性の検討」において、ベストプラクティス（案）

作成に参加。国連長期持続性確保の検討 WG 報告書のドラフトを提出し、活動に貢献。10 名が委員として参

加。 

【世界水準】 

○静止軌道物体の検出力（25cm級）は世界最高水準。 

○軌道環境推移モデルの解析結果は、世界と同等の精度。 

○デブリ除去の要素技術である導電性テザー技術は、2015年にＨＴＶによる軌道上実証を計画。 

(e) 萌芽的

研究 

機構の果たすべき

将来の新たな役

割の創造に発展

しうる世界最先

端の宇宙航空科

学技術の萌芽を

目的とした研究

を実施する。 

【総括】 

世界最先端の宇宙航空科学技術の研究開発の

端緒を開くための 36 件の萌芽的研究を競争的に

選抜し実施した。 

【概要】 

研究開発本部では15件の萌芽研究を実施した。

昨年度終了した 10件のうち、7件は一般研究とし

て、1 件は科学技術振興機構のプロジェクトで研

究成果を活用して、発展させている。 

 

【顕著な成果】  

○次世代リチウム系電池の高安全化に関する研究 (評価: S) 

【実績】 

高安定な LiFePO4(リン酸鉄リチウム)正極とイオン液体の組合せで一般的

な電解液と同等な特性が得られ、選定した材料でラミネートセルを作成した。

実用レベルセルの設計パラメータ取得/製作した。有人プログラムにて宇宙実

証計画のテーマの一つとして今後、実用化技術開発を継続する予定である。 

○過冷却水に起因する航空分野での着氷現象の解明 ～流体中の過冷却水とその衝突面の温度分布計測～ (評

価: S)  
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【実績】 

2 色発光色素を用いた光画像計測により微小水滴の温度分布計測するシステムを構築した。本システムを用

いて、過冷却水滴の凍結現象を定量的に温度分布情報として取得することに成功（世界初）した。平成 25年度

から一般研究(先端研究)で実施予定。 

(f) 技術マ

ネジメント 

1) 効果的・効率的

な研究の推進と、

客観的かつ可視

性の高い研究マ

ネジメント（研究

ガバナンスの向

上）を目的とし

て、研究推進委員

会の場を活用し

て以下の取組み

を行う。  

・ 研究出口の明確

化と研究出口の

カテゴリ分けに

対応した評価指

標の整備  

・ ミッション創出

に向けた研究活

動を活性化させ

る技術実証の促

進  

・ 新規研究の創出

に向けた組織横

断的な連携活動

の仕組みの整備 

【実績】 

研究出口の明確化と研究出口のカテゴリ分けに対応した評価指標の整備 

研究推進委員会において「2012年度研究推進に関する基本方針」を策定、各部門が実施する研究評価に対す

るガイドラインを規定。 

ミッション創出に向けた研究活動を活性化させる技術実証の促進   

研究推進委員会において、手軽で迅速な実証の機会増とイノベーションの創出を目的とした制度を運用した。 

新規研究の創出に向けた組織横断的な連携活動の仕組みの整備   

本件は創造的な組織風土を醸成する環境整備の一部として取り組むこととし、 「促進する仕組み」「管理す

る仕組み」「時間」「情報」及び「資金」の観点から目指す環境の枠組みを研究推進委員会でまとめた。 

 

Ⅰ．７．(1)－１０ 

 
80



  
 2) 専門技術グル

ープ間の連携の

促進と、専門技術

グループとプロ

ジェクト間の協

力関係を高める

ことにより、機構

に おけ る効果

的・効率的な技術

マネジメントを

実施する。また、

基盤技術開発の

一環として、衛星

部品のデータベ

ース化の促進や、

ISO提案等の規格

作りに貢献する。 

【実績】  

①専門技術グループ, プロジェクト連携（他プロジェクトへの反映事例） 

JAXA研究開発本部においては、研究、試験、調査など他本部プロジェクトや国交省等と 303件の連携を実施し

た。ASTRO-H の主担当のほか、ALOS、有人本部 HTV-R、D-SEND プロジェクトなどに参加）効率的な開発に貢献

した。 

②データベース・設計標準（商品化事例） 

・JAXA の衛星設計標準活動で、基準書を制定、改訂した（宇宙環境分野）。耐放射線設計ハンドブック、微小

デブリ衝突耐性評価基準 

・先進複合材データベース(JAXA-ACDB)に 500点以上のデータを追加（アクセス数：年間 1000回以上）、本デー

タベースの利用企業による航空産業参入/初飛行が相次ぐ。 

・教科書２点出版（「現代航空論」東京大学出版会、１．５章，「熱膨脹・収縮の低減化とトラブル対策」S&T

出版、 第１章３節） 

③ISO提案等の規格作りへの貢献 

・太陽電池セル、パネル関連では６件の ISO規格制定プロジェクトに貢献した。（太陽電池４件、帯放電１件、

バッテリ１件） 

・宇宙環境データベース・モデルの標準化について、太陽放射線モデルとデブリモデルの適用方法を ISO 規格

化し、放射線モデルを ISOに提案 

・複合材料試験法の標準化（ISO TC61/SC13及び TC206）において、JAXA発の試験法が ISO規格として発行さ

れた（繊維強化プラスチック複合材の有孔圧縮強さ試験法、長繊維セラミックス複合材料の有孔引張強さ試

験法）。 

④DE研修の実施 全 JAXAに開かれた DE研修を 32講座実施し、JAXAの専門技術者の人材育成に貢献した。 

【効果】 専門技術グループのプロジェクト参画、設計標準への取組みは多岐に渡っており、プロジェクト遂行

の大きな推進力となった。複合材料の基礎データ提供により国内航空機設計製作において基盤的役割を果たし

た。国際的な基準作りにおいて、国際コミュニティにも大きく貢献した。 

 2) 専門技術グル

ープ間の連携の

促進と、専門技術

グループとプロ

ジェクト間の協

【専門技術グループ, プロジェクト連携例】 

X線天文衛星 ASTRO-Hプロジェクトへの参画：X線天文衛星 ASTRO-H搭載軟 X線分光器（SXS）の詳細設計 

・軟 X 線分光器（SXS：Soft X-ray Spectrometer）冷却システムの設計検討、2 段スターリング冷凍機 お

よび 4K級ジュールトムソン冷凍機の性能・信頼性向上、ループヒートパイプ調達・評価を実施。 

・ミッション部冷却システム主担当として熱設計と冷凍機開発を行い、各種設計検討会議、NASA、SRONおよび
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力関係を高める

ことにより、機構

に おけ る効果

的・効率的な技術

マネジメントを

実施する。 

メーカとの調整会議に参画し、SXS冷却系開発を推進。 

・FY24は衛星システム TTM熱真空試験，EMデュワ機能試験において、担当コ

ンポーネントの性能検証を行った。 

 

基盤的な研究のプロジェクトへの貢献：風洞情報化システム（デジタル/アナロ

グ・ハイブリッド風洞：DAHWIN）の開発 

・風洞実験と数値流体シミュレーション連携による風洞情報化システム（デ

ジタル/アナログ・ハイ ブリッド風洞）を構築した。 

・風洞壁/模型支持干渉補正、CFD不確かさ解析機能を追加し、高精度化した。 

・ハイブリット風洞システムのコア/サブシステムについて試運用を実施し、

抽出された課題、問題点についてシステム改修を実施、利便性を改善した。 

・システム総合検証試験による最終確認を経て、システムを完成

した（DAHWIN)。 

・D-SEND プロジェクトでは、機体空力設計において効率化、低

コスト化に貢献した。 

ソニックブーム計測データの自動処理と風試/CFD 比較により測

定結果のリアルタイム確認が可能となった。これにより、特定

のマッハ数での風洞壁からの圧力波の影響を察知し、試験マッ

ハ数の変更に反映。手戻り防止、および風洞試験後の補正作業

を削減した。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
7,866(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 310 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

先端的技術研究においてはマイクロ波送電方向制御技術の研究、軌道上技術実証においては小型実証衛星の定常運用、機器・部品確保においては

戦略コンポーネント・部品の開発・国産化の実施とセカンドソースの確保、スペースデブリ対策においては状況把握手法および衝突被害の防止対策

の開発と再突入溶解解析ツールの改善の実施を実施した。さらには、競争的な萌芽的研究の選抜、研究推進委員会による技術マネジメントなどを適

切に実施し、年度計画を達成した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．７．(2) 基盤的な施設・設備の整備 

■中期計画の記載事項 

衛星及びロケットの追跡・管制のための施設・設備、環境試験・航空機の飛行試験等の試験施設・設備等、宇宙航空研究開発における基盤的

な施設・設備の整備について、我が国の宇宙航空活動に支障を来さないよう、機構における必要性を明らかにした上で、現在及び将来の社会ニ

ーズを見据えて必要な規模で行う。 

担当本部、担当部 
統合追跡ネットワーク技術部 

環境試験技術センター 研究開発本部 
担当責任者 

統合追跡ネットワーク技術部長 

環境試験技術センター長 研究開発本部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

衛星の追跡管制及びミッションデータ取得に必要な設備の維持・更新・整備等を実施し、追跡局を一元的に運用する体制を維持するとともに効率

的な運用を行う。 

宇宙機等の開発に必要な環境試験設備の維持及び更新等を行なうとともに環境試験に係る技術の開発を実施する。 

航空機開発に必要な風洞、航空エンジン、材料・構造、実験用航空機等の大型試験施設・設備について、老朽化等に関する検討・整備・高度運用

を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 1) 衛星の追跡管

制及びミッショ

ンデータ取得に

必要な設備の維

持・更新・整備等

を実施し、追跡局

を一元的に運用

する体制を維持

するとともに効

率的な運用を行

う。 

実績： 

(1) 追跡管制及びミッションデータ取得に必要な設備の維持・更新・整備 

① 衛星計画に対応した改修・更新・整備 

 ALOS-2 対応： DRTS 地球局・ミッションデータ受信局を改修し、データ伝送方式・データレート高速化

に対応 

 SPRINT-Aより適用： 全追跡局（TT&C通信）を新 JAXA標準トランスポンダ対応に更新  

 BepiColombo対応： 臼田局・内之浦34mΦ局改修により、日本初の水星軌道対応を準備  

② サービス停止・老朽化対応 

 S 帯クライストロン送信管製造中止対応： 固体電力増幅装置を開発し、内之浦 20mΦ 局、34mΦ 局を換

装 

 計算機保守停止対応： 筑波の軌道計算システム、臼田局のアンテナ指向補正装置を更新 

 老朽化対応： 臼田局の光伝送装置、X 帯送信系熱交換装置を更新。鳩山ミッションデータ受信アンテナ

オーバーホールを実施 

(2) 追跡ネットワーク運用及びミッションデータ取得の一元化 

 GCOM-W1 用 KSAT 社スバルバード局、トロール局との衛星テレコマ運用・ミッ

ションデータ受信運用を既存システム運用に一元化 

 テレメトリ・測距・コマンド通信、高速（800Mbps）観測データ受信を同時に

行い、将来の Ka帯付加も可能な S/Xアンテナを勝浦に整備、単体試験まで完

了 

(3) 追跡管制の効率的・安定的な運用の提供 

 追跡管制運用の運用達成率９９．９％を維持し、安定した運用を 14機の衛星・
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探査機ユーザに提供  

 DRTS軌道上運用１０年を達成 

 GCOM-W1・SDS-4同時打上げで、複数宇宙機に同時に安定した追跡管制運用を提供 

 GCOM-W1を日本で初めて NASA・CNESが構成する A-Train（編隊飛行）軌道に投入・維持、宇宙利用ミッシ

ョン本部長表彰を受賞 

 ETS-Ⅷ（きく８号）の東西軌道制御頻度を見直し、衛星運用省力化を支援 

 JAXA衛星に接近するデブリの解析を行い、結果を衛星ユーザに提供。ロケットと国際宇宙ステーションと

の干渉解析を実施 

(4) 将来に向けた運用研究及びデブリ問題対処への貢献 

 レーザレンジング設備（SLR）観測データの解析（精度 20～30cm）により、今後の QZS-1 精密軌道推定の

精度向上を支援 

 NASAと連携して、将来探査ミッションの地上局－探査機間の通信を遅延や回線中断に対しロバストにする

遅延・途絶耐性ネットワーク技術を、DRTSと模擬衛星局（地上）間の通信等を用い実証（世界初：経路選

択技術やカプセル化サービス規格の空中線を使った実証）  

 JAXA静止衛星に接近するデブリをスクリーニングし、望遠鏡観測による軌道把握・衝突可能性評価を継続 

 デブリ問題に対して、COPUOS長期持続性 WGや SSA（宇宙状況監視）サービス内容の検討などで国を支援 

 ２）宇宙機等の開発

に必要な環境試

験設備の維持及

び更新等を行う

とともに環境試

験に係る技術の

開発を実施する。  

実績： 

（１） 環境試験設備の維持及び更新等 

＜環境試験設備の維持＞ 

  環境試験設備(14設備)により、だいち 2号(ALOS-2)、ASTRO-H、はやぶさ 2、EarthCARE等の JAXAプロ

ジェクト開発試験並びに経産省が推進する先進的宇宙システム(ASNARO)等の外部供用試験等、年間試験件

数 86 件、年間延べ試験日数 614 日の環境試験を設備不具合等による遅延を発生させることなく安全確実

に完了。 

  官民連携による受注活動により国内衛星メーカが受注したトルコ通信衛星(Turksat)に係る環境試験及

びトルコ人技術者への教育プログラムを筑波宇宙センターにおいて開始。 

＜環境試験設備の更新等＞ 

  スペースチャンバソーラシミュレータの光源である 30kw キセノンランプの長寿命化（現行保障時間：

400 時間⇒目標保障時間：600 時間）開発を完了。開発時の寿命試験において点灯時間として最高 700 時

間を達成。 
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  老朽化した 13ｍΦスペースチャンバ均一度測定装置をセル走査方式からカメラ撮影方式に改修し保守

期間を短縮。また従来、常温大気圧下での測定しかできなかったが、真空極低温下での測定を可能とした。 

 東日本震災で甚大な被害を受けた大型振動試験設備、音響試験設備について復旧を行うとともに、今後想

定される同規模の地震動に対して十分耐えられるように設備支持機構等の耐震対策改修を完了。 

効果： 

 キセノンランプ長寿命化により試験に要するランプ経費及びランプ交換費約 1900万円／年を削減。（長寿

命化に要した経費は約 3900万円） 

 均一度測定装置更新により装置の信頼性、運用性を向上。測定時間を大幅に短縮（約 1 週間→1 日）。約

800万円／年を削減。 

世界水準： 

 世界的にソーラーシミュレータに 30ｋｗキセノンランプを開発し安定的（保障寿命：400 時間)に運用し

ている機関は JAXAが唯一。NASAでは、30kwキセノンランプを使用しているが、寿命は 150時間程度。ESA

は、25kwキセノンランプで定常運用中。 

 現在 JAXAと ESAが共同開発中の水星探査計画(BepiColombo)の試験においては太陽近傍環境を模擬する必

要があり、従来の約 10倍のソーラ照度が熱環境試験で必須。ESAの現有設備では必要とする照度を出せな

いため、JAXAが昨年開発したランプ電源と今回開発した 30kwキセノンランプの導入を提案し ESA側で導

入を検討中。 

  (２) 環境試験技術の開発  

 宇宙機開発における共通的な試験要求事項を規定した最上位の設計標準文書である「宇宙機一般試験標

準」改訂のため、JAXA及び宇宙機製造企業等の専門家で構成される委員会を組織し、14回の審議を実施。

最新技術成果 12 件、環境試験項目の選択基準の明確化７件、他標準文書との整合化 5 件を部分改訂版と

して発行。発行内容を欧州及び米国の宇宙試験技術学会で 2件発表。 

 「宇宙機一般試験標準」の改訂等に有用なデータとするための、H-ⅡA/B ロケット打上げ時の宇宙機周囲

音響計測データ（６機分）解析 及び JAXA宇宙機の地上環境試験における不具合データベース(１５年分）

の統計処理を完了。 

 次世代赤外線天文衛星（SPICA）の概念設計に JAXAで開発した宇宙機音響振動応答予測手法を活用。これ

により ESA 開発の搭載機器のランダム振動環境条件を既定値より約 25%緩和した値で提供し適正設計に貢

献。成果を欧州の宇宙試験技術学会で 2件、国内学会で 2件発表。国内査読付き論文として 1件掲載決定。 

効果： 
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  「宇宙機一般試験標準」が、これまで蓄積してきた独自の新規試験技術の反映により最新化され、宇宙

機開発の効率化、高信頼性化に寄与。さらに海外学会等での発表により我が国の環境試験技術に関する世

界的な認知度の向上に貢献。 

 ３）航空機開発に必

要な風洞、航空エ

ンジン、材料・構

造、実験用航空機

等の大型試験施

設・設備につい

て、老朽化等に関

する検討・整備・

高度運用を行う。  

実績： 

① 航空機の研究開発に不可欠な風洞設備について以下の整備を図った。 

・6.5ｍ×5.5ｍ低速風洞：送風機制御盤、インバータ盤の改修を進めた。 

② 高効率機体技術の研究開発に必要な 1000トン級の複合材実大部分構造試験設備の整備に着手。 

効果：  

 航空機開発には不可欠な大型試験施設・設備について、老朽化・高度化等に関する検討・整備・高度運用

を行うことで、空力特性などの開発に必要なデータを取得できる。 

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
9,393(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 60 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価） Ａ  

衛星計画に対応した地上設備の維持・改修・更新、追跡管制のシステム一元化による効率的な運用、「宇宙機一般試験基準」の改訂など環境試験に

係る技術開発、航空機の技術開発に不可欠な風洞設備の整備などの老朽化等に関する検討・整備・高度運用などを行い、年度計画を達成した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．８ 大学院教育等 

■中期計画の記載事項 

宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、能力向上を図るため、大学院教育への協力等を通じて外部の人材を育成するとともに、外部との人材交

流を促進する。 
・総合研究大学院大学、東京大学大学院、東京工業大学等との協力について、既に協定を締結し、その推進を図っているところであるが、今

後とも広く全国の大学との協力体制の構築を進め、大学共同利用システム等に基づく特別共同利用研究員制度、連携大学院制度等を活用し

て、各大学の要請に応じた宇宙航空分野における大学院教育への協力を行い、将来の研究者・技術者を育成する。 
・客員研究員、任期付職員（民間企業からの出向を含む）の任用、研修生の受け入れ等の枠組みを活用し、国内外で活躍する研究者を招聘す

る等して、大学共同利用システムとして行うものを除き、年 500 人以上の規模で人材交流を行い、内外の大学、関係機関、産業界等との交

流を促進する。 

担当本部、担当部 大学等連携推進室 人事部 担当責任者 大学等連携推進室長 人事部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

宇宙航空分野の人材の裾野を拡大し、能力向上を図るため、以下の協力活動等を通じて外部の人材を育成するとともに、外部との人材交流を促進

する。 

・ 総合研究大学院大学との緊密な連携・協力による大学院教育として宇宙科学専攻を置き、博士課程教育（５年一貫制）を行う。 

・ 東京大学大学院理学系・工学系研究科との協力による大学院教育を行う。 

・ 特別共同利用研究員、連携大学院、その他大学の要請に応じた宇宙・航空分野における大学院教育への協力を行う。 

・ 客員研究員、任期付職員（民間企業からの出向を含む）の任用、研修生の受け入れなどの枠組みを活用し、内外の大学、関係機関、産業界等と

の交流を促進するため、大学共同利用システムとして行うものを除き、中期計画に従い、引き続き年 500人以上の規模で人材交流を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １） 宇宙航空分野の人材の裾

野を拡大し、能力向上を図

るため、以下の協力活動等

を通じて外部の人材を育成

実績：２４年度においては、総数２５８人の学生を受け入れ、大学院教育への協力を行った。内訳を

以下の図に示す。 
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するとともに、外部との人

材交流を促進する。 

・総合研究大学院大学との緊

密な連携・協力による大学

院教育として宇宙科学専攻

を置き、博士課程教育（5

年一貫制）を行う。 

・東京大学大学院理学系・工

学系研究科との協力による

大学院教育を行う。 

・特別共同利用研究員、連携

大学院、その他大学の要請

に応じた宇宙・航空分野に

おける大学院教育への協力

を行う。  

 

・上記受入れ学生による学会での論文発表数は３７４件、査読付き論文数は５５件、特許出願は１
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件であった。 

・「日本学術振興会育志賞」「Best Paper Award (13th  International carpathian Control 

Conference)」 「 Best Student Paper Award (9th International Conference on Mathematical 

Problems in Engineering, Aerospace and Science)」などをはじめとする受賞があった。 

・全国 24の大学との間で連携大学院による大学院教育への協力を行い、宇宙航空分野の人材の裾野

拡大に貢献した。 

・また、国内外の多くの大学院生を宇宙科学研究のオペレーションや航空科学技術研究などに携わ

らせるなど、現場での実践的な教育を行うことにより、課題解決能力をはじめ、今日の大学院教

育に寄せられる社会的要請に応える能力向上に寄与し、外部の人材育成に貢献した。 

 

以上により、当機構での大学院教育支援の内容は、高度かつ効果的なものとなっていると考えられる。 

 ２）客員研究員、任期付職員

（民間企業からの出向を含

む）の任用、研修生の受け

入れなどの枠組みを活用

し、内外の大学、関係機関、

産業界等との交流を促進す

るため、大学共同利用シス

テムとして行うものを除

き、中期計画に従い、引き

続き年 500 人以上の規模で

人材交流を行う。 

実績：大学、関係機関、産業界等との人材交流を促進し、JAXAから外部機関への派遣（36名）を行っ

たほか、外部人材を受入れ（804名）を行うなど多様な人材の活用に努めた。外部から受け入れた人

材の専門的知見の活用により、プロジェクト成功や若手研究者育成等に大きく貢献した。（平成 25

年 3月 31日現在）  

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 10 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

大学共同利用システムの枠組みによる学生 195 名、連携大学院生 63 名の学生を受け入れ、それらの学生が多くの論文発表をし、特許申請や受賞

につながるなど充実した成果を上げている。また、客員研究員、任期付き職員などを大学共同利用システムの枠組み以外からも 800名以上受け入れ

るなど、当初の目標人数である年 500人を超える人材の交流を行ったことは評価できる。以上より、24年度の目標は達成されたと判断し、Aと判定

する。 ｈ 
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．８．(2) 青少年への宇宙航空教育 

■中期計画の記載事項 

青少年が宇宙航空に興味・関心を抱く機会を提供するとともに、広く青少年の人材育成・人格形成に貢献するため、以下をはじめとする教育

活動を実施するとともに、それぞれの手段を効果的に組み合わせ、年代に応じた体系的なカリキュラムを構築する。 
 

・全国 9 ブロック（北海道、東北、関東、北陸・信越、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）に連携モデル校を中期目標期間中に小・中・

高校のいずれか 1 校以上設置する。 
・連携モデル校から教材・教育方法等を展開することにより、宇宙航空を授業に取り入れる連携校を中期目標期間中に 50 校以上とする。 
・毎年度 500 人以上に対して教員研修・教員養成を実施する。 
・実践教育の連携地域拠点を中期目標期間中に各ブロックに 1 か所以上設置する。 
・全国で実践教育を実施する宇宙教育指導者を中期目標期間中に 1000 名以上育成する。 
・コズミックカレッジを毎年度 40 回以上（全国 9 ブロックで 2 回以上）開催する。 

 

担当本部、担当部 宇宙教育推進室 担当責任者 宇宙教育推進室長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

青少年が宇宙航空に興味・関心を抱く機会を提供するとともに、広く青少年の人材育成・人格形成に貢献するため、以下をはじめとする教育活動

を実施するとともに、それぞれの手段を効果的に組み合わせ、年代に応じた体系的なカリキュラムを構築する。 

・ 全国 9 ブロック（北海道、東北、関東、北陸・信越、東海、近畿、中国、四国、九州・沖縄）に各１か所以上の連携拠点を設置する目標は達

成したが、引き続き 3か所以上の拠点設置を進める。 

・ 連携拠点から教材・教育方法等を展開することにより宇宙航空を授業に取り入れる波及連携校を、中期計画に従い 50校以上とする。 

・ 宇宙航空を素材にした授業が学校現場で実施されるための支援として、中期計画に従い、引き続き教員研修・教員養成を 500 人以上に対し実

施する。 

・ 地域に根付いた自立的な実践教育の普及を目指し、全国で実践教育を実施する宇宙教育指導者（宇宙教育ボランティア）を、既に中期計画に

おける目標を達成しているが、さらに 300名以上育成する。 

・ より多くの子供たちが参加・体験できる機会の増大を目的に、コズミックカレッジを全国 9ブロックで 4回以上、計 150回以上開催する。 
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また、青少年宇宙教育活動の拡大を図るため、以下の活動を行う。 

・ 各種教材の開発・製作を行う。 

・ 宇宙科学の最先端を担う科学者による講演（宇宙学校）を行う。 

・ 海外宇宙機関との連携による宇宙教育活動を進め、教育活動における国際協力事業を推進する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

青少年が

宇宙航空に

興味・関心を

抱く位階を

提供すると

ともに、広く

青少年の人

材育成・人格

形成に貢献

するため、以

下をはじめ

とする教育

活動を実施 

１） 全国 9ブロッ

ク（北海道、東北、

関東、北陸・信越、

東海、近畿、中国、

四国、九州・沖縄）

に各１か所以上

の連携拠点を設

置する目標は達

成したが、引き続

き 3 か所以上の

拠点設置を進め

る。 

 

実績： 7 月に名古屋市科学館、10 月に四日市市、3 月に神戸市

との連携協定を締結した。  

効果： 名古屋市科学館及び神戸市との協定には、宇宙航空関係

活動の普及啓発の項目が追加された。これにより、子供た

ち及び教育関係者が拠点を通じて、宇宙航空活動及びその

成果に触れる機会が増えることになり、宇宙航空を教育現

場で使う素材として広い範囲で探せるようになる。結果、

宇宙航空が教育現場に使われる機会が増えると期待され

る。 

 

するととも

に、それぞれ

の手段を効

果的に組み

合わせ、年代

に応じた体

系的なカリ

キュラムを

構築する。 

２）連携拠点から教

材・教育方法等を

展開することに

より宇宙航空を

授業に取り入れ

る波及連携校を、

中期計画に従い

50校以上とする。 

 

実績： 連携拠点が校長会、教務主任会、理科部会等の色々な機会で宇宙航空教育を紹介することにより、JAXA

と連携して授業を実施する波及連携校については、目標 50校を越える 64校へ JAXA職員を授業講師として

派遣し授業支援を行った。 

効果： 宇宙に関する科学や技術、そして宇宙活動は、他の分野に比べて 様々な科目の授業への応用範囲が格

段に広い。これが毎年授業連携の要望が来る他に例が少ない主な理由である。また、クラス担当の先生か

ら「JAXAの専門家の話を聞いたことで子ども達が様々な事に興味を持ち積極的に勉強に取り組むようにな

った」との報告があり、学校現場において宇宙教育が有効と認められている証と言える。 

 

 ３） 宇宙航空を素 実績： 教育委員会等が主催する教員研修等で JAXAが宇宙航空教育を説明した教員研修は 32回で 1,178人の先
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材にした授業が

学校現場で実施

されるための支

援として、中期計

画に従い、引き続

き教員研修・教員

養成を 500 人以

上に対し実施す

る 

生方が参加。大学（長崎大学）が行う教員養成講座での JAXA 講義に参加した学生は 204 人。合計 1,382

人を達成。 

効果： 教育委員会では同じ分野の研修を毎年続ける例は少ない。宇宙が広範囲な内容をカバーしているからこ

そ、同じところから研修の希望が来る理由となっている。 

 ４）地域に根付いた

自立的な実践教

育の普及を目指

し、全国で実践教

育を実施する宇

宙教育指導者（宇

宙教育ボランテ

ィア）を、既に中

期計画における

目標を達成して

いるが、さらに

300名以上育成す

る。 

実績： 全国で宇宙教育指導者セミナーを 40 回開催し、1,005 名を新たに育成した。（中期計画達成済み。これ

までの全累計 4,520名） 

ベーシックコース ： 32回 参加者数 1,178名 ／ スキルアップコース ： 8回 参加者数 133名 

 特に、海外青年協力隊（JICA）研修における宇宙教育指導者セミナーは JICAの年 8回の研修のうち、6

回で実施し、227人が参加し た。JICA研修の一つとして定着したといえる。 

 また、セミナー参加者へのアンケートを実施し、参加者の満足度を把握するとともに、その後のセミナ

ーの運営の改善に反映している。 

 

 ５）より多くの子供

たちが参加・体験

できる機会の増

大を目的に、コズ

ミックカレッジ

を全国 9 ブロッ

クで 4回以上、計

実績：以下のとおり、全国 9ブロックで 4回以上、合計 246回のコズミックカレッジを開催した。 

北海道地区 ： 19回 東北地区 ：24回   関東地区 ：54回  

北陸信越地区 ： 23回 東海地区 ：19回   近畿地区 ：54回  

中国地区 ： 14回 四国地区 ：16回 九州沖縄地区 ：23回 

コズミックカレッジの発展形として、JAXA施設等を活用した合宿型ホンモノ体験プログラムを 7回、家庭

学習と複数回のスクーリングを組み合せた宇宙の学校を 42会場で実施した。 
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150回以上開催す

る。 

 

また、コズミックカレッジ参加者へのアンケートを実施し、参加者の満足度を把握するとともに、その後

の運営の改善に反映している。 

効果：コズミックカレッジの同一の共催者（地域主催者）による複数年度に渡る開催（開催継続率）は 90％以上、

宇宙の学校の開催継続率は 95％以上である。これらを地域主体で企画運営するためには、地域における指

導者が必要で、そのために宇宙教育指導者セミナーを開催している。この組み合わせで宇宙航空教育の実

践活動のすそ野がさらに拡大するとともに、各地域の主催者が継続実施を前提に取り組み、地域における

根付きが一層進んでいる。 

青少年宇

宙教育活動

の拡大を図 

６） 各種教材の開

発・製作を行う。 

実績： 12種類の教材の開発・製作を行った。また、10種類の教材を英訳した。 

 

るため、以下

の活動を行

う。 

７） 宇宙科学の最

先端を担う科学

者による講演（宇

宙学校）を行う。 

実績：千葉県東金市、 長野県佐久市、 福島県三春町、 佐賀県武雄市、 愛知県豊山町、東京都目黒区 岐

阜県瑞浪市、 石川県野々市市、 福井県福井市で実施 

 

 ８） 海外宇宙機関

との連携による

宇宙教育活動を

進め、教育活動に

おける国際協力

事業を推進する。 

実績： 

●アジア太平洋宇宙機関会議（APRSAF）の枠組み 

－ 2012年マレーシア大会の併設行事として、国際水ロケット大会（12から 16歳）を開催、16カ国 87名の

生徒、先生が参加。また ポスターコンテスト（8から 11歳）を実施し、13カ国から 38点が出展された。 

－ JAXA/KARIスペースキャンプ 2012 を韓国で実施。日本から生徒 25名、韓国から 25名の生徒が参加。 

－ アジア諸国向けに ISSを使う簡易実験を募集。4カ国から 127件の応募があり、3カ国 10件を選抜し、星

出ミッションで実施された。 

●国際宇宙教育会議（ISEB)の枠組み 
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－ IAC2012ナポリ大会に 15名の学生、NASAアカデミーに 1名の学生を派遣  

●国際宇宙大学（ISU)の枠組み 夏期集中講座（10週間）に 2名、年次シンポジウムに 7名の学生を派遣 

●宇宙を教育に利用するワークショップ（SEEC2013）（於：米国ヒューストン）へ 3名の先生を派遣 

●JICA宇宙教育研修を実施。これにより、途上国への宇宙航空教育の広がりが期待される。 

効果： 宇宙教育活動参加者の中から JAXA及び宇宙業界へ就職する学生が、毎年必ず出ている。 

海外諸国（パキスタン・インドネシア・ベトナム・メキシコ）から宇宙教育センターのような宇宙教育を

広める部署の設立に関する協力依頼があり、調査の申し入れを受けている。海外においても、宇宙教育の

有効性を認められたと言える。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 20 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

すでに中期目標を達成した小中高校の拠点形成を追加で 3か所の連携協定を結んだ他、授業などを実施する波及連携校を 50校以上とすると共に、

500名を超える教員への宇宙航空を素材にした授業の研修の実施、300名以上の宇宙教育ボランティアの育成、150回以上のコズミックカレッジの開

催等をはじめ、バラエティに富んだ青少年への教育・啓蒙・アウトリーチ活動を実施し、24年度目標は定量的に十分達成したと判断し評価は Aとし

た。今後は、これらの活動の質的な面にも留意し、教育の波及効果のアセスメントを実施して、施策の改善や追加施策に反映させる PDCAのサイクル

を確立するようにしていただきたい。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．９ 産業界、関係機関及び大学との連携・協力 

■中期計画の記載事項 

機構の有する知的財産・人材等の資産を社会に還元するとともに、我が国の宇宙航空分野の産業基盤及び国際競争力の強化に資するため、また、

外部に存在する知的財産・人材等の資産の機構での積極的な活用を図るため、産学官連携を強化する。さらに、利用料に係る適正な受益者負担や、

利用の容易さ等を考慮しつつ、技術移転、施設供用等の促進に努める。 
 

・オープンラボ制度等を活用し、中小・ベンチャー企業等の宇宙航空分野への参入を促進するとともに、宇宙航空発のイノベーションを推進す

る。また、研究開発リソースの拡充や研究開発の質･効率の向上を図るため、東北大学等と締結している連携協力協定等を中期目標期間中に

15 件以上締結する。これらにより、企業・大学等との共同研究を中期目標期間の期末までに年 500 件以上とする。 
・企業・大学等による中小型衛星開発・利用促進を支援するとともに、ロケット相乗り等により容易かつ迅速な宇宙実証機会を提供する。 
・外部専門家や成果活用促進制度の活用等を通じ、技術移転（ライセンス供与）件数を中期目標期間の期末までに年 50 件以上とする。 
・大型試験施設等の供用に関しては、利用者への一層の情報提供・利便性向上に努め、施設・設備供用件数を毎年 50 件以上とする。 

 

担当本部、担当部 産業連携センター 大学等連携推進室 担当責任者 産業連携センター長 大学等連携推進室長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

我が国の宇宙航空産業の産業基盤及び国際競争力の強化、機構外部のアイデアや技術、人材を活用した宇宙利用の拡大、機構内部に有する資産の

社会への還元を目指した活動として、以下を実施する。 

・ 民間企業（特に宇宙機器産業、利用産業）や関係機関等との連携を継続するとともに、宇宙航空産業の国際競争力強化及び宇宙利用の拡大に

向けた情報共有・必要な支援を行う。 

・ 国際競争力強化のため、民間との連携による産業振興基盤の強化に係る研究開発を行うとともに、官民一体となった宇宙システムの海外展開

を支援する。 

・ 大学等との連携強化による研究開発リソースの拡充や研究開発の質･効率の向上を目的とした連携協力協定等の締結については、既に中期計画

上の目標を達成したが、本年度においても新たな締結に向けた取組みを継続するとともに、既に連携協力関係にある大学等との意見交換等を通

じ、一層の連携強化を図る。 

・ 宇宙航空分野の裾野拡大のため、オープンラボ制度を活用し、企業等と共同で研究を実施するとともに、事業化に向けた支援を行う。 
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・ 大学・企業等との共同研究を、中期計画の目標（期末までに年 500 件以上）に沿って段階的に拡大し、大学共同利用システムとして行うもの

を含め、本年度内に 500件以上実施する。 

・ 容易かつ迅速な宇宙実証機会の提供を目的として、GCOM-W1、GPM 及び ALOS-2 相乗りとして選定された小型衛星及び JEM から放出予定の小型

衛星に対し、打上げに向けたインタフェース調整等の支援を行う。また、新たな相乗り小型衛星の搭載に向けた検討を行う。 

・ 機構の保有特許に関し、中小企業支援に積極的に取り組んでいる地方自治体等との連携等により、中小企業とのマッチング機会拡大を図る。 

・ 中期計画の目標（期末までに年 50 件以上）に沿い、機構の知的財産のライセンス契約件数を年 50件以上とする。 

・ 施設・設備供用件数を、中期計画に従い、引き続き年間 50 件以上とする。また、専用ウェブサイトを通じた大型試験施設等の供用に関する

情報提供を適時行うことにより利用者の利便性向上を図る。 

・ JAXAの関西窓口として関西サテライトオフィスを運営し、地域・中小企業による宇宙活動並びに新たな地方の大学等による衛星開発や、新た

な中小企業等による宇宙ビジネス参入への支援を行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）民間企業（特に

宇宙機器産業、利

用産業）や関係機

関等との連携を

継続するととも

に、宇宙航空産業

の国際競争力強

化及び宇宙利用

の拡大に向けた

情報共有・必要な

支援を行う。 

実績： 

①民間企業や関係機関等との連携・ネットワークの確立・情報共有として、主要宇宙企業との定期意見交換及

び地方自治体/経産局/大学等を直接訪問し意見交換を実施した。また将来に向けた人的ネットワークの拡大

を目的として３０代若手社員を対象とした合宿を実施した。 

②国際競争力強化及び宇宙利用拡大に向けた情報共有・支援として、産業連携シンポジウムを開催、国際競争

力強化を目的として、民間と JAXAで６件の共同研究開発を実施した。 

③JAXA法で新たに JAXA 業務として追加された「民間事業者の求めに応じた援助・助言」を確実・効率的に実

施するための業務ルールを整えると共に、「新事業促進室」を発足し、民間事業者に対する JAXAが保有する

技術・経験など宇宙活動の成果の利用・活用の可能性を拡大した。 

 ２）国際競争力強化

のため、民間との

連携による産業

振興基盤の強化

に係る研究開発

を行うとともに、

①民間との連携による産業振興基盤の強化に係る研究開発 

実績：国際競争力強化を目的として、共同研究を６件実施した。 

効果： 

１．「はやぶさ」の実績をもとに、NASA の探査機や小型商用静止衛星で利用可能な「汎用性のあるイオンエ

ンジン」を開発した。 

２．衛星の高精度姿勢制御を可能とする 1Nスラスタの長寿命化・高信頼性化に成功。 海外競合製品の１．
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官民一体となっ

た宇宙システム

の海外展開を支

援する。 

６倍以上の世界最高寿命を達成した。 

３．日本が世界をリードする高速データ通信規格スペースワイヤに対応し、耐放射線や耐環境性に優れた CPU

と OSを世界に先駆けて開発した。 

４．X線天文衛星のセンサ技術を転用し原発事故に対応した「放射性物質見える化カメラ（ASTROCAM7000） 」

を商品化し、各分野への適用化が図られた。 

②官民一体となった宇宙システムの海外展開支援 

実績：海外に対し、我が国の宇宙産業技術の紹介を積極的に行った。特に、売り込み対象国の実情に即した JAXA

の保有技術・経験などを中心とした協力・援助提案を行い、国内企業の海外展開を支援した。 

効果： 

・国際宇宙ステーション用 Li-ion電池、ＨＴＶ搭載近傍レーダ用として開発された地上試験装置などの海外受

注に成功。 

この他にも 10 カ国以上と具体的な交渉を実施するなど日本企業が海外からの技術提案要請をうける機会が

増加し、国際市場における日本企業の認知度向上に貢献。 

 ３）大学等との連携

強化による研究

開発リソースの

拡充や研究開発

の質･効率の向上

を目的とした連

携協力協定等の

締結については、

既に中期計画上

の目標を達成し

たが、本年度にお

いても新たな締

結に向けた取組

みを継続すると

ともに、既に連携

協力関係にある

実績： 

・研究開発をより深化させるため、有力な研究者を擁し相互補完が可能な大学等との間で協力枠組みを構築する

協定を締結している。（包括連携協力協定締結先：北海道大学、東北大学、筑波大学、東京大学、早稲田大学、

慶應大学、名古屋大学、京都大学、九州大学） 

併せて、宇宙開発利用の拡大に伴い、宇宙法等、関係する分野が人文社会科学を含めて拡大していることから、

これらの協定を通じ大学等の研究者の知を広く利用し易くする枠組みづくりを目指している。 

・これらの連携協定の下、24年度は、東京大学との間で２０年度に共同で設置したロケットエンジンモデリング

ラボラトリーにおいてロケット・宇宙機の研究開発に関する数値解析の基盤技術力強化の取り組みを継続し成

果を取りまとめ更なる分野の拡大を行ったほか、慶應大学とは宇宙法センターでの研究協力を開始するなど、

各大学の研究者の知を広く利用する取り組みが進んだ。 

・24年度は新たに２件の連携協力協定を締結。 流体科学、計算科学等の広範囲な分野で協力が期待されるドイ

ツ アーヘン工科大学とは包括的な連携協力協定を、北海道情報大学とは情報科学技術に関する分野別協定を

それぞれ締結し、今後の協力のため枠組みを構築した。 

・包括連携協力協定締結先の大学との間では、連絡協議会を開催し全般的な意見交換を行った他、この枠組みを

利用し、地球観測分野についての大学とＪＡＸＡとの間でマルチな意見交換会（H24.9.14）を実施し課題等の

共有を図ったり、JAXA総合技術ロードマップ第7版に向けた改訂作業において意見募集等を行うことができた。 
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大学等との意見

交換等を通じ、一

層の連携強化を

図る。 

 

 ４）宇宙航空分野の

裾野拡大のため、

オープンラボ制

度を活用し、企業

等と共同で研究

を実施するとと

もに、事業化に向

けた支援を行う。 

実績：① オープンラボ制度を活用した企業等との共同研究を積極的に実施し、４２件の新規応募を受け、１６

件の共同研究を実施。 

② 企業等からの相談・問合せ１３２件に対応し、具体的な事業化に向けた支援を実施。 

効果： オープンラボ制度等を通じて事業化支援を行い、宇宙航空発のイノベーションを推進・拡大した。 

・消臭素材「MUSHON」を用いたビジネスシャツ、 放射性物質見える化カメラ、次世代宇宙服研究成果の民

生用冷却下着への転用 

 

 ５）：大学・企業等

との共同研究を、

中期計画の目標

（期末までに年

５００件以上）に

沿って段階的に

拡大し、大学共同

利用システムと

して行うものを

含め、本年度内に

５００件以上実

施する。 

実績： 本年度内に６０１件の共同研究を実施し、年度計画を達成した。 

 

 ６）容易かつ迅速な

宇宙実証機会の

提供を目的とし

て、GCOM-W1、GPM

及び ALOS-2 相乗

実績：  

① 打上げに向けたインタフェース調整等の支援 

・ インターフェイス等の調整にあたって、JAXA職員が開発試験・審査会へ積極的に参加すると共に、ワーク

ショップ等を介して成功・失敗事例等の情報共有を図るなど、開発支援方法を改善した。 

・ 平成２４年度中に GCOM-W1 相乗り衛星１機、JEM 放出衛星 3 機の打ち上げ、放出を行いすべて正常に動作
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りとして選定さ

れた小型衛星及

び JEM から放出

予定の小型衛星

に対し、打上げに

向けたインタフ

ェース調整等の

支援を行う。ま

た、新たな相乗り

小型衛星の搭載

に向けた検討を

行う。 

し所期のミッションを達成した。 

・ 平成２５年度に打上げを計画している相乗り衛星計１１機について、打上げにむけたインターフェイス調

整を計画通り実施した。 

② 新たな相乗り小型衛星の搭載に向けた検討として、 H-IIA ロケットの２段機器搭載部への超小型衛星搭載

に向けた技術検討を実施した。また、「 きぼう」からの超小型衛星放出について、平成 25年 1月 31日から通

年公募を開始した。 

効果： 

・開発支援改善の結果として、小型衛星開始当初の「成功率６割」を大きく上回り、本年度に打上げ・放出し

た４衛星については、すべて正常に動作し所期のミッションを達成した。 

・「科学技術・学術審議会 第 6回宇宙開発利用部会 」において本事業が、「国内外の大学等による人材育成

への貢献ある事業」として評価された。 

・平成２４年５月に打上げた鳳龍弐号（九工大）で、宇宙空間に於ける世界初の３００V 発電に成功し、将来

へ向けた高電圧発電への道が開いた。 

 ７）機構の保有特許

に関し、中小企業

支援に積極的に

取り組んでいる

地方自治体等と

の連携等により、

中小企業とのマ

ッチング機会拡

大を図る。 

実績： JAXAとの連携を希望する地方自治体等１６か所と連携し中小企業とのマッチング機会を設定した。主要

な連携先は、大田区、川崎市、島根県、鳥取県、大阪府、大阪市、地方経済産業局、商工会議所。 特に

大阪府商工労働部とは、月例の中小企業マッチングを継続実施した。 

効果： 自治体連携による初のオープンラボ採用として、大阪府中小企業が選定された。また、JAXA知財のライ

センス契約を中小企業と初めて締結した。 

 

 ８）中期計画の目標

（期末までに年

50 件以上）に沿

い、機構の知的財

産のライセンス

契約件数を年 50

件以上とする。 

実績： 本年度内のライセンス契約件数は１３８件であり、 目標（年５０件以上）の２．７倍以上を達成。 

効果： 本年度に集計された知財ライセンス収入は、約１．９億円となり独立行政法人としてトップクラスを維

持。 
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 ９）施設・設備供用

件数を、中期計画

に従い、引き続き

年間 50 件以上と

する。また、専用

ウェブサイトを

通じた大型試験

施設等の供用に

関する情報提供

を適時行うこと

により利用者の

利便性向上を図

る。 

実績： ①施設・設備供用件数は、１０７件に達し、目標（年５０件以上）の２倍を超えた。これによる収入は

約３億円を確保。 

②施設・設備供用専用ホームページを運営し、供用可能設備に関する最新情報を提供するなど情報量・

内容を充実し、利用者の利便性向上を図った。 

 

 １０）JAXA の関西

窓口として関西

サテライトオフ

ィスを運営し、地

域・中小企業によ

る宇宙活動並び

に新たな地方の

大学等による衛

星開発や、新たな

中小企業等によ

る宇宙ビジネス

参入への支援を

行う。 

実績： ①地域の学校・大学、企業に対し、技術相談（４１件）、関西サテライトオフィス設備見学会（１１件）、

講演（４件）等を行い、宇宙産業連携活動を支援した。 

②関西サテライトオフィスの小型衛星試験設備（振動試験装置等）の供用により信州大学等の衛星開発

を支援した。 

③関西自治体等の持つ産業連携機能を活用し、地元企業の宇宙ビジネス参入の支援を行った。 

効果： 大阪府商工労働部との連携による初めてのオープンラボ採用として大阪府の中小企業の提案が採用され

た。 

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
1,182(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 20 
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  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

民間企業や関係機関との連携・ネットワークの確立・情報共有のため、意見交換を実施し、民間と JAXAで 6件の共同研究を行ない、民間事業者の

求めに応じて援助・助言が確実・効率的に実施できるように業務ルールの整備や新事業促進室を発足させるなど、産業界、関係機関及び大学との連

携・協力に努力した。特に、国際宇宙ステーション用リチウムイオン電池、HTV 搭載近傍レーダ用として開発された地上試験装置などの海外受注に

成功するなど、官民一体となって宇宙システムの海外展開支援に貢献した点は評価できる。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．10 国際協力 

■中期計画の記載事項 

地球規模での諸問題の解決や我が国の国際的な地位の向上及び相乗効果の創出を目的として、我が国の宇宙航空分野の自律性を保持しつつ、諸

外国の関係機関・国際機関等との相互的かつ協調性のある関係を構築するとともに、特にアジア太平洋地域において我が国のプレゼンスを向上さ

せるため、以下をはじめとする施策を実施し、機構の事業における国際協力を推進する。 
 

・人類共通の課題に挑む多国間の協力枠組みにおいて、会議の運営又は議長を務める等、宇宙航空分野の先進国としての立場に相応しい主導的

な役割を果たす。 
・アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）の枠組みなどを活用して、アジア太平洋地域における宇宙開発利用の促進及び人材育成の支援等、

各国が参加する互恵的な協力を実現することにより、同地域の課題の解決に貢献する。特にAPRSAF において推進している、「センチネル・

アジア」プロジェクトによる災害対応への貢献等を実施する。 
 

また、機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した宇宙の開発及び利用に係る条約その他の国際約束並びに輸出入等国際関係に係る法令等

を遵守する。 
 

担当本部、担当部 国際部 担当責任者 国際部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

地球規模での諸問題の解決、我が国の国際的な地位の向上及び相乗効果の創出を目的として、我が国の宇宙航空分野の自律性を保持しつつ、諸外

国の関係機関との相互的かつ協調性のある関係を構築するとともに、特にアジア太平洋地域における我が国のプレゼンスを向上させる。このため、

以下をはじめとする施策の実施を通じ、人類共通の課題に挑む多国間の枠組みにおいて主導的役割を果たすとともに、アジア太平洋地域における課

題の解決に向け貢献する。 

・ GEOSS 10年実施計画への貢献等を通じた地球観測分野における協力 

・ 国際宇宙ステーション計画に係る参加国との協力 

・ 月・惑星探査に係る国際協働枠組への積極的参加 

・ 国連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）、国際宇宙連盟等の場を通じた我が国の宇宙活動のプレゼンス向上への貢献 
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・ 第 19回アジア太平洋地域宇宙機関会議（APRSAF）の運営及び一層の発展を通じた我が国のプレゼンス向上への貢献 

・ センチネル･アジア及び SAFEの取組みを通じたアジア太平洋地域の災害対応や環境監視などの課題解決に向けた貢献、APRSAFの枠組みなどを

用いた宇宙開発利用の促進（アジア各国の JEM利用の促進活動等）及び人材育成支援 

また、機構の業務運営に当たっては、我が国が締結した宇宙開発・宇宙利用に係る条約その他の国際約束及び輸出入等国際関係に係る法令等を遵

守する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

地球規模

での諸問題

の解決、我が

国の国際的

な地位の向

上及び相乗

効果の創出

を目的とし

て、我が国の 

１）GEOSS 10年実

施計画への貢献

等を通じた地球

観測分野におけ

る協力 

 

実績： 

① アマゾン森林監視、災害監視、気候と水循環等の、地球規模での諸問題の解決なため、ALOS（だいち）、

GOSAT（いぶき）、GCOM-W（しずく）等の地球観測衛星のデータとテータを用いた研究成果を、世界各国の政

府、政府関係機関、大学等の研究者・災害現場等に提供。 

② これらの貢献による成果を、以下の首脳級国際会議に参加して紹介。 

ア) 国連持続可能な開発会議（Rio+20、6月、リオデジャネイロ)  

イ) 第 9回地球観測政府間会合（GEO)本会合（11月、ブラジルイグアス） 

宇宙航空分

野の自律性

を保持しつ

つ、諸外国の

関係機関と

の相互的か

つ協調性の 

２）国際宇宙ステー

ション計画に係

る参加国との協

力 

実績：  

① 宇宙先進国間の史上最大規模の国際協力である国際宇宙ステーション計画において、各国要素中最大の複

合有人実験施設である日本実験棟「きぼう」の安定した運用（不具合件数最少）、シャトル引退後宇宙ステ

ーション補給運用に必須の輸送キャリアとなった「こうのとり」3 号機の安定した打ち上げ運用、星出宇宙

飛行士の 3回の船外活動を含む日本人宇宙飛行士の確実な軌道上作業など、国際宇宙ステーション運用のた

めに必須の貢献を行った。 

ある関係を

構築すると

ともに、特に

アジア太平

洋地域にお

ける我が国 

３）月・惑星探査に

係る国際協働枠

組への積極的参

加 

実績：  

① 宇宙先進国の宇宙機関間で今後の月・惑星探査協力を協議する国際宇宙探査協働グループ(ISECG)の議長

機関を務め、国際宇宙探査ロードマップ（GER)第 2版の策定に貢献している。 
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のプレゼン

スを向上さ

せる。このた

め、以下をは

じめとする

施策の実施

を通じ、人類

共通の課題

に挑む多国

間の枠組み 

４）国連宇宙空間平

和 利用 委員会

（COPUOS）、国際

宇宙連盟等の場

を通じた我が国

の宇宙活動のプ

レゼンス向上へ

の貢献 

実績：  

① 12 年 6 月に、JAXA 堀川技術参与が、国際連合の常設委員会である宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）本

委員会議長に日本人として初めて就任し、JAXAの全面支援のもと、議長提案を提出。議論を主導した。 

② 12年 10月に、JAXA樋口副理事長が、「国際宇宙航行連盟（IAF）」（NASAや ESAをはじめとする世界中の主

要な宇宙機関、宇宙企業、学会、研究機関等が加盟している宇宙開発にかかわる世界最大の国際的連合体）

の会長に選出され、就任し、JAXAの全面支援の下、議長提案を提出。議論を主導した。 

効果：人類共通の課題に挑む多国間の協力の枠組みにおいて、先進国として主導的な役割を担い、国際社会で日

本の地位を向上し、世界の宇宙活動の底上げと持続的な発展に貢献することにより、日本・JAXAの宇宙活

動の信頼と協力機会を高めることにつながっている。 

において主

導的役割を

果たし、アジ

ア太平洋地

域における

課題の解決

に向け貢献

する。 

５）第 19 回アジア

太平洋地域宇宙

機 関 会 議

（APRSAF）の運営

を並びに一層の

発展を通じたわ

が国のプレゼン

ス向上への貢献 

 

実績： 

① 第 19回 APRSAFをマレーシア・クアラルンプールにて開催（12年 12月）し、過去最大 33カ国、14国際

機関から、382名もの参加者を得た。 

② 本年度より外務省、経済産業省が参加し、同一会場でサイドミーティングを開催するなど、オールジャパ

ン体制での開催となった。 

効果：12年 12月の国連総会決議で、APRSAFが宇宙利用における地域内協力で重要な役割を果たしていることが

取り上げられるなど、世界で最も成功した地域間宇宙協力に成長。 

 ６）センチネルアジ

ア及び SAFE の取

組みを通じたア

ジア太平洋地域

の災害対応や環

境監視などの課

題解決に向けた

貢献、APRSAF の

枠組みなどを用

いた宇宙開発利

実績： 

① 災害監視に関し、センチネルアジアにおいて、16件のアジア太平洋地域における各種災害に対する緊急観

測を実施した。また、減災・復興のための対策をスタートさせた。また、データ提供機関は、12 年 11 月に

新たにシンガポール（ＣＲＩＳＰ）が加わり、6 機関となり、 データ解析機関も、University of the 

Philippines（フィリピン）や千葉大学等 4機関が加わり計 33機関となった。  

② 環境監視に関し、SAFEワークショップを開催して、インドネシアのマングローブ林管理を新たなプロトタ

イピングとして承認した。 

③ きぼうを利用した宇宙開発利用の促進に関し、Kibo-ABC(Asian Beneficial Collaboration through 

Kibo Utilization）のワークショップを立ち上げ、11 カ国の参加を得た。また、アジア学生向けに、教育

目的の JEM利用簡易実験「トライゼロ G」を実施した。 
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用の促進（アジア

各国の JEM 利用

の促進活動等）及

び人材育成支援 

 ７）その他、国際協

力推進 

実績：  

① ISS利用実験、衛星データ利用促進、宇宙教育等に関わる 9件の協力協定等を締結。 

② 官民合同パッケージインフラ輸出に関し、宇宙機関として下記に貢献。 

・ ベトナム： ODAによる衛星供与決定を受け、宇宙開発基礎知識キャパシティ・ビルディング実施（VNSC

役職員短期受入れ）、ホアラック宇宙センター建設への協力等 

・ トルコ： 通信衛星開発に関わるキャパシティ・ビルディング実施（トルコ人技術者長期受入）、宇宙

機関設立支援開始（ワークショップ実施） 

③ 国際交流・宇宙外交の一環として、世界の科学担当大臣等表敬訪問・視察 1,042名、技術者 56名を受け

入れた。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 20 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 年度計画に基づき国際協力の取り組みを着実に推進したものと評価できる。具体的には、GEOSS 10年実施計画、ISS計画に係る参加国との協力、

月・惑星探査に係る国際協働など、多国間での国際協力を着実に推進した。また、宇宙開発にかかわる世界最大の国際連合体である国際宇宙航行

連盟(IAF)の会長、国連宇宙空間平和利用委員会(COPUOS)の議長にJAXAの役員が選出され、活動方針を提案し、主導的な役割を果たしたことは、

国際社会における日本の地位向上の貢献に果たした役割は大きいと認められる。アジア太平洋地域協力では第19回APRSAFの開催、センチネルアジ

ア、SAFE等も着実に進捗した。また、ベトナムの宇宙センター建設への協力や、トルコの宇宙機関設立支援などにも貢献した。 

2. 宇宙分野の主たる国際協力の実施機関として、上記の様々な国際協力の活動を通じて、我が国の国際的なプレゼンスに向上してきている点は高く

評価できる。IAFの会長、COPUOSの議長のポストを得たことは、JAXAが具体的に国際的リーダーシップを発揮する絶好の機会であり、国際的な貢

献と宇宙外交への展開を期待する。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅰ．11 情報開示・広報・普及 

■中期計画の記載事項 

宇宙航空研究開発には多額の公的資金が投入されていることから、分かりやすい形で情報を開示することで説明責任を十分に果たすことを目的

に、以下をはじめとして、Web サイト、E メール、パンフレット、施設公開及びシンポジウム等の多様な手段を用いた広報活動を展開する。また、

社会・経済の発展や人類の知的資産の拡大・深化等に資する宇宙航空研究開発の成果については、その国外へのアピールが我が国の国際的なプレ

ゼンスの向上をもたらすことから、広報活動の展開に当たっては、海外への情報発信も積極的に行う。 
 
・査読付論文等を毎年 350 件以上発表する。 
・Web サイトの質を向上させるため、国民の声も反映してコンテンツの充実を図る。Web サイトへのアクセス数は、中期目標期間の期末まで

に、年間を通じて 800 万件／月以上を達成する。このうち、英語版サイトへのアクセスは、平成 19 年度の実績と比べて中期目標期間中に倍

増を目指す。 
・事業の透明性を確保するため、定例記者会見を実施する。 
・プロジェクト毎に広報計画を策定し、プロジェクトの進捗状況について適時適切に公開する。 
・対話型・交流型の広報活動として、中期目標期間中にタウンミーティングを 50 回以上開催する。 
・博物館、科学館や学校等と連携し、毎年度 400 回以上の講演を実施する。 
・各事業所の展示内容を計画的に更新し、一般公開、見学者の受け入れを実施する。特に筑波宇宙センターに関しては、首都圏における機構の

中核的な展示施設と位置づけ、抜本的充実強化を図る。 
・幅広く国民の声を施策・計画に生かすため、モニター制度による意識調査等を実施する。 
・海外駐在員事務所の活用、主要なプレス発表の英文化及び情報発信先の海外メディアの拡大等、海外への情報発信を積極的に行う。 

 

担当本部、担当部 
広報部 

情報システム部 
担当責任者 

広報部長 

情報システム部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

宇宙航空研究開発には多額の公的資金が投入されていることから、分かりやすい形で情報を開示することで説明責任を十分に果たすことを目的に、

以下をはじめとする多様な手段を用いた広報活動を展開する。また、成果の国外へのアピールが我が国の国際的なプレゼンスの向上をもたらすこと
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から、海外への情報発信も積極的に行う。 

・ 中期計画に従い、引き続き査読付論文等を 350件以上発表する。 

・ 公式ウェブサイトの質を向上させるため利用者の声を把握する。サイトへのアクセス数については、更にコンテンツの充実を図り、月平均 800

万件以上を達成する。また、海外からの関心を高めるため、英語版ホームページを強化し、中期計画上の目標（平成１９年度実績の倍増）を達

成する。 

・ 事業の透明性を確保するため、定例記者会見を引き続き実施する。 

・ プロジェクトの進捗状況を適時適切に公開し、その意義や成果を広く発信し、国民の理解増進を目指す。 

・ 対話型・交流型の広報活動としてのタウンミーティングについては、本中期計画の目標（期間中に計 50回以上）をすでに達成しているが、引

き続き本年度も 10回以上開催する。また、ミーティングの実施方法・内容構成等の改善を行う。 

・ 多くの国民に宇宙航空研究開発に親しみを持ってもらうため、中期計画に従い、引き続き、地方公共団体や学校等の外部機関とも連携し 400

回以上の講演を実施する。 

・ 宇宙航空研究開発に対する理解増進のため、各事業所においては、展示内容を計画的に更新するとともに、運営体制等の見直しを図り、新規

来場者の拡大及び繰り返し来場者確保への取り組みを引き続き実施する。 

・ 全国の科学館等・文化施設・商業施設との連携・ネットワーク強化による情報発信、インターネット・モバイル情報端末、外部動画配信サイ

ト等の更なる活用を目指し、配信のためのコンテンツ整備を行う。 

・ モニター制度をはじめとした世論の意識調査を継続する。 

・ 引き続き、英語版広報ツールの充実を図り、海外駐在員事務所や在外公館などとの連携を進め、海外への情報発信を積極的に行う。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

宇宙航空

研究開発に

は多額の公

的資金が投

入されてい

ることから、 

1） 中期計画に従

い、引き続き査読

付論文等を 350

件以上発表する。 

 

実績： 本年度内の査読付論文発表件数は 389件。昨年度に引き続き年度計画を達成。 

 

分かりやす

い形で情報

を開示する

ことで説明

2) 公式ウェブサ

イトの質を向上

させるため利用

者の声を把握す

実績：①公式ウェブサイトについては、タウンミーティングやモニター制度を通して利用者のニーズを収集、分

析し、リニューアル作業に反映（サイトのオープンは、25年度を予定）。 

②公式ウェブサイトへのアクセス数(ページビュー)は、年間月平均 836万アクセスをマーク（最高は 7月

の約 1000万)し、目標を達成した。  
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責任を十分

に果たすこ

とを目的に、

以下をはじ

めとする多

様な手段を

用いた広報

活動を展開

する。また、

成果の国外

へのアピー

ルが我が国

の国際的な

プレゼンス

の向上をも

たらすこと

から、海外へ

の情報発信

も積極的に

行う。 

る。サイトへのア

クセス数につい

ては、更にコンテ

ンツの充実を図

り、月平均 800万

件以上を達成す

る。また、海外か

らの関心を高め

るため、英語版ホ

ームページを強

化し、中期計画上

の目標（平成 19

年度実績の倍増）

を達成する。 

③海外への発信に関しては、日本語サイトのインタビュー、トピック、およびプレスリリースの英訳等、 

英語版サイトへタイムリーに掲載。 

④英語版ホームページのアクセス数は、公式ウェブは 19年度実績の 57万件に対して 24年度は 46万件で

あるが、今中期計画期間中には時代の潮流を踏まえ公式サイト以外に YouTubeや Twitter、Facebookな

どのソーシャルメディアを通じた英語での情報発信を開始し、これらのソーシャルメディアを加えると

19年度実績の 2倍を上回る約 120万件を達成。 

 

 3) 事業の透明性

を確保するため、

定例記者会見を

引き続き実施す

る。  

実績： 11回の定例記者会見を実施。また、JAXAの活動・成果を定期的に開示する他、ネガティブな案件につい

ても説明責任の観点からタイムリーな情報開示により透明性を確保すべく、以下を実施した。 
◆記者会見／説明会・・・・・・・・・・・・【10回】  

◆プレス公開・・・・・・・・・・・・・・・・・・・【7件】 

（人工衛星/探査機（しずく、こうのとり、はやぶさ２等）の公開、ＨＴＶ運用管制室など） 

◆プレスリリース・・・・・・・・・・・・・・・・【64件】  

◆お知らせ(報道関係者向け情報)・・・【193件】 

  

 4) プロジェクト

の進捗状況を適

実績： プロジェクトの進捗やイベントをとらえ、ホームページや機関誌等により積極的に情報公開を行った。

主な例は下記のとおり。 
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時適切に公開し、

その意義や成果

を広く発信し、国

民の理解増進を

目指す。 

①星出宇宙飛行士の国際宇宙ステーション（ISS)長期滞在 
◆特設ホームページを設け、長期滞在中の実験や船外活動などを紹介。 

◆星出飛行士の打上げ／帰還、こうのとり 3号機の ISSへのドッキング／離脱作業、ISSと地上との生交信イベント等様々な映

像を公開。 

◆ISS との交信イベントの一つとして、複数の人々と軌道上の星出飛行士をインターネットでつないだイベント、“The Space 

Hangout”  

を実施。イベントの様子は、一般のネットユーザにも生配信され、世界中で話題に。 

◆帰還後は、日本各地での報告会を行い、その模様はインターネットでも配信。 

②衛星／ロケット打上げ： しずく／SDS-4、こうのとり 3 号機／Ｈ-ⅡB の打上げイベントをとらえ、下記発信

を実施。 
◆打上げ特設サイトを開設し、応援メッセージを募集。プロジェクト関係者のコラム記事等を掲載するとともに、ミッション紹

介映像を YouTube JAXA Channelで配信。 

◆打上げライブ中継、パブリックビューイングも実施。 

  

 5) 対話型・交流型

の広報活動とし

てのタウンミー

ティングについ

ては、本中期計画

の目標（期間中に

計 50 回以上）を

すでに達成して

いるが、引き続き

本年度も 10 回以

上開催する。ま

た、ミーティング

の実施方法・内容

構成等の改善を

行う。 

実績： ①平成 24年度は、年度目標の 10回を超える、今中期計画期間中最多の 16回を開催し、目標を達成。 

②実施方法等については、地域の事情や要望を踏まえ、例えば名古屋では航空をテーマとすると共に、

「高校生以上」の参加年齢制限をなくした結果親が子供に連れて来られるというケースも散見。 

③こうした直接的なコミュニケーションの結果、「興味関心が深まった」、「回数を増やしてほしい」とい

った声を含め、9割近くの参加者が満足と回答。JAXA への入口として宇宙の敷居を下げることにも貢

献。 

 

Ⅰ．11－４ 
114



  
 6) 多くの国民に

宇宙航空研究開

発に親しみを持

ってもらうため、

中期計画に従い、

引き続き、地方公

共団体や学校等

の外部機関とも

連携し 

 400回以上の講演

を実施する。 

実績： ①703回の講演活動を実施し、400回

の目標を大幅に上回ると共に、今中

期計画期間中初めて回の大台を突

破。 

②講演後に実施しているアンケート

の結果、「分かり易い」、「宇宙が身

近に感じられるようになった」等の

ご意見も多く、宇宙と人々との距離

を縮めることにも貢献。 

 7) 宇宙航空研究

開発に対する理

解増進のため、各

事業所において

は、展示内容を計

画的に更新する

とともに、運営体

制等の見直しを

図り、新規来場者

の拡大及びリピ

ーターの確保へ

の取り組みを引

き続き実施する。 

実績： ①筑波宇宙センターのプラネットキューブの展示内容更新を定期的に実施。 （6/30、2/5の 2回更新） 

②各事業所に展開するため、タペストリーなどのコンテンツ整備を実施。 

③こうした取り組みを通じ、全展示館、展示施設合計で 610，314人の来場者にお越しいただき、前年度

比 2割以上の Upを達成。また、例えばつくばでは、約 8割が満足、7割が「また来たい」と回答 

 

 8)  全国の科学

館・文化施設・商

業施設等との連

携・ネットワーク

強化による情報

実績： ①科学館・文化施設との連携、コンテンツ提供 

・24年度中に 13館増加し、計 80館の科学館・文化施設と連携。それぞれを通じ対し宇宙航空の話題や最新情

報を タイムリーに配信。 

・JAMSTEC との連携協定のもと、宇宙航空と海洋を絡めた情報配信を開始。また配信先として JAMSTEC と関係

の深い水族館・博物館などにも配信し、新たな支持層の獲得に向け調整中。 
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発信、インターネ

ット・モバイル情

報端末、外部動画

配信サイト等の

更なる活用を目

指し、配信のため

のコンテンツ整

備を行う。 

②ニコニコ動画に生放送番組「ＪＡＸＡ宇宙航空最前線」を定期的に配信。タイムリーなトピックをテ

ーマに、研究者、技術者が分かり易く紹介。24年度に8回放映し、平均アクセス数は１回あたり約20,000

件。 

 

 9) モニター制度

をはじめとした

世論の意識調査

を継続する。 

実績： 人々の声を集め、より効率的、効果的な広報活動や質の向上につなげる取り組みとして、下記のとおり

意識調査を実施。 

①国民の意識調査 ・・・年１回実施。 

広く一般国民を対象に、JAXAの認知度や宇宙航空事業に対する世論の動向を調査する目的で 1月から 2月

にかけて実施。結果、認知度は、今中期計画期間初年度（20年度）の 38.2％から２倍近い 71.8％に増加。

更に、認知している層のうち、7割以上が「役に立っている」、「好感、信頼感を持っている」と回答。 

②モニター調査・・・年 3回実施。 

宇宙航空分野に興味関心のある方々を対象に、JAXA業務について意見を収集。モニターは公募で選出。調

査結果は、回答を集計・分析の上、各本部等へフィードバック済み（フィードバックした分析結果例とし

ては、HTV-Rや日本独自の有人宇宙船への支持率（前者は 90％、後者は 70％が支持）や、衛星の認知度向

上に愛称募集が有効であるとのデータ（40％が愛称募集を機に当該衛星を知ったと回答）、等）。  

 10) 引き続き、英

語版広報ツール

の充実を図り、海

外駐在員事務所

や在外公館など

との連携を進め、

海外への情報発

信を積極的に行

う。 

実績：①海外駐在員等と連携し、国際展示へ

出展。以下は、JAXAブース来場者数。 

・第 63回国際宇宙会議（IAC)ナポ

リ大会国際展示：約 3,000名（前

回の 2倍） 

・JA2012国際航空宇宙展：42,207

名 

②日本語サイトのインタビュー、トピック、プレスリリースなどを英訳、英語版サイトへの掲載 

③「ＪＡＸＡ TODAY」 (英語版機関誌)の発行（年 2回） 

ＪＡＸＡ海外駐在員事務所や国内の大使館等へ配布。事業トピックス等を集約して紹介。今年度は、国
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連宇宙空間平和利用委員会（COPUOS）等の国際会議を含め積極的に配布。配布先拡大の結果、発行部数

は、従来の 2,000部に対し、24年度は 3,000～5,000部に増加。 

④ソーシャルメディアの活用 

YouTubeに設けた JAXA Channelにおいて、英語版コンテンツへのアクセス数が計 600万件を達成。 

 その他) 「多様な

手段」と社会的影

響 

「多様な手段」を用いた広報活動の一環として、外部機関との連携を進めた結果、JAXAの活動が各種メディア

で取り上げられたほか、報道以外のメディアでも JAXA関連情報をもとに映画等様々なコンテンツが制作されるな

ど、大きな社会的反響につながった。以下は、社会的反響の例。 

① CM費換算 

JAXA関連の TVでのメディア露出を CM費に換算すると、今中期計画期間初年度（FY20）の 7億円に対し、FY24

は 21億と 3倍増。 

独法で 1位、かつ、総合で 12位（初年度は 34位）。 

また一例として、ＮＨＫの宇宙関連番組数（＊）も、FY20は 35本だったのが、FY24は 98本と 3倍増。 

（＊）ＮＨＫ総合、Ｅテレ、ＢＳ1、ＢＳプレミアムのうち、宇宙をテーマにした番組数（報道は除く） 

②JAXA宇宙飛行士を主人公とした漫画「宇宙兄弟」がアニメ化され、4月から放送。 

また、実写版の映画が制作され、5月か

ら全国 322 ヶ所で公開、公開 9 日間で

100万人以上を動員し、国内映画部門で

2位を獲得。 

（アニメ、実写化に際しては、つくば

宇宙センターでのロケ、インタビュー、

監修等 JAXAが全面協力） 

③JAXA の映像等を基にしたプラネタリウ

ム番組が外部機関により制作され、全

国の科学館等で上映。 

29ヶ所で上映、339,700人（H24.3末現

在）が視聴。  

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 20 
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  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 中期計画に基づいて設定された、査読付論文、Web サイト、定例記者会見、プロジェクト広報、タウンミーティングの実施、講演会の実施、事業

所広報、科学館等との連結・配信コンテンツの整備、モニター制度、海外向け情報発信の 10項目について、平成 24年の実績値はすべて目標値を

上回っている。 

2. 事業所広報については、来場者数が、JAXAi 閉館前の水準に戻ったことは評価できる。限られた予算という制約があるため、今後も既存の広報施

設を効果的に活用することが必要となると考えられる。 

3. 平成 24年は、漫画媒体をはじめとする JAXAのメディア露出が多かったため、国民の宇宙に対する関心を引くことができたが、これらを一過性の

ものにしないように、継続的に広報活動を実施していくことが必要であると考えられる。 

4. 宇宙開発には、多額の公的資金が必要であることから、定性的な成果だけではなく、その公的資金の投入額・投入方法についても、周知していく

必要があると思われる。情報開示・広報・普及の主要な役割は、投入された公的資金の説明責任を果たすことにあることを常に念頭におく必要が

ある。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．１ 柔軟かつ効率的な組織運営 

■中期計画の記載事項 

宇宙航空研究開発の中核機関としての役割を果たすため、理事長のリーダーシップの下、研究能力、技術能力の向上、及び事業企画能力を含む

経営・管理能力の強化に取り組む。 
また、柔軟かつ機動的な業務執行を行うため、業務の統括責任者が責任と裁量権を有する組織を構築するとともに、業務運営の効率を高くする

ため、プロジェクトマネージャ等、業務に応じた統括者を置き、組織横断的に事業を実施する。 
 

担当本部、担当部 総務部 担当責任者 総務部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

宇宙航空研究開発の中核機関としての役割を果たすため、理事長のリーダーシップの下、研究能力、技術能力の向上、及び事業企画能力を含む経

営・管理能力の強化に取り組む。 

また、柔軟かつ機動的な業務執行を行うため、本部等の性格に応じて本部長等が責任と裁量権を有する組織を構築するとともに、業務運営の効率

を高くするためにプログラムマネージャ、プロジェクトマネージャ、研究統括など、業務に応じた統括責任者を置き、組織横断的に事業を実施する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）宇宙航空研究開

発の中核機関と

しての役割を果

たすため、理事長

のリーダーシッ

プの下、研究能

力、技術能力の向

上、及び事業企画

能 力を 含む経

営・管理能力の強

実績：  

機構のミッションを有効かつ効率的に果たしていくため、中期計画実現に向けて「世界トップクラスの学術研

究拠点の実現」、「共通技術基盤を構築する戦略的な研究活動の強化・重点化」、「基幹ロケットの技術基盤と打上

げ関連施設設備等の計画的な維持・発展」、「研究開発機関として JAXAの役割に相応しい能力の強化」などの方針

（平成 24年度事業実施方針）を念頭に置きつつ、理事長のリーダーシップの下、研究能力、技術能力の向上、事

業企画能力を含む経営管理能力の強化を図った。 

（１） 研究能力、技術能力の向上 

・ 国際宇宙ステーション日本実験棟「きぼう」が定常的な運用フェーズに入ったことを踏まえ、これまで複

数部署で実施していた有人宇宙技術の「開発」業務を有人宇宙環境利用ミッション本部有人宇宙技術センタ

ーに集約した（平成 24年 4月）。これにより、技術の継承と活用を効率的に行う体制が整備され、研究能力・
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化に取り組む。 技術能力が向上した。 

・ 航空科学技術の研究開発及び技術支援事業等の一体的な推進による効果的・効率的な成果創出を行うため、

「研究開発本部」の航空関連部門と「航空プログラムグループ」を統合し、「航空本部」として再編すること

とした（平成 25年 4月施行予定（第３期中期計画期間に向けた準備） ）。これにより、関連するリソース

を有効活用し、航空分野の研究能力、技術能力が向上する。 

  （２） 事業企画能力を含む経営・管理能力の強化 

・ 産業連携センターについて、同センター内の２つのグループを統合するとともに、国の海外展開パッケー

ジ施策関連業務がキャパシティー・ビルディング等の技術支援へと拡大し、技術支援等に係る実務的な対応

能力を強化するため事業共通部門として再編した。（平成 24年 4月）。これにより、宇宙航空分野の国際競争

力強化への一層の寄与と産業連携・成果活用と知財管理の一体的推進が可能となった。 

・ 三菱電機株式会社による過大請求事案調査報告書において取りまとめられた再発防止策を踏まえ、契約部

内に契約調査課を設置した（平成 25年 3月）。これにより、従来よりも強化した体制で企業監査を行うこと

が可能となった。 

・ JAXA法改正による主務大臣及び業務内容の追加等を受け、理事長決定により「新事業促進室」を設置した

（平成 25年 3月）。これにより、新たな事業に係る政府機関や民間事業者からの協力・支援要請等に適切か

つ迅速に対処することが可能となった。 

・ 宇宙政策委員会等の議論を踏まえて JAXAの調査分析機能を強化するため、国際部を調査国際部に改組し、

同部内に国内外の宇宙動向に係る調査分析を行う調査分析課を新設することとした（平成 25年 4月施行予定

（第３期中期計画期間に向けた準備））。これにより、従来よりも強化した体制で調査分析業務を行うことが

可能となった。 

 ２） 柔軟かつ機動

的な業務執行を

行うため、本部等

の性格に応じて

本部長等が責任

と裁量権を有す

る組織を構築す

るとともに、業務

運営の効率を高

実績： 

本部、研究所、プログラムグループに、それぞれ責任と裁量権を有した本部長、所長、統括リーダを配置する

とともに、事業共通部門の業務の実施責任者として、統括チーフエンジニア、情報化統括、信頼性統括等を配置

している。また、特定のミッションを達成する手段として、特定の資源を活用して時限的に活動を行うプロジェ

クトチーム体制を整備し、当該プロジェクトに全権を持つプロジェクトマネージャを配置している。一方、時限

的・組織横断的な特定課題に対応するため、理事長決定、本部長決定等により、臨時組織の設置、改廃を行って

いる。 

上記により、職員数が減少するなか、限られたリソースで確実にプロジェクト等を含めた機構事業を実施する

ことができた。 
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くするためにプ

ログラムマネー

ジャ、プロジェク

トマネージャ、研

究統括など、業務

に応じた統括責

任者を置き、組織

横断的に事業を

実施する。 

平成 24年度には、以下のプロジェクトチームの改廃を実施した。 

・ 後方乱気流管制間隔の短縮技術の獲得と基準提案等を目標として、分散型高効率航空交通管理システムに

係る研究開発を行う「DREAMSプロジェクトチーム」を設置。（平成 24年 5月） 

・ 放射線帯中心部での放射線帯のエネルギーの高い粒子（宇宙放射線）の観測を行う「ジオスペース探査衛

星プロジェクトチーム」を設置。（平成 24年 8月） 

・ プロジェクト実施方法の見直しにともない、「小型科学衛星プロジェクトチーム」を「惑星分光観測衛星プ

ロジェクトチーム」に改組。（平成 25年 1月） 

・ プロジェクトの終了に伴い、以下のプロジェクトチームを廃止。 

ASTRO-Gプロジェクトチーム（平成 24年 5月廃止）、LNGプロジェクトチーム（平成 24年 10月廃止）、H-IIB

プロジェクトチーム（平成 24年 11月廃止 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

これまで複数部署で行っていた有人宇宙技術の開発業務を有人宇宙環境利用ミッション本部有人宇宙技術センターに集約し、プロジェクトチーム

の改廃を実行するなど、宇宙航空研究開発の中核機関として、研究能力・技術能力の向上および経営・管理能力の強化を図るための組織運営を行っ

た。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．２．(1)  経費の合理化・効率化 

■中期計画の記載事項 

機構の行う業務について既存事業の徹底した見直し、効率化を進め、一般管理費（人件費を含む。なお、公租公課を除く。）について、平成

19 年度に比べ中期目標期間中にその 15％以上を削減する。また、その他の事業費については、平成 19 年度に比べ中期目標期間中にその５％以

上を削減する。ただし、新規に追加される業務、拡充業務等はその対象としない。 
なお、事業所等については、横浜監督員分室を廃止するとともに、東京事務所及び大手町分室について、管理の徹底及び経費の効率化の観点

から、関係府省等との調整部門等の現在地に置く必要がある部門以外のものを本部（調布市）等に統合することとする。 
さらに、国の資産債務改革の趣旨を踏まえ、野木レーダーステーションについて売却に向けた努力を継続する等、遊休資産の処分等を進める。 

 

担当本部、担当部 経営企画部、財務部、総務部 担当責任者 経営企画部長、財務部長、総務部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

管理業務改革のための具体的指針に従い、一般管理費（人件費を含む。なお、公租公課を除く。）を本年度末までに平成１９年度に比べ 15%以上

削減する。また、新規に追加される業務、拡充業務等を除くその他の事業費については、本年度末までに、平成１９年度と比較して 5%以上を削減す

る。 

組織の見直し、事業の進捗等に合わせて事業所等の見直しを行い、経費の合理化のための努力を継続する。 

東京事務所については、平成２４年度末迄に大手町分室の機能との統合を図った上で移転する。 

また、国の資産債務改革の趣旨を踏まえ、独立行政法人通則法の不要財産国庫納付規定に基づき、野木レーダーステーションについて国庫納付に

向けた調整を進めるなど、遊休資産の処分等を進める。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １） 管理業務改革のための具体的指針に

従い、一般管理費（人件費を含む。なお、

公租公課を除く。）を本年度末までに平

成１９年度に比べ 15％以上削減する。  

実績： 一般管理費は、一般管理業務運営に支障を及ぼさないよう留意しながら東京事務

所等借上げ費用の削減など物件費の節約等を行うことで、平成２４年度は総額約 57

億円とし、平成１９年度の実績（67.16億円）に対し約 15％を削減し、中期計画は

達成した。 
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 ２） 新規に追加される業務、拡充業務等

を除くその他の事業費については、本年

度末までに、平成１９年度と比較して

5％以上を削減する。 

実績： その他の事業費は、プロジェクト等の実施に影響を与えないように留意しながら

設備維持費や事業運営費等を削減することで、平成２４年度は 849億円とし、平成

１９年度の当該予算 901億円に対し約 5.7％を削減し、中期計画は達成した。 

・拡充業務（進捗に応じて拡充のあるもの） ： H-IIB、みちびき、GPM/DPR等 

・新規に追加された業務 ： イプシロンロケット、ALOS-2、ASTRO-H、はやぶ

さ２等。 

 

 ３） 組織の見直し、事業の進捗等に合わ

せて事業所等の見直しを行い、経費の合

理化のための努力を継続する。 

 東京事務所については、平成２４年度

末迄に大手町分室の機能との統合を図

った上で移転する。 

実績： パリ駐在員事務所について、賃貸借契約更新時期（平成２６年５月）に関わらず、

前倒しで２５年度に他の独法等と事務所を共用する等の調整を実施した。また、東

京事務所について、大手町分室の機能と統合を図った上で、移転を行った。（平成

25年 3月末） 

 ４） 国の資産債務改革の趣旨を踏まえ、

独立行政法人通則法の不要財産国庫納

付規定に基づき、野木レーダーステーシ

ョンについて国庫納付に向けた調整を

進めるなど、遊休資産の処分等を進め

る。 

実績： 野木レーダーステーションについて、財務省（九州財務局鹿児島財務事務所）か

らの国庫納付前の措置依頼事項（図面作成・建物調査等）の対応を完了した。また、

関係省庁とも調整の上、第３期中期計画に国庫納付することを明記した。なお、鳩

山宿舎については、国庫納付することで財務省等と調整を行っていたが、鳩山町か

らの要請を受け、東日本大震災の被災者住居として鳩山町へ無償貸与している。 

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

一般管理費においては、東京事務所等借上げ費用削減をはじめとする物件費の節約などにより、平成 24年度実績（人件費を含む。なお、公租公課

を除く。）で、平成 19年度比 15％の削減を実施した。新規、拡充以外のその他事業費においては、平成 19年度比 5.7％の削減を実施した。事業所の

統廃合においては、東京事務所の大手町分室との機能統合による縮小を実施するとともに、野木レーダーステーションについては、関係省庁とも調

整の上、第 3 期中期計画に国庫納付することを明記した。以上のように、既存事業の徹底的な見直し、効率化を進めることにより、年度計画を達成

した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．２．(2)  人件費の合理化・効率化 

■中期計画の記載事項 

「行政改革の重要方針」（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成

18 年法律第 47 号）において削減対象とされた人件費については、平成 22 年度までに平成 17 年度の人件費と比較し、５％以上削減するととも

に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18年 7月 7日閣議決定）に基づき、人件費改革の取組を平成 23年度まで継続する。

ただし、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分及び以下により雇用される任期付職員（以下「総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付

研究者等」という。）の人件費については、削減対象から除く。 

・競争的研究資金または受託研究もしくは共同研究のための民間からの外部資金により雇用される任期付職員 

・国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（平成 18年 3月 28日閣議決定）にお

いて指定されている戦略重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成 17年度末において 37歳以下の研究者をいう。） 

また、役職員については、「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19年 12月 24日閣議決定）を踏まえ、その業績及び勤務成績等を一層反映さ

せる。理事長の報酬については、各府省事務次官の給与の範囲内とする。役員の報酬については、個人情報の保護に留意しつつ、個別の額を公

表する。職員の給与水準については、機構の業務を遂行する上で必要となる事務・技術職員の資質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮した上

で、国家公務員における組織区分別、人員構成、役職区分、在職地域、学歴等を検証するとともに、類似の業務を行っている民間企業との比較

等を行った上で、国民の理解を得られるか検討を行い、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を講じる。また、職員の給与に

ついては、速やかに給与水準の適正化に取り組み、平成 22年度において事務・技術職員のラスパイレス指数が 120以下となることを目標とする

とともに、検証や取組の状況について公表していく。 

担当本部、担当部 人事部 担当責任者 人事部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

役職員の給与・退職金等については、引き続き「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19年 12月 24日閣議決定）を踏まえ、その業績及び勤務成

績等を反映させる。 

理事長の報酬については、各府省事務次官の給与の範囲内とする。役員の報酬については、個人情報の保護に留意しつつ、個別の額を公表する。 

職員の給与水準については、機構の業務を遂行する上で必要となる事務・技術職員の資質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮した上で、国家公

務員における組織区分別、人員構成、役職区分、在職地域、学歴等を検証するとともに、類似の業務を行っている民間企業との比較等を行った上で、

国民の理解を得られるか検討を行う。また、職員の給与について、事務・技術職員のラスパイレス指数は既に中期計画上の目標を達成したが、平成

２４年度においても引き続きラスパイレス指数を引き下げる取組を着実に実施する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）役職員の給与・退職金等については、引き続き

「独立行政法人整理合理化計画」（平成 19年 12月

24 日閣議決定）を踏まえ、その業績及び勤務成績

等を反映させる。 

実績： 人事考課のうちの実績考課（業績）を期末手当（６月、１２月）に、

総合考課（勤務成績）を昇給（１０月）に反映した。また、独法評価結

果についても基準に従い、期末手当・退職金への反映を行った。なお理

事長による内部評価の結果を所属長の人事考課に反映した。 

 ２）理事長の報酬については、各府省事務次官の給

与の範囲内とする。役員の報酬については、個人

情報の保護に留意しつつ、個別の額を公表する。 

実績： 理事長の報酬は、各府省事務次官の給与の範囲内とした。 平成２４

年６月に公開ホームページにおいて役員の報酬を公表した。 

 ３）職員の給与水準については、機構の業務を遂行

する上で必要となる事務・技術職員の資質、人員

配置、年齢構成等を十分に考慮した上で、国家公

務員における組織区分別、人員構成、役職区分、

在職地域、学歴等を検証するとともに、類似の業

務を行っている民間企業との比較等を行った上

で、国民の理解を得られるか検討を行う。また、

職員の給与について、事務・技術職員のラスパイ

レス指数は既に中期計画上の目標を達成したが、

平成２４年度においても引き続きラスパイレス指

数を引き下げる取組を着実に実施する。 

 

実績： 専門業務手当から主任手当に改変し段階的に引下げを実施するととも

に職責手当の引下げを継続して実施し、引き続きラスパイレス指数を下

げるよう努めたところである。また、「国家公務員給与の改定及び臨時特

例に関する法律」への対応を政府からの要請を踏まえ国家公務員と同様

の給与の減額見直しを実施した。減額見直しを４月から開始していれば

ラスパイレス指数は１１８．２程度であったが、法人の自律的・自主的

な労使関係の中で、年度途中に行うこととしたため、ラスパイレス指数

は１２６．４となった。なお、25年度以降は段階的に下がるが、26年度

は減額の終了時期の違いにより大きく下がる見込みである。 
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当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 専門業務手当から主任手当に改変し段階的に引下げを実施するとともに、職責手当の引下げを継続して実施したものの、「国家公務員給与の改定

及び臨時特例に関する法律」に対応した給与減額見直しが 4月からではなく、年度途中からの実施となったため、ラスパイレス指数は 126.4とな

った。 

2. なお、給与減額見直しが年度途中からの実施となった理由が、自立的・自主的な労使関係によるものとあるが、今後は、迅速に年度計画を達成で

きるように、常に労使関係の協調を進めていくことが必要であると考える。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．３ 情報技術の活用 

■中期計画の記載事項 

情報技術及び情報システムを用いて研究開発プロセスを革新し、セキュリティを確保しつつプロジェクト業務の効率化や信頼性向上を実現する。

あわせて、政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ、適切な情報セキュリティ対策を推進する。 

 

また、平成 19年度に策定・公表した「財務会計業務及び管理業務の業務・システム最適化計画」を実施し、業務の効率化を実現すると共に、ス

ーパーコンピュータを含む情報インフラを整備する。 
 

担当本部、担当部 
情報システム部 

情報・計算工学センター 
担当責任者 

情報システム部長 

情報・計算工学センター長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 
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■年度計画記載事項 

情報技術及び情報システムを用いて業務の効率化、確実化及び一層の信頼性向上を図るため、下記を実施する。 

（１）プロジェクト支援の情報化 

宇宙輸送系などのプロジェクトにおける研究開発プロセスの情報化、数値シミュレーション技術の活用による課題解決支援を通じ、プロジェク

ト業務の効率化や信頼性向上を実現する。 

（２）業務運営支援の情報化 

平成１９年度に策定・公表した「財務会計業務及び管理業務の業務・システム最適化計画」（平成２３年度に改訂）を実施し、業務の効率化を

実現する。 

（３）情報インフラの整備・運用 

これまでに整備したコミュニケーション環境の維持・運用を、セキュリティを確保しつつ行う。また、これまでに整備したスーパーコンピュー

タの維持・運用と、次期システムに向けた構想検討を行う。 

（４）情報の蓄積と活用 

機構が有する技術情報などの共有環境について、一層の高度化を図るためのシステムの維持・運用を行う。 

（５） 情報セキュリティ対策 

政府の情報セキュリティ対策における方針を踏まえ定めた、情報システム基準について、職員等への講習及び訓練を通じて理解促進を図るとと

もに、機構が保有する情報システムの確認を行い、改善計画を作成し情報セキュリティ対策を推進する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）プロジェクト支

援の情報化 

 ・宇宙輸送系など

のプロジェクト

における研究開

発プロセスの情

報化、数値シミュ

レーション技術

の活用による課

題解決策を通じ、

プロジェクト業

実績： ・宇宙輸送系などのプロジェクトにおける研究開発プロセスの情報化を推進するとともに、数値シミュ

レーション技術の活用による課題解決を 25件実施し、プロジェクト業務の効率化や信頼性向上に貢献

した。代表的な取り組みを以下に示す。 

・基幹ロケット高度化プロジェクトにおける推進剤の流れ解析 

基幹ロケット高度化プロジェクトにおいて、地上試験では検証が難しい微小重力環境および高真空環

境におけるロケット推進薬タンク内の推進剤の流れを数値シミュレーションで解明した。これにより、

ロケットの打上げ能力を決定するうえで重要な推進薬マージンの定量的な予測が可能となった。 

・リアルタイム OSのフライト実証及び利用 

宇宙用としては世界最高性能の国産 64bitMPUで使用する高信頼性リアルタイム OS（RTOS）を開発し、

これを H-ⅡB3号機に搭載して飛行実証することで、今後の本格的な利用の道筋をつけた。また、RTOS

の試験・検証技術をまとめて作成したハンドブックが、情報処理推進機構（IPA)により広く紹介され、
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務の効率化や信

頼性向上を実現

する。 

自動車産業などの宇宙関係以外の分野でも利用に向けた検討が始まった。 

 ２）業務運営支援の

情報化 

 平成１９年度

に策定・公表した

「財務会計業務

及び管理業務の

業務・システム最

適化計画」（平成

２３年度に改訂）

を実施し、業務の

効率化を実現す

る。 

実績： ・平成23年度に改訂した「財務会計業務及び管理業務の業務・システム最適化計画」に基づき、業務運

営のさらなる効率化と合理化を推進した。特に 24年度は、管理系システムの仮想化サーバへの集約化

を図った。 

効果： ・財務会計及び資産管理システムの仮想化サーバへの集約により、導入前（年額約 1.25億円）に比べて

63%（約 0.85億円）の運用費削減を実現した。 

 ３）情報インフラの

整備・運用 

 これまでに整

備したコミュニ

ケーション環境

の維持・運用を、

セキュリティを

確保しつつ行う。

また、これまでに

整備したスーパ

ーコンピュータ

の維持・運用と、

次期システムに

向けた構想検討

実績： ・セキュリティを確保したコミュニケーション環境の維持・運用の一環として、「JAXA 共通電話サービ

ス」が未整備の小事業所（大樹町、あきる野）への展開を行い、24年度をもって本システムの整備作

業をすべて完了した。 

・JAXAのプロジェクトにおける大規模計算を支えるスーパーコンピュータの運用において、国内トップ

レベルの CPU 利用率（約 93%）を実現した。また、次期中期計画において必要となるスーパーコンピ

ュータの要求仕様を確定し、次期調達に向けた手続きに着手した。 
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を行う。  

 ４）情報の蓄積と活

用 

 機構が有する

技術情報などの

共有環境につい

て、一層の高度化

を図るためのシ

ステムの維持・運

用を行う。 

実績： 機構が有する技術情報などの共有環境について、情報の蓄積と活用の一層の高度化を図るための技術情

報管理支援システムの維持・運用を行った。24年度は、22年度にサービスを開始した一括検索システムの

機能を改善し、資料の検索時間を従来に比べて半分にした。 

 ５） 情報セキュリ

ティ対策 

 政府の情報セ

キュリティ対策

における方針を

踏まえ定めた、情

報システム基準

について、職員等

への講習及び訓

練を通じて理解

促進を図るとと

もに、機構が保有

する情報システ

ムの確認を行い、

改善計画を作成

し情報セキュリ

ティ対策を推進

する。 

実績： ・情報セキュリティ対策の理解促進を図るため、全役職員を対象としたセキュリティ web講習、情報シ

ステム部署責任者等を対象にした集合講習を実施した。 

・情報セキュリティを確保・確認するため、機構が保有する 27の情報システムに対して情報システム対

策の実施状況を監査した。 

・セキュリティ対策を強化する方策（改

善計画）を策定し、JAXA 全体への適用

を図った。 

・平成23年度のウイルス感染事案を受け、

右表に掲げる各種対策を策定し実施し

た。その結果、従来のウイルス対策ソ

フトでは発見できなかった未知のウイ

ルスを 22件検知するなど、感染リスク

の低減を図ることができた。 

・上記の対策を導入中であった平成 24年

11 月、標的型攻撃による新たなウイル

ス感染事案が発生した。また平成 25年

4月に JAXAの外部ユーザ対応用のサー

バーへの不正アクセスを許したことが判明した。 
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当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 70 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ｂ  

1. 基幹ロケット高度化プロジェクトで、地上試験での検証が難しい宇宙空間での推進剤の流れを数値シミュレーションで解明したほか、宇宙用のリ

アルタイム OSを開発し、H-IIB3 号機に搭載して飛行実証するなど、宇宙輸送分野で着実に情報技術を活用した。財務会計、管理業務では、サー

バ仮想化によって約 60％の運用費削減を行い、成果を上げた。 

2. 一方、情報セキュリティ強化対策に取り組んだものの、平成 24年 11月に、新型固体ロケット「イプシロン」、固体ロケット「M5」、大型ロケッ

ト「H-IIA」「H-IIB」の技術情報が流出したことが判明した。ロケット技術はミサイル転用の懸念もある。安全保障面から事態を深刻に受け止め、

一層の対策に取り組むべきだと考える。 

 

こうしたことから、年度目標を達成したとは言えない。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．４．(1) 内部統制・ガバナンスの強化のための体制整備 

■中期計画の記載事項 

監事の在り方等を含む内部統制の体制について検討を行い、情報セキュリティを考慮しつつ、適正な体制を整備する。また、機構の業務及び

そのマネジメントに関し、国民の意見を募集し、業務運営に適切に反映する機会を設ける。 
 

担当本部、担当部 総務部 担当責任者 総務部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

内部統制の体制については、これまでに整備した体制を維持・運用し、情報セキュリティを考慮しつつ不断のリスクの評価及び縮減等の活動を行

うともに、継続的に活動の点検・改善に取り組む。 

また、機構の業務及びそのマネジメントに関し、機構公開ホームページ、タウンミーティング、シンポジウムなどを国民の意見を聞く機会と捉え、

その結果を経営層の中で共有し業務運営に適切に反映する仕組みを維持する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）内部統制の体制

については、これ

までに整備した

体制を維持・運用

し、情報セキュリ

ティを考慮しつ

つ不断のリスク

の評価及び縮減

等の活動を行う

ともに、継続的に

活動の点検・改善

に取り組む。 

実績： 

①内部統制体制の維持運用 

・機構の事業に影響を及ぼし得るリスクを業務の形態、運用状況を踏まえて総合的に管理するため、職場安全

の確保、セキュリティ管理等の「一般業務」とプロジェクト等の「研究開発業務」のそれぞれの業務に対応

した内部統制の体制を維持運用した。 

・一般業務においては、機構として重点的に管理すべき複数の代表的なリスクを抽出し、それらに対するリス

ク縮減活動を各部の組織目標に組み込むなどして進捗管理を実施した。さらに、各部における対応状況につ

いて、総合リスク対応チームや評価・監査室などによるモニタリングのほか、年度末に 24年度の状況の確認

を行った。 （24年度における一般業務において重点的に管理すべきリスクは下表のとおり） 
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・これらのうち、「ICT・セキュリティリスク」については、ウィルス感染事案の発生（平成 24年 11月に判明）

を許したことを踏まえ、再発防止に向けて、情報システムの抜本的な見直し、情報セキュリティに関する運

用ルールの充実及び職員教育の徹底等を行い、情報セキュリティ強化に取り組んだ。 

・その他の重点的に管理すべきリスクに対しては、相談窓口の設置やセキュリティ教育などのリスク縮減活動

を通じて、 リスクの顕在化のおそれがある場合も適切な措置がとられており、機構の事業に影響を及ぼす

ような事象は発生しなかった。 

・なお、平成 24年 1月、三菱電機株式会社から機構との契約において過大請求を行っていたとの報告があった

事案については、速やかに対策本部を立ち上げ特別調査を実施し、不正行為の具体的な内容を明らかにして

過払い額を算定するとともに、再発防止策を定め、12月に報告書を取りまとめた。また、この再発防止策の

実効性及びその初期段階の実施に関する意見を得るための外部委員会を平成 25年 1月に設置し、1年程度を

目途に理事長へ報告書が提出される予定。 

②活動の点検・改善 

・さらなる改善に向け、リスクマネジメントの必要性、基礎がわかる外部講師による研修を行うと共に、各部

署におけるリスク管理について総点検を行い、対応状況の確認を行うとともに、平成 25年度に重点的に管理

すべきリスクの検討を行ったところであるが、結果として平成 25年度に以下の「ICT・セキュリティリスク」、

「職員の法令違反等リスク」が顕在化し対処しているところ。 

・平成 25 年 4 月、JAXA のサーバーへ外部から不正アクセスがあったことが判明。現在、原因及び影響等につ

いて調査を行っている。 

・平成 25年 5月、当機構に勤務する主任研究員が発注先と共謀のうえ、当機構から現金をだまし取った疑いで

逮捕された。これを受け、同日付で本件に関する対策委員会を設置し、調査及び再発防止策の検討を行って

いる。なお、同研究員は同年６月に起訴された。 

 ２） 機構の業務及

びそのマネジメ

ントに関し、機構

公開ホームペー

ジ、タウンミーテ

ィング、シンポジ

ウムなどを国民

の意見を聞く機

実績： 

・機構の公開ホームページにて閲覧者からの意見を収集するとともに、タウンミーティング（計 16回開催）、

ＪＡＸＡシンポジウム（計 3回開催）をはじめとする各種会合の開催や、「宇宙事業に関する国民の意識調査」

を実施し、国民の意見を幅広く聞く機会を設けた。聴取した意見については理事会議において経営層が共有

し、業務運営に適正に反映する仕組みを維持した。 
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会と捉え、その結

果を経営層の中

で共有し業務運

営に適切に反映

する仕組みを維

持する。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ｂ  

1. 重点的に管理すべき 10項目のリスクを抽出し、各部署で取り組んだ。しかし、「ICT・セキュリティリスク」については、ウイルス感染によって

新型固体ロケットなど各種ロケット技術が流出したことが判明し、「取引先の不正行為によるリスク」については契約企業による過大請求事件、

「職員の法令違反等のリスク」に関しては主任研究員による不正経理事件が発生した。これらのことから、年度目標を達成したとは言えず、さら

なる内部統制・ガバナンス強化のための体制整備が必要であり、特に ITセキュリティ対策、契約に関する監査強化などに取り組む必要がある。 

2. 一方、国民の意見を募集し、業務運営に反映する取り組みについては、タウンミーティング、シンポジウムの開催を通じて着実に実施した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．４．(2) 内部評価及び外部評価の実施 

■中期計画の記載事項 

事業の実施に当たっては、内部評価及び海外の有識者を適宜活用した外部評価を実施して業務の改善等に努める。内部評価に当たっては、社

会情勢、社会的ニーズ、経済的観点等の要素も考慮して、必要性、有効性を見極めた上で、事業の妥当性を評価する。評価の結果は、事業計画

の見直し等に的確にフィードバックする。特に、大学共同利用システムを基本とする宇宙科学研究においては、有識者による外部評価を十分に

業務運営に反映させる。 
 

担当本部、担当部 評価・監査室 担当責任者 評価・監査室長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

事業の実施に当たっては、内部評価及び外部評価を実施して業務の改善等に努める。 

内部評価に当たっては、社会情勢、社会的ニーズ、経済的観点等の要素も考慮して、必要性、有効性を見極めた上で、事業の妥当性を評価する。

評価の結果は、事業計画の見直し等に的確にフィードバックする。特に、大学共同利用システムを基本とする宇宙科学研究については、本中期計画

期間中の成果について海外の有識者を交えた外部評価を行うとともに、外部研究者等を含む委員会評価を行い、業務運営に反映する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）事業の実施に当

たっては、内部評

価及び外部評価

を実施して業務

の改善等に努め

る。内部評価に当

たっては、社会情

勢、社会的ニー

ズ、経済的観点等

の要素も考慮し

実績：  

事業の実施に当たっては、各階層における内部評価や外部委員を交えた外部評価の実施を通じて事業の妥当性

を評価し、評価結果を事業計画や研究の見直し等にフィードバックして、業務の改善に努めた（主な反映事例は

次頁参照）。 

・平成 23年度の実績について、約 2か月間にわたり、研究・プログラムから部署・組織単位の多様なレベルの

内部評価を実施し、独立行政法人評価委員会に報告。評価結果に対する対応策をとりまとめ、事業計画の見

直し等に反映。 

・基盤研究、月・惑星探査プログラム、航空プログラムについては、外部委員を交えた外部評価において、事

業（研究）計画及び成果を評価し、評価結果を研究の優先順位づけや資金配分に反映するとともに、事業（研

究）計画の見直し等に反映した。 
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て、必要性、有効

性を見極めた上

で、事業の妥当性

を評価する。評価

の結果は、事業計

画の見直し等に

的確にフィード

バックする。 

 

 ２） 特に、大学共

同利用システム

を基本とする宇

宙科学研究につ

いては、本中期計

画期間中の成果

について海外の

有識者を交えた

外部評価を行う

とともに、外部研

究者等を含む委

員会評価を行い、

業務運営に反映

する。 

実績：  

・宇宙科学研究については、本中期計画期間中の成果について、事前の評価プロセスを経て、平成 24年 10月

24～25日に海外有識者を交えた外部評価を実施（委員構成：海外 8名、国内 8名）。特に成果の質的妥当性、

成果を生み出すプロセス（組織・制度）、国際活動の展開といった観点から幅広く評価を受けた。評価結果に

ついては、英文の報告書としてとりまとめ、広くインターネットで公開するとともに、第 3 期中期計画の業

務運営に反映。 

・上記の外部評価委員会以外に、宇宙科学研究については、外部研究者等を含む、下記の委員会評価を実施し、

結果を業務運営に反映した。 

宇宙理学委員会（５回）、宇宙工学委員会（５回）、宇宙環境利用科学委員会（４回）  

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 
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  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

内部評価および外部評価を着実に実施した。宇宙科学研究については、海外の有識者もまじえて外部評価を実施し、業務に反映した。年度目標を

達成した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．４．(3) プロジェクト管理 

■中期計画の記載事項 

プロジェクト移行前の研究段階において経営判断の下で適切なリソース投入を行い、十分な技術的リスクの低減（フロントローディング）を

実施する。また、プロジェクトへの移行に際しては、各部門から独立した評価組織における客観的評価を含め、その目的と意義及び技術開発内

容、リスク、資金、スケジュールなどについて、経営の観点から判断を行う。プロジェクト移行後は、経営層による定期的なプロジェクトの進

捗状況の確認等を通じて、コストの増大を厳しく監視し、計画の大幅な見直しや中止をも含めた厳格なプロジェクト管理を行う。また、計画の

見直しや中止が生じた場合には、経営層における責任を明確化するとともに、原因の究明と再発防止を図る。 
なお、宇宙開発委員会等が行う第三者評価の結果を的確にフィードバックする。 

 

担当本部、担当部 
経営企画部 

システムエンジニアリング推進室 
担当責任者 

経営企画部長 

システムエンジニアリング推進室長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

プロジェクト移行前の研究段階において経営判断の下で適切なリソース投入を行い、十分な技術的リスクの低減（フロントローディング）を実施

する。また、プロジェクトへの移行に際しては、各部門から独立した評価組織における客観的評価を含め、その目的と意義及び技術開発内容、リス

ク、資金、スケジュールなどについて、経営の観点から判断を行う。プロジェクト移行後は、経営層による定期的なプロジェクトの進捗状況の確認

等を通じて、コストの増大を厳しく監視し、計画の大幅な見直しや中止をも含めた厳格なプロジェクト管理を行う。また、プロジェクトの終了に際

しては、実施結果について経営の観点から評価を行うとともに、機構横断的な教訓の継承等を図る。また、計画の見直しや中止が生じた場合には、

経営層における責任を明確化するとともに、原因の究明と再発防止を図る。 

なお、宇宙開発委員会等が行う第三者評価の結果を的確にフィードバックする。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）プロジェクト移行前の研究段階にお

いて経営判断の下で適切なリソース投

入を行い、十分な技術的リスクの低減

（フロントローディング）を実施する。

実績： プロジェクト移行前の研究段階において、厳しい予算状況の中で事業の優先度や

個々の計画の詳細な内容・リソース配分の適切性などを経営層において総合判断し、

その結果に基づき、設計検討や要素試験の実施等、個々のプロジェクトの潜在的な

技術リスクの低減（フロントローディング）を、２４年度に計４件（ALOS-3、GOSAT
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また、プロジェクトへの移行に際して

は、各部門から独立した評価組織にお

ける客観的評価を含め、その目的と意

義及び技術開発内容、リスク、資金、

スケジュールなどについて、経営の観

点から判断を行う。  

後継機、SELENE-2、SPICA）実施した。 

 また、「ジオスペース探査衛星プロジェクト」について、各部門から独立したチー

フエンジニアオフィス及び経営企画部等による客観的評価を含め、目的と意義、技

術開発内容、リスク、資金、スケジュールなどについて、経営審査を実施し、その

結果について理事会議に附議を行い、「プロジェクト移行」を決定した。 

 

 ２）プロジェクト移行後は、経営層によ

る定期的なプロジェクトの進捗状況の

確認等を通じて、コストの増大を厳し

く監視し、計画の大幅な見直しや中止

をも含めた厳格なプロジェクト管理を

行う。また、プロジェクトの終了に際

しては、実施結果について経営の観点

から評価を行うとともに、機構横断的

な教訓の継承等を図る。 また、計画の

見直しや中止が生じた場合には、経営

層における責任を明確化するととも

に、原因の究明と再発防止を図る。 

実績： プロジェクト移行後は、四半期ごとにプロジェクトマネージャから理事長へ、プ

ロジェクトの進捗状況、資金状況、技術課題等を直接報告（４回開催 計４６件）

し、経営層が厳しくコストを管理するとともに、計画の継続可否・見直し要否等の

確認を行うなど厳格なプロジェクト管理を行った。この結果、２４年度に計画変更

が必要とされた６つのプロジェクトについて、計画変更審査を行った。 

 また、プロジェクトを終了した「ＬＮＧプロジェクト」「Ｈ-ⅡBプロジェクト」「HTV

プロジェクト」ついて、平成 23年度に制度化した「プロジェクト終了審査」を実施

し、目標達成状況、資源投入妥当性及び機構横断的に承継すべき教訓・知見の識別

状況等の結果について組織経営の視点から評価を行い、その結果を理事会議に附議

し、プロジェクトの終了を決定した。 

 ３）宇宙開発委員会等が行う第三者評価

の結果を的確にフィードバックする。  

実績： 24 年度は、航空分野の「静粛超音速機技術の研究開発」に関して、科学技術・学

術審議会航空科学技術委員会の中間評価を受け、「ICAO（国際民間航空機関）のソニ

ックブーム基準策定に本研究成果を積極的に反映すべき」などの評価結果に対し、 

ICAO の超音速機タスクグループのメンバとして会議に参加し、研究の成果を積極的

に反映させるとともに、平成 26年に開催予定のソニックブーム国際ワークショップ

の日本側の幹事となるなど、的確に反映した。なお、宇宙開発委員会の第三者評価

は本年度は実施されなかった。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. プロジェクト移行前の計画については、経営層の総合判断の結果に基づき、技術リスクの低減（フロントローディング）を、24年度に計 4件実施
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した。また、「ジオスペース探査衛星プロジェクト」の目的、意義、資金、リスク、スケジュールなどの経営審査を行い、プロジェクト移行を決

定した。進行中のプロジェクトに関しては、4 半期ごとにプロジェクトマネージャから理事長に状況を報告し、継続や見直しが必要どうかの管理

を行った。LNGエンジン、H-IIBロケット、HTVに関しては、プロジェクト終了審査を行い、終了を決定した。 

2. 経営陣の確認のもとで、適切にプロジェクト管理を行っており、年度目標を達成した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅱ．４．(4) 契約の適正化 

■中期計画の記載事項 

「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえ、機構の締結する契約については、真にやむを得ないものを除き、原則として一般競争入札等によ

ることとする。また、同計画に基づき、機構が策定した随意契約見直し計画に則り、随意契約によることができる限度額等の基準を国と同額と

する。一般競争入札等により契約を締結する場合であっても、真に競争性、透明性が確保されるよう留意する。随意契約見直し計画の実施状況

を含む入札及び契約の適正な実施については、監事による監査を受けるとともに、財務諸表等に関する監査の中で会計監査人によるチェックを

要請する。また、随意契約見直し計画の実施状況をWeb サイトにて公表する。 
 

担当本部、担当部 契約部 担当責任者 契約部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえ、機構の締結する契約については、真にやむを得ないものを除き、原則として一般競争入札等によるこ

ととする。なお、一般競争入札等により契約を締結する場合であっても、真に競争性、透明性が確保されるよう留意する。また、契約監視委員会に

よる契約の点検見直しを受けて策定した新たな随意契約等見直し計画を着実に実施する。入札及び契約の適正な実施について、監事による監査を受

けるとともに、実施状況をウェブサイトにて公表する。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 年度計画  「独立

行政法人整理合

理化計画」を踏ま

え、機構の締結す

る契約について

は、真にやむを得

ないものを除き、

原則として一般

競争入札等によ

実績（随意契約の見直し状況）： 

平成２４年度の契約実績における随意契約割合（金額比）は２０．９％であり、随意契約見直し計画上の随

契割合目標値（３７．３％）を達成した。 
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ることとする。な

お、一般競争入札

等により契約を

締結する場合で

あっても、真に競

争性、透明性が確

保されるよう留

意する。また、契

約監視委員会に

よる契約の点検

見直しを受けて

策定した新たな

随意契約等見直

し計画を着実に

実施する。入札及

び契約の適正な

実施について、監

事による監査を

受けるとともに、

実施状況をウェ

ブサイトにて公

表する。 

 

実績（競争性・透明性の確保）： 

①競争契約について、公告を行う前に契約担当者がチェックシートを用いて、競争を妨げる要因がないか自己

点検を行う取組みを実施。また、競争契約にかかる仕様書を受領した業者を対象に、調達手続きに競争を阻

害する要素がなかったかを調査するために、ウェブアンケートを実施。 

②電子入札システム・調達情報メール配信サービスにより、競争性・透明性の拡大を図った。 
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  実績（監事監査の状況、契約監視委員会による点検） ： 

①契約審査委員会の審査結果（契約相手方選定理由の妥当性、１者応札・応募または９５％以上の高落札率案

件等）について監事に報告して監査を受け、必要な対応を行った。 

②監事および外部有識者で構成する契約監視委員会により、随意契約等見直し計画の実施状況フォローアップ

として、平成２４年度の随意契約および一者応札・応募案件の点検を受け、必要な対応を行った。 

 

  実績（契約の適正性にかかるウェブサイト公表状況）：  

 政府方針等に則って公開することとしていた契約情報について、以下のとおりウエブサイト上に公表した。 

①少額随契基準を超える全ての契約（機構の行為を秘密にする必要があるものを除く）について調達方式、契

約相手方、随意契約理由等の情報を契約締結から７２日以内に公表した。 

②上記に加え、一定の関係を有する法人との取引状況にかかる情報についても契約締結から７２日以内に公表

した。 
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③契約監視委員会における審議概要について、平成２３年度分を平成２４年７月に公表した。平成２４年度分

は平成２５年度に公表予定。 

④競争契約について仕様書を受領した業者を対象に実施したウェブアンケートの結果を平成２４年７月に公表

した。 

 

  特記事項（過大請求事案への対応状況等）：  

①平成２４年１月、三菱電機株式会社から、当機構との契約において費用の過大請求を行っていたとの報告を

受けた。契約の適正性確保の観点から、機構内に立ち上げた対策本部の下、事案の具体的な内容の明確化及

び過大請求額の確定・返還に向け、調査を進めた。 

②平成２４年１２月、調査報告及び再発防止策を発表した。 

③平成２５年１月、既に算定済みの過払い額に違約金等を合わせ三菱電機に請求し入金を確認した。 

④策定した再発防止策について、外部委員会の意見等を踏まえつつ具体化を実施中であり、契約調査課の設置

やプロジェクトコスト検討体制の整備、制度調査・原価監査手順書等の制定など可能なものから実施した。 

⑤平成２５年５月、当機構に勤務する主任研究員が発注先と共謀のうえ、当機構から現金をだまし取った疑い

で逮捕された。これを受け、同日付で本件に関する対策委員会を設置し、調査及び再発防止策の検討を行っ

ている。なお、同研究員は同年６月起訴された。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ｂ  

1. 随意契約の割合が 20.9％であり、中期計画目標としてきた数値「37.3％」を達成した。一般競争入札等における競争性・透明性の確保についての

取り組みは計画通り着実に実施しているが、競争入札のうち、1者応札の契約が 7割を超えており、依然として多い。 

2. 契約企業による過大請求事件、主任研究員が 100万円未満の小口の業務発注で随意契約を繰り返して代金を詐取し、逮捕・起訴される事件が起き

た。 

3. チェック体制の構築など再発防止につとめる必要がある。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅶ．１ 施設・設備に関する事項 

■中期計画の記載事項 

平成 20 年度から平成 24 年度内に整備・更新する施設・設備は次の通りである。 
 

（単位：百万円） 
施設・設備の内容 予定額 財源 

宇宙・航空に関する打上げ、追跡・管制、試験その他の

研究開発に係る施設・設備 
３４，７９３ 

 
施設整備費補助金 

 
[注]金額については見込みである。 

 

担当本部、担当部 施設設備部 担当責任者 施設設備部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

－ 

■年度計画記載事項 

以下に示す施設・設備の整備・老朽化更新等を重点的に実施する。 

（１）セキュリティ対策施設設備の整備（内之浦宇宙空間観測所、種子島宇宙センター） 

（２）施設設備の整備・改修（宇宙輸送、追跡管制、技術研究、宇宙科学研究） 

（３）用地の取得（種子島宇宙センター、筑波宇宙センター） 

（４）施設設備の老朽化更新等（宇宙輸送、追跡管制、技術研究、宇宙科学研究、共通施設設備） 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １） セキュリティ

対策施設設備の

整備（内之浦宇宙

空間観測所、種子

島宇宙センター） 

実績：各事業所の重要施設等の防犯・防護の強化対策として、セキュリティ対策施設設備の整備を計画どおりに

実施。 

・内之浦宇宙空間観測所のセキュリティ対策施設設備の整備を完了。（平成 23年度着手） 

・種子島宇宙センターと内之浦宇宙空間観測所のセキュリテイシステムの強化整備を完了。 
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 ２） 施設設備の整

備・改修（宇宙輸

送、追跡管制、技

術研究、宇宙科学

研究） 

実績： 東日本大震災の復旧工事を計画どおり完了するとともに、イプシロンロケット､各種衛星等の確実な開発、

打上げ、運用、研究開発の推進に必要な施設設備の整備・改修を計画どおりに実施し、事業の着実な進捗に貢

献。 

１宇宙輸送 

①イプシロンロケット等の打上げに伴う内之浦宇宙空間観測所の保安設備等の整備を完了。（平成 23年度着手） 

②イプシロンロケット輸送時の荷重に耐えられるよう、内之浦宇宙空間観測所の五運橋の補強を完了。 （平成

23年度着手）  

③イプシロンロケット打上げ関連設備の整備と増強改修を行った。 

・宮原多目的支援棟、CVCF及び通信インフラの整備を完了。 

・宮原地区の電源設備の増強改修及び衛星電源試験用管制装置の更新を完了。 

④種子島宇宙センター固体ロケット組立用施設設備増強改修を実施。（平成 25年度完了予定） 

⑤種子島宇宙センター新大崎発電所建設のうち発電設備、燃料タンク等の整備を実施。（平成 25年度及び平成 26

年度完了予定） 

２追跡管制 

①勝浦宇宙通信所 S／X帯送受信測距設備の内、空中線基礎整備を完了。 

②臼田宇宙空間観測所 64m系及び内之浦 34m系の設備の追加整備等を完了。 

３技術研究 

①調布航空宇宙センター航空推進 1号館と工作棟の耐震補強工事を実施。 （平成 25年度完了予定） 

②大型風洞（6.5m×5.5m低速風洞）の制御及びインバータ盤の更新を完了。（平成 23年度着手） 

４宇宙科学研究 

①内之浦宇宙空間観測所衛星局管制設備の整備を完了。  

 ３）用地の取得（種

子島宇宙センタ

ー、筑波宇宙セン

ター） 

実績：種子島宇宙ｾﾝﾀｰ周辺の民有地及び筑波宇宙ｾﾝﾀｰの取得を実施。 

・種子島宇宙ｾﾝﾀｰのロケット打上げ時の警戒区域（射点 3km内）の民有地について、今年度は約 0.5haを取得。 

・独立行政法人都市再生機構より借り受けていた筑波宇宙センター用地約 6.6ha を取得し、すべての用地の取

得完了。 

 ４）施設設備の老朽

化更新等（宇宙輸

送、追跡管制、技

術研究、宇宙科学

実績：施設設備の老朽化状況の診断・評価をもとに、老朽化に伴う故障や機能低下を防いで、作業の安全で安心

な作業の遂行やロケット、衛星等の開発、打上げ、運用及び研究開発の確実な進捗を図ることを目的とし、合

わせて施設設備の機能向上やライフサイクルコストの縮減に配慮した更新計画を立案、その優先順位に基づき

老朽化更新を実施した。また、空調設備や電気設備の更新により温暖化効果ガスの発生量や電力消費量の抑制
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研究、共通施設設

備） 

に寄与した。 

 

１宇宙輸送 

①種子島宇宙センター高圧ガス貯蔵供給設備の老朽化更新を実施。 

②その他、鹿児島宇宙センターの射点設備等の老朽化更新を完了。 

２追跡管制 

①内之浦宇宙空間観測所受変電設備の老朽化更新を実施。（平成 25年度完了予定） 

②その他、新地上ネットワーク設備等の老朽化更新を実施。（平成 25年度完了予定） 

３技術研究 

①調布航空宇宙センター飛行場分室ポンプ室の老朽化更新を実施。（平成 25年度完了予定） 

②その他、角田宇宙センター試験設備等の老朽化更新を実施。 

４宇宙科学研究 

①相模原キャンパス自家発電設備の老朽化更新を実施。（平成 25年度完了予定） 

②相模原キャンパス飛翔体環境試験棟の空調設備の老朽化更新を実施。（平成 25年度完了予定） 

③その他、相模原キャンパス及び能代ロケット実験場の試験設備等の老朽化更新を実施。 

５共通施設設備 

①筑波宇宙センター構造試験棟、電子機器・部品試験棟の空調設備の老朽化更新を実施。（平成 25年度完了予定） 

②筑波宇宙センター電子機器・部品試験棟の受変電設備の老朽化更新を完了。 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
7,096(百万円) 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

セキュリティ対策設備の整備、イプシロンロケット打ち上げ射場をはじめとする施設設備の整備・改修、打ち上げ時の警戒区域の用地等の一部取

得、施設設備の老朽化更新などの作業は計画通りに実施され、中期目標で 24年度に予定された目標は達成されたと判断し、A判定とした。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅶ．２ 人事に関する計画 

■中期計画の記載事項 

（１） 方針 
高い専門性や技術力を持つ研究者・技術者、プロジェクトを広い視野でマネジメントする能力を持つ人材を育成するとともに、ニーズ指向の

浸透を図り、機構の一体的な業務運営を実現するため、以下をはじめとする人事制度及び研修制度の整備を行う。 
 

・人材育成委員会を運営し、キャリアパスの設計、職員に対するヒアリングの充実、外部人材の登用及び研修の充実等、人材のマネジメント

に関して恒常的に改善を図る。 
・機構内認証制度を整備し、中期目標期間中に全職員が、プロジェクト管理能力、システムズエンジニアリング能力、専門技術・基礎研究能

力又は事務管理系能力等のいずれかの分類で知識・能力を有することの認証を受ける。 
 

また、円滑な業務遂行を行うため、以下の措置を講じる。 
 

・幅広い業務に対応するため、組織横断的かつ弾力的な人材配置を図る。 
・人材育成、研究交流等の弾力的な推進に対応するため、任期付研究員の活用を図る。 

 

（２） 人員に係る指標 
業務の合理化・効率化を図りつつ、適切な人材育成や人材配置等を推進する。 

（参考） 

 中期目標期間中の人件費総額見込み  ８４，９１６百万円 

 ただし、上記の額は、「行政改革の重要方針」及び「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」において削減対

象とされた人件費から総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等を除いた人件費を指す。なお、上記の削減対象とされた人件費と

総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等の人件費とを合わせた総額は９５，０２５百万円である。（国からの委託費、補助金、

競争的研究資金及び民間資金の獲得状況等により増減があり得る。） 

 

担当本部、担当部 人事部 担当責任者 人事部長 
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■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

以下をはじめとする人事制度及び研修制度の整備を行う。 

（１）人材育成委員会を運営し、キャリアパスの設計、職員に対するヒアリングの充実、外部人材の登用及び研修の充実等、人材マネジメント

に関して恒常的に改善を図る。 

（２）プロジェクト管理能力、システムズエンジニアリング能力、専門技術・基礎研究能力又は事務管理能力等の知識・能力について基礎レベ

ル及び高度レベルの認証を引き続き実施し、全職員がいずれかの分類で知識・能力を有することの認証を受けることを目指す。 

また、円滑な業務遂行を行うため、以下の措置を講じる。 

 幅広い業務に対応するため、組織横断的かつ弾力的な人材配置を図る。 

 人材育成、研究交流等の弾力的な推進に対応するため、任期付研究員の活用を図る。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）人材育成委員会を運営し、キ

ャリアパスの設計、職員に対す

るヒアリングの充実、外部人材

の登用及び研修の充実等、人材

マネジメントに関して恒常的に

改善を図る。 

実績： 人事育成委員会を運営し、人材マネジメントの改善として、人材公募制度の改善（対象

年齢の拡充）や、研究員の人事考課に研究実績をより重視する方式を導入するなどの改善

を図った。外部人材の登用については、公募による常勤招聘採用を含め、出向、招聘等で

のべ 804名の人事交流を行い、幅広い人材の登用に努めた。 

 次期中期目標期間に向けた人材育成方針の見直しを行い、現場経験機会の確保、上長の

部下育成意識の向上、技術伝承の促進、長期的な育成計画に対応するための育成カルテの

導入等、人材育成上の改善事項を方針に盛り込んだ。 

 研修については、管理職の部下指導や後進育成に関する研修メニューを充実させる等、

内容面での見直しを加えた。平成 24年度は管理職を含め、のべ 603名が研修を受講した。 

 

 ２）プロジェクト管理能力、シス

テムズエンジニアリング能力、

専門技術・基礎研究能力又は事

務管理能力等の知識・能力につ

いて基礎レベル及び高度レベル

の認証を引き続き実施し、全職

実績： 基礎レベル認証を継続するとともに、認証促進の活動を継続し、認証率 99％（平成 24年

度末）に高めた（平成 23年度末 73%）。 

 また、平成 23年度に開始した高度レベル認証についても、認証委員会による評価を実施

し、今年度新たに 12名（計 40名）を認証した。 
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員がいずれかの分類で知識・能

力を有することの認証を受ける

ことを目指す。 

 ３）また、円滑な業務遂行を行う

ため、以下の措置を講じる。 

・幅広い業務に対応するため、組

織横断的かつ弾力的な人材配置

を図る。 

・人材育成、研究交流等の弾力的

な推進に対応するため、任期付

研究員の活用を図る。 

実績： 人材育成委員会で設定された人員配置計画を踏まえ、組織横断的かつ弾力的な人材配置

を実施した。本部をまたぐ技術系職員の人事異動は 72件であった。任期付きプロジェクト

研究員 43名、招聘研究員 102名を各プロジェクトや研究開発部門に配置する等、積極的に

任期付き研究員を活用し、研究交流を推進した（人数は平成 24年 4月 1日時点）。 

 

当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
－ 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

1. 人材育成委員会の運営を通して、人材公募制度の改善、研究員の人事考課の改善、研修の充実及び外部の人材登用等を実施し、人材マネジメント

に関して、恒常的に改善を図った。具体的には、外部の人材登用については、804名の人事交流の実施し、研修についてはメニューの充実、内容

面の見直しを加え、のべ 603名が研修を受講した。 

2. 機構内認証制度を継続的に運用し、平成 24年度については、基礎レベル認証の認証率は、99％となった。また、平成 23年度より開始した高度レ

ベル認証は、平成 24年度において、新たに 12名を認証した。 

3. 平成 24年度は、本部間人事異動を 72件実施し、組織横断的かつ弾力的な人材配置を実施した。また、任期付研究員等 145名を各プロジェクトや

研究開発部門に配置し、任期付研究員の活用を図った。 

 

以上により、人事に関する計画は、中期計画にしたがって、着実に実施していると考え、Aと判定した。  
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平成 24年度 宇宙航空研究開発機構の業務実績に関する項目別評価調書 

中期計画の該

当項目 
Ⅶ．３ 安全・信頼性に関する事項 

■中期計画の記載事項 

ミッションに影響する軌道上故障や運用エラーを低減し、ミッションの完全な喪失を回避するため、以下のとおり経営層を含む安全・信頼性の

向上及び品質保証活動を推進する。なお、万一ミッションの完全な喪失が生じた場合には、経営層における責任を明確化するとともに、原因の究

明と再発防止を図る。 
 

・ISO9000 等の品質マネジメントシステムを確実に運用し、継続的に改善する。また、宇宙技術の民間移管やプライム契約方式に対応した安全・

信頼性要求と調達体制の整備が可能な品質マネジメントシステムを整備する。 
・安全・信頼性教育・訓練を継続的に行い、機構全体に自らが安全・ミッション保証活動の主体者であるという意識向上を図る。 
・機構全体の安全・信頼性に係る共通技術データベースの充実、技術標準・技術基準の維持・改訂等により技術の継承・蓄積と予防措置の徹底、

事故・不具合の低減を図る。特に、システムに占める割合が大きくなり、また機能が複雑になってきているソフトウェアの品質の向上に努め

る。 
 

また、打上げ等に関して、国際約束、法令及び宇宙開発委員会が策定する指針等に従い、安全確保を図る。 
 

担当本部、担当部 安全・信頼性推進部 担当責任者 安全・信頼性推進部長 

■中期目標期間における実施計画（５年間での実施予定） 

 

■年度計画記載事項 

ミッションに影響する軌道上故障や運用エラーを低減し、ミッションの完全な喪失を回避するため、経営層で構成する信頼性推進会議を運営し、

下記の安全・信頼性向上及び品質保証活動を展開する。なお、万一ミッションの完全な喪失が生じた場合には、経営層における責任を明確化すると

ともに、原因の究明と再発防止を図る。 

品質マネジメントシステムを外部審査機関による認証維持、内部監査、マネジメントレビュー等で確認・改善しつつ運用することで業務の不断の

改善を行う。システム・機器の特性を考慮し、部品・ソフトウェアを含む安全･信頼性・品質保証要求を適時見直すとともに、要求解説、ガイドライ

ン等を作成、維持し活用を図る。 

安全・信頼性教育・訓練については、より実戦的な研修プログラムにすることで安全・ミッション保証活動の重要性を認識させ、自らがその主体

者であるという意識向上を進める。 
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機構全体の安全・信頼性に係る共通技術データベースを活用し、軌道上不具合等の分析・展開、信頼性技術情報の発行等を速やかに行うことで、

予防措置に資する。また、技術標準・技術基準について技術動向を踏まえ最新状態を維持し、プロジェクトでの活用を促進・支援するとともに、公

開を拡大する。ソフトウェア開発に関し、標準に準じた開発を推進しシステム開発初期からの活動を充実させるとともに、IV&V（独立検証及び有効

性確認）、アセスメント等の実施結果を反映しソフトウェア品質を向上させる。 

また、打上げ等に関して、国際約束、法令及び宇宙開発委員会が策定する指針等に従い、安全審査委員会を中心に安全確保を図る。 

■各事業年度又は中期目標の期間における小項目ごとの実施結果 

小項目 達成目標 達成目標に対する実施結果（具体的数値があれば記入） 

 １）ミッションに影響する軌道上故障や運用エラー

を低減し、ミッションの完全な喪失を回避するた

め、経営層で構成する信頼性推進会議を運営し、

下記の安全・信頼性向上及び品質保証活動を展開

する。なお、万一ミッションの完全な喪失が生じ

た場合には、経営層における責任を明確化すると

ともに、原因の究明と再発防止を図る。  

実績： 

① 理事長を長とする信頼性推進会議を９回開催し、当該年度の打上に係る安

全・信頼性評価、宇宙用電子部品総合対策、設計標準適用推進、H-2A ロケッ

トアビオニクス（電気系機器）不具合撲滅活動、品質マネジメントシステム

の運用改善等に関し、経営層が深く関与することで、打上げの成功及び打上

げから 10カ月以上経過した「しずく」の軌道上不具合ゼロ等の成果達成に寄

与。 

 ２）品質マネジメントシステムを外部審査機関によ

る認証維持、内部監査、マネジメントレビュー等

で確認・改善しつつ運用することで業務の不断の

改善を行う。システム・機器の特性を考慮し、部

品・ソフトウェアを含む安全･信頼性・品質保証要

求を適時見直すとともに、要求解説、ガイドライ

ン等を作成、維持し活用を図る。 

実績： 

① 品質マネジメントシステムは、内部監査等を通じ改善を継続。指摘事項ゼ

ロで第三者認証を取得。 

② 適切な運用要求定義を開発当初に取り込むソフトウェア開発標準を整備。 

また開発から得られた知見等を基に「信頼性プログラム標準」、「海外コンポ

ーネント品質確保ハンドブック」、及び「海外部品品質確保ハンドブック」を

最新化。JAXA内外での説明会開催等により活用を促進。 

 

 ３）安全・信頼性教育・訓練については、より実戦

的な研修プログラムにすることで安全・ミッショ

ン保証活動の重要性を認識させ、自らがその主体

者であるという意識向上を進める。 

実績： 

① 最近の不具合事例の取り込み、演習の多用等、自らなすべきことを明確に

し、より実戦的な研修プログラムに改善。 

② 4分野（システム安全、信頼性、品質保証、ソフトウェア開発保証）の研修

を計１７回、延べ２３８名（基礎教育の必須対象者は１００％受講済）に実

施。 受講者の上司約 7割が本研修が業務に有効と確認。 

 また、ミッションの連続成功と無事故という点で JAXAが高く評価され JAXA

Ⅶ．３－２ 
160



  
の安全・信頼性の仕組みや実施内容を学びたいとの申し入れに応え、SUZUKI、

JR 東日本、Ｐａｎａｓｏｎｉｃ、コニカミノルタ、原子力規制委員会新規制

基準検討チーム等に対し、研修・講演を提供。 

 ４）機構全体の安全・信頼性に係る共通技術データ

ベースを活用し、軌道上不具合等の分析・展開、

信頼性技術情報の発行等を速やかに行うことで、

予防措置に資する。また、技術標準・技術基準に

ついて技術動向を踏まえ最新状態を維持し、プロ

ジェクトでの活用を促進・支援するとともに、公

開を拡大する。ソフトウェア開発に関し、標準に

準じた開発を推進しシステム開発初期からの活動

を充実させるとともに、IV&V（独立検証及び有効

性確認）、アセスメント等の実施結果を反映しソフ

トウェア品質を向上させる。 

実績： 

① 軌道上不具合を分析し、再発防止のための知見を集約。信頼性技術情報７

件を JAXA内及び関係メーカに速やかに周知し、打上げ直前の衛星を含め対応

要否の検討、対処により同種不具合を未然防止。 

② 設計標準を新規あるいは開発初期の７つプロジェクト等へ適用。２件を新

規制定、１８件を改訂。通算で４０件を公開し、ＪＡＸＡ内外での活用を促

進。新たに英語版の公開を開始し、ISO国際標準のベース文書として扱われる

など国際的にも貢献。 

また、宇宙航空業界以外の企業から社内標準への取り込み要望があるなど、

JAXAの技術標準が他産業に貢献。 

③ ５プロジェクトに対してソフトウエア IV&V（独立検証及び有効性確認）を

実施。重大不具合につながりかねない、要求仕様・機能等に関する問題 33件

を、従来より早い段階で検出し対策を講じたことによりプロジェクトの手戻

りの発生を回避。 メーカ３社に対するプロセスアセスメントにより開発プ

ロセスをチェックし改善させた。 

 また、アセスメント基準は、国際認証機関により日本初の認証を取得。海

外企業に対し国内企業のアセスメントの説得力が格段に増加。航空及び自動

車業界からの IV&V技術支援依頼に応え研修・講演に加え当該能力を有する宇

宙関連業界の人材の提供等実施。 

 ５）また、打上げ等に関して、国際約束、法令及び

宇宙開発委員会が策定する指針等に従い、安全審

査委員会を中心に安全確保を図る。 

実績： 

① ロケット、人工衛星等の安全について、担当本部での技術審査の後、副理

事長を委員長とする「安全審査委員会」（計２７回開催）にて、H-IIA 21，

22 号機、H-IIB 3 号機、GCOM-W1（しずく）、海外衛星、ソユーズによる ISS

搭乗員輸送／帰還等を審議し、安全を確保。特に、初めての海外衛星の商用

打上げにあたり、デブリ対策等、海外機関との安全調整を十分に行い、打上

げの成功及び宇宙デブリ認識醸成に貢献した。 
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当該項目に係る予算 

（項目によっては記入不要） 
－ 

当該項目に従事する職員数 

（項目によっては記入不要） 
約 30 

  （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｆの５段階評価）  Ａ  

経営層が深く関与することで、打上げの成功及び「しずく」の軌道上不具合ゼロ 10か月以上達成等の成果達成に寄与した。ソフトウエア IV&V（独

立検証及び有効性確認）を実施し、要求仕様・機能等に関する問題 33件に対し早期に対策を講じ、アセスメント基準については、国際認証機関によ

り日本初の認証を取得した。 

以上により年度目標を着実に達成した。  
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